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要　約
　1990年代以降，投ථの低下や政党れが進み，積極的無党派やそのつど支持と呼ばれるが
議論されてきた。このような中，2013年に解禁されたネット選挙を౿まえ，2014年衆院選における政
党に対する態度によるメディア利用の૬異を୳索的に分析した。政党に対する態度は，公示直前の時点
で，支持政党を持たず政治的関心も低い無関心，支持政党は持たないが政治的関心の高い積極的無党
派，政党支持度において１つの政党のみを支持する１政党支持，政党支持度において複数政党を支
持する複数政党支持に分類した。ふだんのメディア利用と選挙期間中のメディア利用が，この政党に
対する態度によってどのように異なるのか分析を行った。分析の結果，積極的無関心は他のと比べ
てネットを利用せず，複数政党支持は新聞やネット利用が他のよりも活発であり，ネット選挙解禁
の恩恵を最も受けていると考えられる。つまり，積極的無関心は受動的な情報接৮が比較的多く，複
数政党支持は能動的な情報接৮が比較的多い可能性が示唆された。

Abstract
　Since 1990’s, decreasing voting rate and increasing Independents, “New Independents” or 
“Contingent 7oters” has been appeared in Japan. On the premise that revision of “the Public 
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O⒏cers Election Act” has been permitted to use Internet in election campaign in 2013, I analyzed 
information behavior differences in political attitude on exploratory.
　I divided political attitude into four category. Independent and low political interest called 
“traditional independents,” Independent and high political interest called “new independents,” 
“only single party a⒏rmative,” and “multiple party a⒏rmative.” I analyzed how media usage differ 
in ordinary period and election period by four political attitudes. As result, “new independents” 
were less Internet use than others, and “multiple party a⒏rmative” were more newspaper use and 
more Internet use than others. Thus “multiple party a⒏rmative” were most adaptive by Internet 
election campaign. And “new independents” used media passively, and “multiple party a⒏rmative” 
used media aggressively.

　（受付：2015年９月30日，採択：2016年２月１日）
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１　はじめに

1990年代まで参議院選挙ではおよそ60ˋ，衆
議院選挙ではおよそ70ˋをえていた投ථが，
1990年代にはそれぞれ50ˋ台，60ˋ台と約10ポ
イント低下した。2006 〜 10年にかけて衆議院
選挙の投ථはएׯの回෮が見られたが，2012
〜 14年では再び50ˋ台に急落した。特に，20 〜
30代の投ථは他の年ྸと比べて低い向に
ある。しかし，その推移をみた場合，他の年ྸ
と大きな違いはなく，投ථが全体的に下落した
ことは事実である。このような投ථの低下の要
因として，政治的関心の低下や政党れが議論さ
れるようになった。

この投ථの低下と同様に，1990年代から無
党派に関する議論が活発になった。̣ ̝̠の「日
本人の意識」調査によると1973年に32ˋであっ
た「支持政党なし」が1998年には52ˋをえ
ている（高橋ら，2014）。その中には「積極的無
党派」と呼ばれる，政治には関心はあるが支持
政党を持たないの存在が指摘されている。し
かし，2000年代に入ると「支持政党なし」は
少に転じた。松本（2006）によると，投ථ行ݮ
動は政党の൱定から政党の૬対化へと変化してお
り，それにより特定の支持政党を持たないが，「そ
のつど支持」といわれるが存在する。このは
状況に応じて各党を比較する。̣̝̠放送文化研
究所の政治意識月例調査では，およそ50ˋいた

「支持政党なし」は「わからない・無回」も
含めると，2004年以降40ˋ台まで下落し，2012
年にふたたび50ˋ台まで増加，その後，およそ
40ˋ台で推移している。このように，1990年代
に増加した無党派が，松本（2006）のいう「そ
のつど支持」に移行したとしても，1990年代
以前から存在した無党派はґ然として30ˋ前
後を占めている点に変わりはない。さらにその無
党派の中に，「積極的無党派」も存在する可
能性がある。

このような状況のもと，2013年４月19日の公
職選挙法の改正により，インターネット（以下，
ネット）を用いた選挙活動（以下，ネット選挙）
が解禁された。その目的は，①候補者と有権者の
対話のଅ進，②有権者の関心向上，③選挙費用の
低ݮ，④議題の可視化・政策本位の選挙の実現で
ある（総務省，2013）。これは，投ථの低いए
年のネット利用が活発であるため，選挙期間中
にネットで政党や候補者の情報に接することによ
り，政治や政党に対する関心が向上し，投ථの
低下をえることがૂいであると捉えることがで
きる。

日本でネット選挙が解禁されて初めて行われ
た国政選挙は2013年７月21日投ථの第23回参議
院選挙である。この選挙をѻった橋元ら（2014）
の調査では，選挙期間中に政党・候補者がネット
で発৴した情報に接৮した人（以下，政党候補者
ネット発৴情報接৮者）は18.3ˋ，ए年でも
20代で24.6ˋ，30代で20.4ˋと多くはない。さ
らにՏ野，小林（2014）によると，そもそもネッ
トで選挙情報に৮れなかった人は半数以上であ
り，選挙区選挙の投ථが過３ڈ番目に低かった
ことから，ネット選挙解禁の効果は限定的だった
と論じている。実際の投ථは2010年の参院選
で57.9ˋ，2013年参院選で52.6ˋと下落してい
る。続く2014年の衆院選では投ථは52.7ˋと
2013年参院選とほ΅変わらないが，2012年の衆
院選の59.3ˋと比べると下落している。つまり，
投ථの向上という意味では，ネット選挙解禁は
目的を達したとは言えない。

ここで，メディア利用と政治の関係について，
メディア利用によって政治意識や政治的態度を形
成するという効果論的立場（もしくはそれによっ
て政治的関心が高まるという動員モデル）と，政
治意識や政治的態度によって利用するメディアが
異なるという選択的接৮的立場（もしくはそれに
よって政治的関心の高い人の政治的知識が増える
という強化モデル）が存在する。ネット選挙解禁
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によって政治的関心が高まり投ථが向上する可
能性についての議論は，どちらかといえば前者の
効果論的立場である。

一方で，ネット選挙解禁は，松本（2006）の
いう「そのつど支持」から見ると，ै来からの
マスメディアの間接的な情報だけでなく，より直
接的に政党や候補者からの情報を得る機会が増
え，政党を૬対化する手段が増えたことを意味す
る。さらに，「積極的無党派」から見ると，よ
り積極的に政党や政治家の直接的情報に接する機
会が増え，自身の関心に合致した政党を選択する
際の材料が増えたことを意味する。

そこで本稿では， 2014年の衆議院選挙時の調
査データを用いて，ふだんおよび選挙期間中のメ
ディア利用が，政党への態度によってどのように
異なるのか୳索的に検౼を行う。そうすることに
より，現在の政党への態度がどのようなものであ
るのか，そしてどのようながネット選挙解禁に
よる恩恵を受けているのか，その一端を明らかに
したい。

２　ϝσΟΞ利用ͱ࣏
　

ここでまず，2013年に解禁されたネット選挙，
政治的態度，メディア利用と政治の関係について
整理する。

2.1 ネット選挙
2.1.1　ネット選挙解禁とその目的

米国では，1992年の大統領候補予備選挙でブ
ラウン候補が初めて電子メールによる選挙活動
を行ったといわれている。その後，2004年の民
主党大統領候補予備選挙でディーン候補がブロ
グを通じた選挙活動で躍進を見せている（三ྠ，
2006）。また，韓国では2002年の大統領選挙が「韓
国政治史上初のネット選挙」（2005，ݰ）ともい
われ，ネットを積極的に選挙活動に活用したこと
がᚯᭈ候補の勝利につながったともいわれてい

る。このように，各国においてネットを用いた選
挙活動が，候補者にとって一定の成果を挙げてい
る中，2013年に日本においてもネット選挙が解
禁された。

このネット選挙解禁の目的は，①候補者と有権
者の対話のଅ進，②有権者の関心向上，③選挙費
用の低ݮ，④議題の可視化・政策本位の選挙の実
現である（総務省，2013）。①候補者と有権者の
対話のଅ進では，有権者が直接候補者から政策や
街頭演説・౼論会情報を得，候補者はそのフィー
ドόックや，マスメディアの報道やᨱ中ইへの
対ॲ法として期待がされていた。また，②有権者
の関心向上は，①を通じて政策等を知ることによ
る関心の向上，特に政治的関心の低いए年の
ネット利用が活発であることから，その効果が期
待された。さらに③選挙費用の低ݮという側面で
は，候補者が地盤や看板，カόンを必要とせず，
またネットݙ金等により，選挙活動にかかる様々
な費用を低ݮできることが期待された。そして④
議題の可視化・政策本位の選挙の実現として，政
策を伝える手段が増えることにより，議題や争点
が全に向けて明確になることが期待された。

2.1.2　政党候補者ネット発৴情報の接৮者
橋元ら（2014）の調査によると，ネット選挙

が解禁されて初めての国政選挙である2013年の
参議院選挙において，選挙期間中の政党候補者
ネット発৴情報接৮者の比は18.3ˋであった。
また接৮者はඇ接৮者に比べてネット選挙への評
価が高い向が見られた。また，政党候補者ネッ
ト発৴情報への接৮者は，政治的関心が高く，ঁ
性よりも男性，ए年に多く，投ථに行った人が
多かった。しかし，有権者が「政党や候補者の公
約や主張」「政党や候補者の実績」「政党や候補者
の日々の活動」といった候補者と有権者の対話の
ଅ進につながるような情報を求めていたにもかか
わらず，実際に選挙期間中にそれらの情報を得た
という人は少なかった。
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さらに，Տ野，小林（2014）によると，ネッ
トで選挙情報に接৮した人のほとんどが選挙への
関心は「変わらない」とえており，投ථの参考
にした人は23ˋであった。さらに，情報が得や
すくなり，「政策が分かりやすくなった」といっ
たߠ定的評価と，「政策についての議論が低調だっ
た」といった൱定的評価の比がいずれも約半数
と，ネット選挙解禁により情報が得やすくなった
とはいえ，その質に՝題が残るとしている。

また，2014年の衆議院選挙では，橋元ら（2015）
によると，政党候補者ネット発৴情報に接৮した
人は，16.1ˋと2013年参議院選挙よりもݮ少し
ている。

このように，ネット選挙について様々な՝題が
ුきூりになっているが，橋元ら（2014），Տ野，
小林（2014），橋元ら	2015
に共通しているのは，
政党候補者ネット発৴情報に接৮した人というの
は，もともと政治的関心が高い人であった。

2.2 政治的態度
メディア利用と政治に関する議論の前に，政治

的態度に関する議論，特に本稿の関心対象である，
政党に対する支持および積極的無党派について
整理する必要がある。

2.2.1 政党に対する支持と無党派
政党の支持に対する考え方は大きく分けて２つ

存在する。三（1998）は「政党支持には，『選
択』としての支持と，『好意の表出』としての支
持があ」（pp.3）り，前者は1つの政党を選択し，
後者はそれぞれの政党を評価をする。つまり，後
者は全ての政党に対してߠ定的である，もしくは
൱定的であると評価する人も存在しうる。本稿で
は，前者を支持政党，後者を政党支持度とする。

支持政党は，マスメディアの世論調査を始め
様々な調査で用いられている。松本（1991）に
よると，支持政党には，人々が支持する政党を持
ちかつそれが単一であるという前提がある。しか

し，多党制の日本では政党ؼଐ意識が低く，三
（1995，1985）によると支持政党の流動性も
高く，1つの政党を選択するということには՝題
がある。このような，支持政党の議論には，よ
り詳細にその支持の程度を質問する方法として，

「支持政党の幅」（三，1971，1985）や「政党
支持の強度」（林，1982，三，1970，1983a，
1983b）などが検౼されているが，いずれも単一
の支持政党を質問した後に質問を追加するという
手法を用いている。具体的には，支持政党を質問
した上で，「支持する政党がない」と回した人
に対して，さらに付問で「しいて言えば」どの政
党を支持するかを質問する，もしくは支持する政
党に対し，付問でその程度を質問するといった方
法である。

しかし，こういった支持政党を用いた質問では，
結局のところ「１つの政党を選択する」という出
発点は同じである。松本のいう「そのつど支持」
では，その時々の状況により各政党を比較する
であるため，状況によっては１つ以上の政党に対
する支持的態度をとる可能性は൱定できない。さ
らに，支持政党の֓念では選択されなかった政党
に対する態度が不明確である。ैって，現在の政
党れや「そのつど支持」，「積極的無党派」とい
われる事象をより的確に分析するには十分とは言
えない。

一方で政党支持度については，政党に対する
感情温度計ई度が用いられることが多い（三，
1998）。感情温度計ई度は，強い反感を̌度，強
い好感を100度として，政党ごとに評価させる方
法である。この手法は，101段階のྔ的変数とし
てѻえ，また政党に対する評価の多次元性に対応
できるといった利点が挙げられる。しかし，そも
そも感情温度計ई度は，̨̖̣̚調査において社
会的ଐ性に対する共感度もしくは容性を見るた
めの質問であったとされている（谷口，2012）。
さらに谷口（2012）は，この感情温度計ई度の
最高政党と支持政党の関係を分析し，感情温度計
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ई度の温度が高いほどその政党を支持する比は
高くなるが，支持政党に選ばれるための温度が政
党によって大きく異なる点など，支持政党り得
るᮢ値の問題を指摘している。

このように，選挙での投ථ行動を意識した支持
政党との関係という側面では，政党支持度を用い
ることに՝題は残るといえる。しかし，「そのつ
ど支持」や「積極的無党派」といった，現在の政
党に対する態度をより正確に捉えるには政党支持
度の֓念が支持政党の֓念より有用といえよう。
ただし，政党に対する感情温度計ई度は，政党に
対する支持―不支持といったものをଌ定するには
不向きであろう。そこで，̣̝̠が1976年以降
用いている政党支持強度が適切であろう。

ここで，政党支持度と無党派との関係を見た
場合，各々の政党に対する支持が，いずれの政党
に対しても「支持している」といえない人が無党
派であるといえる。この無党派の中に，政治
的関心がある（積極的無党派）と政治的関心
がない（無関心）が存在する。

一方で，政党支持度において，支持する政党が
１つであるとは限らない。1つのみである場合，
支持政党と合致すると考えうる。しかし，２つ以
上の政党を支持している場合，どういう意味があ
るのであろうか。１つには松本（2006）のいう「そ
のつど支持」の֓念で説明が可能であろう。つま
り，状況に応じて各党を比較した結果，複数の政
党に対して支持する結果となったと捉えることが
できる。ただし，「そのつど支持」には，政党
を比較した結果，1つの政党のみを支持するとい
う可能性も存在しうる。また，２つ以上の政党を
支持しているということは，少なくとも政党の૬
対評価の結果ではなく，何らかの基準に基づいて
政党をઈ対評価している可能性がある。最も関心
のある政治問題，もしくはある程度関心のある複
数の政治的問題について同様の政策を提示してい
る政党が存在し，選挙という１つの政党に対する
選択を前提としない場合，人々の政党に対する支

持態度が複数の政党に対してߠ定的であるという
ことは自然な態度であるといえるのではないだろ
うか。

以上のように，本稿では，政党支持度と政治的
関心を用いて，①いずれの政党も支持していない，
かつ政治的関心がない（無関心），②いずれ
の政党も支持していないが政治的関心がある

（積極的無関心），③１つの政党のみを支持して
いる（１政党支持），④２つ以上の政党を支
持している（複数政党支持）の４つを，政党
支持関連態度として検౼を行う。

2.3 メディア利用と政治的態度
2.3.1　メディア利用の実態とଐ性

総務省情報通৴政策研究所（2015）によると，
テレビ視聴時間と新聞Ӿ読時間は年ྸが高くな
るほど，ネット利用時間は年ྸが低くなるほど
長い向が見られた。またテレビ視聴時間は全体
ではঁ性よりも男性の方が長いが，10 〜 20代の
ए年ではঁ性の方が長い。新聞Ӿ読時間は性別
で大きな差が見られず，ネット利用時間はঁ性よ
りも男性の方が長い向がある。また，20 〜 40
代では70ˋऑがポータルサイトでニュースを見
ている。しかし，৴པできる情報を得るメディア
としては，いずれの年ྸでもテレビが約半数以
上，20ˋ前後が新聞，そしてネットの順（20代，
30代では，新聞よりもネットが上位）であった。

以上のように，メディア利用の実態としては，
ए年を中心にテレビや新聞からネットへと変化
してきている。しかし，৴པできる情報源といっ
た側面ではテレビや新聞がいまだに強い勢力を維
持している。

2.3.2　メディア利用と政治的態度
政 治 的 関 心 と メ デ ィ ア 利 用 に つ い て，

#oulianne（2011）によると，もともと政治的関
心の高い人はテレビ視聴が政治的関心を高める
が，そうでない人にとっては新聞やオンライン
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ニュースの利用が効果的であった。さらに新聞や
オンラインニュースの利用は政治的関心を直接高
める効果があるが，テレビには政治的会話を増や
すなどによる間接的な効果が見られたとしてい
る。このようなメディア利用による政治的関心へ
の影響の違いの要因として，テレビは，新聞やオ
ンラインニュースと比べて能動性が低く，詳細な
情報を提供しておらず，また特にアメリカにおい
ては選択性が高いことが挙げられる。しかし，ٶ
田ら（2014）によると，日本では，テレビはア
メリカほど選択性が高くないとしている。選択性
の低さは，ۮ発的な政治関連ニュースへの接৮の
可能性を高めるため，政治に関する情報を能動的
に収集しない人に対しても，政治的な情報が伝わ
ることになる。

また，戸ら（2010）によると，政治的関心
が高いは，テレビの中でもニュース・報道番組
を好み，お笑い番組やόラエティ，ワイドショー・
情報番組を好まない向がある。さらに，一般的
に，政治的関心が高い人ほどテレビのニュース
番組をよく見るといわれている（ٶ田ら，2014，
羽ᔹ，2006など）。

一方で，政党に対する態度とメディア利用につ
いては，政治的関心の高い無党派は政治的関心
の低い無党派に比べて，ネット利用が活発であ
る（佐藤ら, 2003）。つまり，積極的無党派は，
無関心に比べて積極的にネットを用いて情報収
集をしている可能性がある。

さらに，メディアで報道されるコンテンπとい
う側面では，テレビや新聞といったマスメディア
は，情報源が官྅や政府，財界から与えられる
ニュースに強くґ存しており，それらにఢ対的な
όイアスが低い可能性が高い（૬田ら，2007）。
また，ѭ（2010）ࡔによると，2009年総選挙時
のテレビ報道は，当時与党であった民主党دりと
なっていた。しかし，૬田ら（2007）が指摘す
るように，マスメディアは「不ภ不党性」を維持
しようと試みてはいる。とはいえ，ѭࡔの研究に

もあるように，マスメディアの報道において，政
権与党دりのものが多くなっているようだ。

以上のように，無党派といえども，政治的関
心の高い人は，テレビや新聞，ネットで政治に関
する情報を積極的に収集している。しかし，テレ
ビに比べて新聞やネットは情報を取得する際に能
動的である必要がある。また，テレビや新聞に比
べてネットはそのコンテンπが多様である。

３　方法

3.1 データ
本研究におけるデータは，東京大学橋元研究

室（1）が，2014年12月の衆議院選挙の前後に実施
したट都ݍ在ॅ者に対するネットを用いたॎ断調
査のデータを用いる。調査は野村総合研究所の

「INSIGHT SIGNAL」サービスを用い，第１回調
査（以下，T1）を選挙公示直前（2014年11月29
〜 30日）に実施し3,032件を回収，第2回調査（以
下，T2）を投ථ後（2014年12月20 〜 21日）に
実施し2,571件を回収した。

3.2 政党支持に関する変数
3.2.1　政党に対する支持

政党支持度は，2014年の衆議院選挙時に代表
的な10の政党（自由民主党，民主党，維新の会，
公明党，次世代の党，日本共産党，生活の党，社
会民主党，太ཅの党，新党大地）について，Տ野，
小林（2014）を参考に，T1時点での「支持して
いる」「やや支持している」「どちらでもない」「あ
まり支持していない」「支持していない」「政党名
を知らない」の６件法で確認している。本稿では，
個別政党への支持態度を問題にせず，１つ以上の
政党を支持しているか൱か，さらにそれが１つだ
けなのか，複数あるのかに焦点を当てる。ैって，
政党支持を，10の政党すべてに対して「支持し
ている」「やや支持している」を選択していない
（ඇ政党支持），いずれか一つの政党のみ「支
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持している」か「やや支持している」を選択して
いる（１政党支持），そして複数の政党に対
して「支持している」か「やや支持している」を
選択している（複数政党支持）に分類した。

それぞれ，ඇ政党支持は62.9ˋ（1,617人），
１政党支持は23.9ˋ（615人），複数政党支持
は13.2ˋ（339人）であった。また，複数政党
支持が支持している政党の数は，２政党支持が
68.7ˋ，３政党支持が18.3ˋであった。

3.2.2　積極的無党派と無関心
さらにඇ政党支持を政治的関心の有無で分類

し，ඇ政党支持で政治的関心有を積極的無党派
，政治的関心無を無関心とする。政治的関心
については，「政治的関心がある」等の14項目に
対して複数選択であてはまるものを選択させた。
ඇ政党支持の内，積極的無党派は9.9ˋ（160
人），無関心は90.1 （̀1,457人）であった。また，
無関心と積極的無党派での，政党支持度の合
計（10の政党に対して「支持している」を５，「や
や支持している」を４，「どちらでもない」を３，

「あまり支持していない」を２，「支持していな
い」を１とした合計）を比較した場合，無党派
21.7よりも積極的無党派18.0が低い（8ilcoxon
の順位和検定の結果，p�.0001）。つまり，積極
的無党派は，無関心に比べても支持しない
向が強いといえる。

3.2.3　政党支持に関する変数とଐ性の関係
政党支持に関する変数（「無関心」「積極的無

党派」「1政党支持」「複数政党支持」：以
下あわせて，政党支持関連態度とする）とଐ性と
の関係を示したものが表-1である。

性別ではঁ性で無関心が多い向が見られ，
年ྸ別ではए年ほど無関心が多く，年ྸ
が高いほど１政党支持が多い向が見られた。

3.3　メディア利用に関する変数
メディア利用については，大きく分けて２種類

のデータが存在する。１つめはアンケート調査で
調査対象者に質問項目として確認をしたメディア
利用についてのデータである（以下，質問紙デー
タ）。もうひとつは，野村総合研究所の「INSIGHT 
SIGNAL」サービスに付ਵする，テレビ番組単位
での視聴記録データ（2）である（以下，テレビ視
聴データ）。

質問紙データの「ふだん」と「選挙期間中」（2014
年12月2日〜 14日）のメディア利用時間は，表
-2の通りであった。「選挙期間中」は「ふだん」
に比べてテレビおよびネット利用時間がݮ少する
。向が見られた
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表-1 政党支持関連態度とᒓᛶの関ಀ 
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ᨭ持ᒙ 

㸯ᨻඪ 

ᨭ持ᒙ 

積極的 

↓ඪὴᒙ 
↓関心ᒙ 

㹌  339 615 160 1,457 

㸣  13.2% 23.9% 6.2% 56.7% 

ዪᛶ 1,132  9.5% 19.9% 4.9% 65.8% 

⏨ᛶ 1,439 16.1% 27.1% 7.3% 49.5% 

20代 380 12.6% 20.0% 5.5% 61.8% 

30代 785 11.5% 23.4% 6.1% 59.0% 

40代 715 14.3% 22.2% 7.3% 56.2% 

50代 691 14.3% 28.4% 5.6% 51.7% 

 ͤᛶでは，Ȯ⮬ =್71.09，p<.0001で有ពな೫り有。 

 ͤ年㱋ᒙูではȮ⮬ =್19.80，p=.0192で有ពな೫り有。 

 ͤኴᏐは，ṧ差分ᯒの⤖果，ᛶู，年㱋ᒙูでのᒙに比

 。て有ពに㧗いもの，ୗ⥺は有ពにపいもの
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ィア利用については，大きく分けて㸰✀㢮ࢹ࣓

のࢹーࢱが存在する。㸯つめはアンケート調ᰝで
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利用についてのࢹーࢱである（以ୗ，㉁ၥ⣬ࢹー

 とつは，㔝村総ྜ◊✲所の「INSIGHTࡦもう。（ࢱ

SIGNAL」ࢧーࢫࣅに付㝶する，ࣅࣞࢸ␒⤌༢で

の視⫈記録ࢹー(2)ࢱである（以ୗ，ࣅࣞࢸ視⫈ࢹ

ーࢱ）。 

㉁ၥ⣬ࢹーࢱの「ࡩだん」と「㑅ᣲᮇ㛫中」（2014

年 12月 2日㹼14日）の࣓ࢹィア利用㛫は，⾲

-2 の通りであった。「㑅ᣲᮇ㛫中」は「ࡩだん」

に比てࣅࣞࢸおよࡧネット利用㛫がῶᑡする

ഴྥが見られた。

 

表-2 「ふだん」と「選挙期間中」の 

メディア利用時間（分） 

 
㹌 ࡩだん ᮇ㛫中 㹲  ್ Pr>|t| 

ࢸ ࣞ  0001.>  10.61 149.3 164.4 2,568 ࣅ

ሗ㐨␒⤌ 2,561 59.8 60.7 -0.90  0.3678 

᪂ ⪺ 2,568 21.1 21.0 0.17  0.8659 

ネ ッ ト 2,562 224.3 218.0 3.69  0.0002 

 ͤt್およࡧPr>|t|は，ࡩだんと㑅ᣲᮇ㛫中でのそれぞ

れの࣓ࢹィア利用㛫における対応のあるࢧンプル

の㹲᳨ᐃの⤖果。ኴᏐは5㸣水‽で有ពに㛗いもの。 

 

ḟに，ࣅࣞࢸ視⫈ࢹーࢱは，「㑅ᣲᮇ㛫中」と，

㑅ᣲ公示前⣙1ࣨ月分（以ୗ，「ࡩだん」）に分け

られる。ࣅࣞࢸ視⫈ࢹーࢱの内，全体のࣅࣞࢸ視

⫈㛫，ࣕࢪンルูでࣗࢽーࢫ㸭ሗ㐨␒⤌とሗ

㸭࣡ࢻシࣙー，放㏦ᒁูでNHKと民放の㸳つの

一日の視⫈㛫のᖹᆒ್，およࡧ「ࡩだん」と「㑅

ᣲᮇ㛫中」のᖹᆒ್の比㍑⤖果を示したものが⾲

-3である。 

表�1�ౘؔ࣋ࢧ࿈ଶͱଐੑのؔ
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SIGNAL」ࢧーࢫࣅに付㝶する，ࣅࣞࢸ␒⤌༢で

の視⫈記録ࢹー(2)ࢱである（以ୗ，ࣅࣞࢸ視⫈ࢹ

ーࢱ）。 

㉁ၥ⣬ࢹーࢱの「ࡩだん」と「㑅ᣲᮇ㛫中」（2014

年 12月 2日㹼14日）の࣓ࢹィア利用㛫は，⾲

-2 の通りであった。「㑅ᣲᮇ㛫中」は「ࡩだん」

に比てࣅࣞࢸおよࡧネット利用㛫がῶᑡする

ഴྥが見られた。 

 

表-2 「ふだん」と「選挙期間中」の 

メディア利用時間（分） 

 
㹌 ࡩだん ᮇ㛫中 㹲  ್ Pr>|t| 

ࢸ ࣞ  0001.>  10.61 149.3 164.4 2,568 ࣅ

ሗ㐨␒⤌ 2,561 59.8 60.7 -0.90  0.3678 

᪂ ⪺ 2,568 21.1 21.0 0.17  0.8659 

ネ ッ ト 2,562 224.3 218.0 3.69  0.0002 

 ͤt್およࡧPr>|t|は，ࡩだんと㑅ᣲᮇ㛫中でのそれぞ

れの࣓ࢹィア利用㛫における対応のあるࢧンプル

の㹲᳨ᐃの⤖果。ኴᏐは5㸣水‽で有ពに㛗いもの。 

 

ḟに，ࣅࣞࢸ視⫈ࢹーࢱは，「㑅ᣲᮇ㛫中」と，

㑅ᣲ公示前⣙ 1ࣨ月分（以ୗ，「ࡩだん」）に分け

られる。ࣅࣞࢸ視⫈ࢹーࢱの内，全体のࣅࣞࢸ視

⫈㛫，ࣕࢪンルูでࣗࢽーࢫ㸭ሗ㐨␒⤌とሗ

㸭࣡ࢻシࣙー，放㏦ᒁูでNHKと民放の㸳つの

一日の視⫈㛫のᖹᆒ್，およࡧ「ࡩだん」と「㑅

ᣲᮇ㛫中」のᖹᆒ್の比㍑⤖果を示したものが⾲

-3である。 

表�2�ʮ;ͩΜʯͱʮબؒظڍதʯの
ϝσΟΞར༻ؒ࣌（）
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次に，テレビ視聴データは，「選挙期間中」と，
選挙公示前約１ヶ月分（以下，「ふだん」）に分け
られる。テレビ視聴データの内，全体のテレビ視
聴時間，ジャンル別でニュースʗ報道番組と情報
ʗワイドショー，放送局別でNHKと民放の５つ
の一日の視聴時間の平ۉ値，および「ふだん」と「選
挙期間中」の平ۉ値の比較結果を示したものが表
-3である。

テレビ全体の視聴時間は，質問紙データと同様
（3）に「ふだん」よりも「選挙期間中」が短い。また，
ジャンル別では，ニュース番組ʗ報道番組では「ふ
だん」よりも「選挙期間中」が長く，情報ʗワイ
ドショーではそのٯであった。一方，放送局別で
は，NHKで「ふだん」よりも「選挙期間中」が短く，
民放については有意な差は見られなかった。

ジャンル別では，番組編成のため時期により放
送時間の長さが異なる。地上波６放送局で，１日
当たりのジャンル別のテレビ放送時間は，ニュー
スʗ報道番組で「ふだん」2,243.6分，「選挙期
間中」2,537.3分と大きく増加し，情報ʗワイド
ショーで「ふだん」1,798.7分，「選挙期間中」
1,843.8分と少しであるが増加している。

さらに，質問紙データの「選挙期間中」のメディ
ア別の選挙に関する情報接৮ස度は，①テレビ（政
見放送か൱かを区別），②新聞，③政党・候補者ネッ
ト発৴情報（ウΣブサイト，ソーシャルメディア，
メール・メールマガジン，ネット広告，ネット動

画を区別），④その他のネット（テレビ局，新聞社，
著名人，ポータルサイト，まとめサイト，ಗ名電
子掲示板を区別）での，「選挙期間中」の選挙に
関する情報のӾཡස度を質問している。それぞれ
の中で上記の通り区別して質問しているが，それ
ぞれのカテΰリにおいて１回でも接৮した場合，
接৮有として分析を行う。①テレビは67.3ˋ，
②新聞は44.5ˋ，③政党・候補者発৴のネット
は16.1ˋ，④その他のネットは37.0ˋであった。
また，ᶇネット合計として③もしくは④に接৮し
た人の割合は40.2ˋであった。

４　ੳ

4.1　政党支持関連態度とふだんのメディア利用
まず，政党支持関連態度によって，「ふだん」

のメディア利用がどのように異なるのか明らかに
するため，一元配置分散分析を行った。政党支持
関連態度による「ふだん」のメディア利用時間の
平ۉを示したものが表-4である。その結果，無関
心，積極的無党派，１政党支持ではいずれ
のメディア利用時間にも５ˋ水準で有意な差が見
られなかった。５ˋ水準で有意差が見られたのは，
新聞Ӿ読時間で無関心と複数政党支持，ネッ
ト時間で積極的無党派と複数政党支持で，い
ずれも複数政党支持が有意に長い。

7 

 

と同ᵝࢱーࢹ全体の視⫈㛫は，㉁ၥ⣬ࣅࣞࢸ
(3)に「ࡩだん」よりも「㑅ᣲᮇ㛫中」が▷い。ま

た，ࣕࢪンルูでは，ࣗࢽーࢫ␒⤌㸭ሗ㐨␒⤌で

は「ࡩだん」よりも「㑅ᣲᮇ㛫中」が㛗く，ሗ

㸭࣡ࢻシࣙーではその㏫であった。一方，放㏦

ᒁูでは，NHKで「ࡩだん」よりも「㑅ᣲᮇ㛫中」

が▷く，民放については有ពな差は見られなかっ

た。 

 

表-3 「ふだん」と「選挙期間中」の 

テレビ視聴時間（分） 

㹌=2,571 ࡩだん ᮇ㛫中 㹲  ್ Pr>|t| 

 全体 247.0 240.4 5.25 <.0001ࣅࣞࢸ

 㸭ሗ㐨␒⤌ 67.2 73.3 -10.37 <.0001ࢫーࣗࢽ

ሗ㸭࣡ࢻシࣙー 48.9 47.1 3.82 0.0001 

㹌 㹆 㹉 22.3 17.8 14.76 <.0001 

民 放 224.7 222.5 1.76 0.0777 

 ͤ地上波のࡳ。 

 ͤt್およࡧPr>|t|は，「ࡩだん」と「㑅ᣲᮇ㛫中」での

それぞれの࣓ࢹィア利用㛫における対応のあるࢧン

プルの㹲᳨ᐃの⤖果。ኴᏐは5㸣水‽で有ពに㛗いもの。 

 

ンルูでは，␒⤌編成のためᮇにより放ࣕࢪ

㏦㛫の㛗さが異なる。地上波㸴放㏦ᒁで，㸯日

当たりのࣕࢪンルูのࣅࣞࢸ放㏦㛫は，ࣗࢽー

2,243.6分，「㑅ᣲᮇ㛫「だんࡩ」㸭ሗ㐨␒⤌でࢫ

中」2,537.3 分と大きくቑຍし，ሗ㸭࣡ࢻシ

ࣙーで「ࡩだん」1,798.7分，「㑅ᣲᮇ㛫中」1,843.8

分とᑡしであるがቑຍしている。 

さらに，㉁ၥ⣬ࢹーࢱの「㑅ᣲᮇ㛫中」の࣓ࢹ

ィアูの㑅ᣲに関するሗ᥋ゐ㢖度は，ձࣅࣞࢸ

（ᨻ見放㏦かྰかを༊ู），ղ᪂⪺，ճᨻඪ࣭ ೃ⿵

者ネット発ಙሗ（ウࢧࣈ࢙ト，ࢯーシࣕル࣓

，ン，ネットᗈ࿌ࢪ࢞ィア，࣓ール࣭࣓ールマࢹ

ネットື画を༊ู），մそののネット（ࣅࣞࢸᒁ，

᪂⪺社，ⴭྡ人，࣏ーࢱルࢧト，まとめࢧト，

༏ྡ電子ᥖ示板を༊ู）での，「㑅ᣲᮇ㛫中」の㑅

ᣲに関するሗの㜀ぴ㢖度を㉁ၥしている。それ

ぞれの中で上記の通り༊ูして㉁ၥしているが，

それぞれのカࣜࢦࢸにおいて㸯ᅇでも᥋ゐした場

ྜ，᥋ゐ有として分ᯒを行う。ձࣅࣞࢸは67.3㸣，

ղ᪂⪺は 44.5㸣，ճᨻඪ࣭ ೃ⿵者発ಙのネットは

16.1㸣，մそののネットは37.0㸣であった。ま

た，յネットྜィとしてճもしくはմに᥋ゐした

人のྜは40.2㸣であった。 

 

4 ❶ 分ᯒ 

 

4.1 ᨻඪᨭ持関連ែ度とࡩだんの࣓ࢹィア利用 

まず，ᨻඪᨭ持関連ែ度によって，「ࡩだん」の

のように異なるのか明らかにすィア利用がࢹ࣓

るため，一元㓄置分ᩓ分ᯒを行った。ᨻඪᨭ持関

連ែ度による「ࡩだん」の࣓ࢹィア利用㛫のᖹ

ᆒを示したものが⾲-4である。その⤖果，↓関心

ᒙ，積極的↓ඪὴᒙ，㸯ᨻඪᨭ持ᒙではいずれの

ィア利用㛫にも㸳㸣水‽で有ពな差が見らࢹ࣓

れなかった。㸳㸣水‽で有ព差が見られたのは，

᪂⪺㜀ㄞ㛫で↓関心ᒙと」ᩘᨻඪᨭ持ᒙ，ネッ

ト㛫で積極的↓ඪὴᒙと」ᩘᨻඪᨭ持ᒙで，い

ずれも」ᩘᨻඪᨭ持ᒙが有ពに㛗い。 

 

表-4 政党支持関連態度と 

「ふだん」のメディア利用時間（分） 

 
↓関心 

積極的

↓ඪὴ 

㸯ᨻඪ 

ᨭ持 

」ᩘᨻ

ඪᨭ持 
F  ್ p  ್

㹒 㹔 166.6 a 161.5 a 155.9 a 172.1 a 1.36 0.2524 

ሗ㐨␒⤌ 57.7 a 60.8 a 59.1 a 69.4 a 2.98 0.0301 

᪂ ⪺ 18.4 b 27.4 ab 20.6 ab 30.7 a 4.36 0.0045 

ネ ッ ト 220.4 ab 210.4 b 220.4 ab 254.1 a 3.77 0.0103 

 ͤྛᖹᆒ利用㛫ᶓのアル࣋ࣇットは，ᨻඪᨭ持関連ែ

度に対して，Tukeyのከ重⠊ᅖ᳨ᐃの⤖果，同➢ྕ㛫で

5㸣水‽で有ព差がないことを示す。 

 ͤኴᏐはいずれかのᒙよりも有ពに㛗く，ୗ⥺はいずれか

のᒙよりも有ពに▷いものを示す。 

 

ḟに，ᨻඪᨭ持関連ែ度と「ࡩだん」のࣅࣞࢸ

視⫈㛫との関係を示したものが⾲-5である。㉁7 
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た，ࣕࢪンルูでは，ࣗࢽーࢫ␒⤌㸭ሗ㐨␒⤌で

は「ࡩだん」よりも「㑅ᣲᮇ㛫中」が㛗く，ሗ
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が▷く，民放については有ពな差は見られなかっ

た。 

 

表-3 「ふだん」と「選挙期間中」の 
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㹌=2,571 ࡩだん ᮇ㛫中 㹲  ್ Pr>|t| 
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ሗ㸭࣡ࢻシࣙー 48.9 47.1 3.82 0.0001 

㹌 㹆 㹉 22.3 17.8 14.76 <.0001 

民 放 224.7 222.5 1.76 0.0777 
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ンルูでは，␒⤌編成のためᮇにより放ࣕࢪ
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4 ❶ 分ᯒ 
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連ែ度による「ࡩだん」の࣓ࢹィア利用㛫のᖹ

ᆒを示したものが⾲-4である。その⤖果，↓関心

ᒙ，積極的↓ඪὴᒙ，㸯ᨻඪᨭ持ᒙではいずれの

ィア利用㛫にも㸳㸣水‽で有ពな差が見らࢹ࣓

れなかった。㸳㸣水‽で有ព差が見られたのは，
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表-4 政党支持関連態度と 

「ふだん」のメディア利用時間（分） 

 
↓関心 

積極的

↓ඪὴ 

㸯ᨻඪ 

ᨭ持 

」ᩘᨻ

ඪᨭ持 
F  ್ p  ್

㹒 㹔 166.6 a 161.5 a 155.9 a 172.1 a 1.36 0.2524 

ሗ㐨␒⤌ 57.7 a 60.8 a 59.1 a 69.4 a 2.98 0.0301 

᪂ ⪺ 18.4 b 27.4 ab 20.6 ab 30.7 a 4.36 0.0045 
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度に対して，Tukeyのከ重⠊ᅖ᳨ᐃの⤖果，同➢ྕ㛫で

5㸣水‽で有ព差がないことを示す。 

 ͤኴᏐはいずれかのᒙよりも有ពに㛗く，ୗ⥺はいずれか

のᒙよりも有ពに▷いものを示す。 

 

ḟに，ᨻඪᨭ持関連ែ度と「ࡩだん」のࣅࣞࢸ

視⫈㛫との関係を示したものが⾲-5である。㉁

表���ʮ;ͩΜʯͱʮબؒظڍதʯの
ςϨϏࢹௌؒ࣌（）

表���ౘؔ࣋ࢧ࿈ଶͱ
ʮ;ͩΜʯのϝσΟΞར༻ؒ࣌（）
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次に，政党支持関連態度と「ふだん」のテレビ
視聴時間との関係を示したものが表-5である。質
問紙データの̩̫視聴時間と同様に，テレビ全体
では，政党支持関連態度によって有意な差は見ら
れなかったが，ニュースʗ報道番組の視聴では，
無関心より，積極的無党派，複数政党支持
が有意に長かった。また，̣̝̠視聴時間は，無
関心が，他のと比べて有意に短かった。

4.2　政党支持関連態度と選挙期間中のメディア
利用

次に，政党支持関連態度によって，「選挙期間
中」のメディア利用がどのように異なるのか分析
を行った。政党支持関連態度による「選挙期間中」
のメディア利用時間の平ۉを示したものが表-6であ

る。
その結果，無関心，積極的無党派，１政党

支持ではいずれのメディア利用時間にも５ˋ水
準で有意な差が見られなかった。５ˋ水準で有意
差が見られたのは，報道番組視聴時間で無関心
と複数政党支持，新聞Ӿ読時間で無関心，１
政党支持と複数政党支持，ネット時間で複数
政党支持とそれ以外であり，いずれも複数政党
支持が有意に長い。

一方で，「選挙期間中」のテレビ視聴時間との
関係を示したものが表-7である。テレビ全体，情
報ʗワイドショー番組，民放では，政党支持関連
態度の間で５ˋ水準で有意差が見られなかった。
一方，ニュースʗ報道番組の視聴時間は，無関心
よりも積極的無党派が有意に長く，̣̝̠視
聴時間は，無関心が，積極的無党派，1政党
支持よりも有意に短かった。

さらに，政党支持関連態度と「選挙期間中」の
メディア別選挙情報接৮の関係を示したものが
表-8である。いずれも政党支持関連態度によって，
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１政党支持が中程度，そして複数政党支持が
他に比べて高い向がみられた。

̑　·ͱめ

前章では，政党支持関連態度とメディア利用の
関係について分析を行った。まず，「ふだん」の
メディア利用との関係について見ていく。無関心
は，新聞やニュース報道，̣̝̠はあまり利用
しない。このは，政党に対する支持もなく，政
治的関心もないためଥ当な結果であろう。次に積
極的無党派は，ネット利用時間が短いが，無関
心と比べると̣̝̠やニュースʗ報道番組をと
いったテレビをよく利用している。このは，能
動的に情報を取得するというよりも，比較的受動
的にテレビから情報を接種していると捉えること
ができる。そして，１政党支持と複数政党支持
は，いずれのメディア利用においても差が見ら
れず，いずれも無関心や積極的無党派と同程
度もしくはそれ以上に活発にメディアを利用して
いる。

次に，「選挙期間中」のメディア利用と政党支
持態度の関係を見ていく。無関心は，「ふだん」
と同様にニュースや報道番組，新聞をあまり利用
せず，メディア別選挙情報接৮も他のと比べ
て極端に低い。次に，積極的無関心は，ニュー
スʗ報道番組や̣̝̠の視聴時間では１政党支持
や複数政党支持と同じグループとなるが，新

聞Ӿ読時間で有意差はないが１政党支持よりも
एׯ長い向が見られた。また，メディア別選挙
情報接৮でも，テレビや新聞は１政党支持と
複数政党支持とほ΅同じ比を示し，ネット関
係でも１政党支持とほ΅同じ比を示してい
る。以上のように，積極的無党派の選挙期間中
のメディア利用は１政党支持と類似している。

一方，複数政党支持は，テレビ視聴では積極
的無党派や１政党支持と差異はほとんど見ら
れないが，新聞Ӿ読時間は１政党支持より長く，
ネット利用時間は他のに比べて長い。また，メ
ディア別選挙情報接৮においても，テレビや新
聞では積極的無党派や１政党支持とほ΅同じ
値を示している。しかし，政党候補者ネット発৴
情報やその他のネットでの選挙情報接৮では他
のよりも高い比を示している。

以上のように，他のに比べて積極的無党派
はふだんからテレビのニュースʗ報道番組以外か
ら政治に関する情報をあまり取得しておらず，特
にネットの利用が不活発である。また，他のに
比べて複数政党支持は新聞や特にネットから政
治や選挙に関する情報を得ている可能性が高い。
積極的無党派と複数政党支持では，性や年ྸ
にภりがなく（２つのと，性とのР自乗検
定の結果p=.5313，年ྸとのР自乗検定の結果
p=.6428），それでもなお，利用しているメディ
アが異なるという点は興味深い。

政党支持度を比較した場合，積極的無党派は
平ۉして各政党に൱定的であり，複数政党支持
は各政党にߠ定的であるといえる。この差異の要
因を「ふだん」のメディア利用にあるとすると，
ネット利用によるものである可能性がある。つま
り，複数政党支持は，マスメディアからの情報
だけでなく，ネットからの情報をۛ味し，政党に
対する評価の結果，複数政党への支持的態度を示
したのではないだろうか。

また，複数政党支持の特徴として，選挙期間
中の新聞Ӿ読時間やネット利用時間が他のと比
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⾲-8である。いずれもᨻඪᨭ持関連ែ度によって，

いずれの࣓ࢹィアにおいても有ពな೫りが見られ

た。よりヲしく見て見ると，ࣅࣞࢸや᪂⪺での㑅

ᣲሗ᥋ゐ⋡は，↓関心ᒙのࡳがపく，それ以እ

のᒙに大きな差が見られないが，ネット⣔の㸱㡯

┠については，↓関心ᒙがపく，積極的↓ඪὴᒙ，

㸯ᨻඪᨭ持ᒙが中程度，そして」ᩘᨻඪᨭ持ᒙが

に比て㧗いഴྥがࡳられた。 

 

表-8 政党支持関連態度と 

「選挙期間中」のメディアู選挙ሗ᥋ゐ⋡（㸣） 

  ↓関心 
積極的

↓ඪὴ 

㸯ᨻඪ

ᨭ持 

」ᩘᨻ

ඪᨭ持 

Ȯ 
⮬  ್

p  ್

ࢸ ࣞ  0001.> 94.06 79.1 76.7 77.5 59.5 ࣅ

᪂ ⪺ 36.4 52.5 54.5 57.8 92.17 <.0001 

ᨻඪೃ⿵者ネット 10.0 19.4 21.0 31.9 115.39 <.0001 

そのネット 28.3 45.0 45.2 55.5 118.52 <.0001 

ネットྜィ 30.7 48.1 50.4 59.0 135.57 <.0001 

 ͤኴᏐは，᥋ゐ⋡がのᒙよりも10࣏ント程度㧗いもの。

ୗ⥺はののᒙよりも10࣏ント以上పいもの。 

 

5 ❶ まとめ 

 

前❶では，ᨻඪᨭ持関連ែ度と࣓ࢹィア利用の

関係について分ᯒを行った。まず，「ࡩだん」の࣓

ィア利用との関係について見ていく。↓関心ᒙࢹ

は，᪂⪺やࣗࢽーࢫሗ㐨，㹌㹆㹉はあまり利用し

ない。このᒙは，ᨻඪに対するᨭ持もなく，ᨻ

的関心もないためጇ当な⤖果であろう。ḟに積極

的↓ඪὴᒙは，ネット利用㛫が▷いが，↓関心

ᒙと比ると㹌㹆㹉やࣗࢽーࢫ㸭ሗ㐨␒⤌をとい

ったࣅࣞࢸをよく利用している。このᒙは，⬟ື

的にሗを取得するというよりも，比㍑的ཷື的

にࣅࣞࢸからሗを᥋✀していると捉えることが

できる。そして，㸯ᨻඪᨭ持ᒙと」ᩘᨻඪᨭ持ᒙ

は，いずれの࣓ࢹィア利用においても差が見られ

ず，いずれも↓関心ᒙや積極的↓ඪὴᒙと同程度

もしくはそれ以上に活発に࣓ࢹィアを利用してい

る。 

ḟに，「㑅ᣲᮇ㛫中」の࣓ࢹィア利用とᨻඪᨭ持

ែ度の関係を見ていく。↓関心ᒙは，「ࡩだん」と

同ᵝにࣗࢽーࢫやሗ㐨␒⤌，᪂⪺をあまり利用せ

ず，࣓ࢹィアู㑅ᣲሗ᥋ゐ⋡ものᒙと比て

極➃にపい。ḟに，積極的↓関心ᒙは，ࣗࢽーࢫ

㸭ሗ㐨␒⤌や㹌㹆㹉の視⫈㛫では㸯ᨻඪᨭ持ᒙ

や」ᩘᨻඪᨭ持ᒙと同じグループとなるが，᪂⪺

㜀ㄞ㛫で有ព差はないが㸯ᨻඪᨭ持ᒙよりもⱝ

ᖸ㛗いഴྥが見られた。また，࣓ࢹィアู㑅ᣲ

ሗ᥋ゐ⋡でも，ࣅࣞࢸや᪂⪺は㸯ᨻඪᨭ持ᒙと」

ᩘᨻඪᨭ持ᒙとࡰ同じ比⋡を示し，ネット関係

でも㸯ᨻඪᨭ持ᒙとࡰ同じ比⋡を示している。

以上のように，積極的↓ඪὴᒙの㑅ᣲᮇ㛫中の࣓

 。ィア利用は㸯ᨻඪᨭ持ᒙと㢮ఝしているࢹ

一方，」ᩘᨻඪᨭ持ᒙは，ࣅࣞࢸ視⫈では積極

的↓ඪὴᒙや㸯ᨻඪᨭ持ᒙと差異はとん見ら

れないが，᪂⪺㜀ㄞ㛫は㸯ᨻඪᨭ持ᒙより㛗く，

ネット利用㛫はのᒙに比て㛗い。また，࣓

や᪂ࣅࣞࢸ，ィアู㑅ᣲሗ᥋ゐ⋡においてもࢹ

⪺では積極的↓ඪὴᒙや㸯ᨻඪᨭ持ᒙとࡰ同じ

್を示している。しかし，ᨻඪೃ⿵者ネット発ಙ

ሗやそののネットでの㑅ᣲሗ᥋ゐ⋡では

のᒙよりも㧗い比⋡を示している。 

以上のように，のᒙに比て積極的↓ඪὴᒙ

はࡩだんからࣅࣞࢸのࣗࢽーࢫ㸭ሗ㐨␒⤌以እか

らᨻに関するሗをあまり取得しておらず，≉

にネットの利用が活発である。また，のᒙに

比て」ᩘᨻඪᨭ持ᒙは᪂⪺や≉にネットからᨻ

や㑅ᣲに関するሗを得ているྍ⬟ᛶが㧗い。

積極的↓ඪὴᒙと」ᩘᨻඪᨭ持ᒙでは，ᛶや年㱋

ᒙに೫りがなく（㸰つのᒙと，ᛶとのȮ⮬᳨ᐃ

の⤖果 p=.5313，年㱋ᒙとのȮ⮬᳨ᐃの⤖果

p=.6428），それでもなお，利用している࣓ࢹィア

が異なるという点は興῝い。 

ᨻඪᨭ持度を比㍑した場ྜ，積極的↓ඪὴᒙは

ᖹᆒしてྛᨻඪにྰᐃ的であり，」ᩘᨻඪᨭ持ᒙ

はྛᨻඪに⫯ᐃ的であるといえる。この差異の要

表���ౘؔ࣋ࢧ࿈ଶͱ
ʮબؒظڍதʯのϝσΟΞผબڍใ৮（ˋ）
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べて長いという点から，このは情報取得に対し
て能動的であるといえる。

さらに選挙期間中の政党候補者がネットで発৴
した情報への接৮も，複数政党支持が他の
よりも高い。複数政党支持は投ථに際して，１
つの政党を選択する必要がある。このは政治的
関心も高い。しかし，橋元ら（2014）やՏ野ら

（2014）で示されているような，もともと政治的
関心が高いが結局ネット選挙情報に接৮してい
るというだけでなく，複数の評価に値する政党の
中から１つの政党を選択するに当たり，政党や候
補者がネットで発৴した情報をۛ味しているので
はないだろうか。また，複数政党支持のネット
選挙解禁に対する評価は，他のに比べてߠ定的
で，63.1ˋが情報を得やすくなったと回して
いる。このように，ネット選挙が解禁されたにも
かかわらず活用があまりなされていないという議
論が多い中，複数政党支持はネット選挙解禁に
よる恩恵を受けているのではないだろうか。

また，本研究にはいくつかの問題点がある。ま
ずサンプルにภりがあり，一般化するには不十分
である。サンプルが関東在ॅのネット調査のモニ
ターであり，高ྸが含まれない。さらに，投ථ
が67.6ˋと実態に比べて高い。

また，そもそも2014年の衆議院選挙が，当初
あまり盛り上がらず，それに伴い投ථがそもそ
も低かった。さらに，当初解散総選挙の理由が不
明確である等の問題もあり，政党，特に与党に対
する態度に影響を与えていた可能性は൱定できな
い。今後，他の選挙期間においても検౼が必要で
ある。

また，政党支持態度の定義にも՝題が残る。ඇ
政党支持が62.9ˋとなるのは，「支持政党なし」
の５割程度（例えば，̣̝̠放送文化研究所の政
治意識月例調査の11月では「わからない・無回」
をふくめると47.7ˋ）と比べるとएׯ高い。一
般に自民党の支持と自民党の政党支持度の「支
持する」態度は類似する（松本，1992）といわ

れている。この૬異は，̣̝̠の調査は対象が全
国であるが，本研究で用いたデータはट都ݍのみ
である点によるものであると考えられる。

最後に，テレビや新聞の報道内容がどのような
ものであったのか，その内容についての分析も必
要である。さらにネット利用とひとくくりにして
いるが，ネット利用の中には政治や選挙について
のものだけでなく，多様な情報が含まれる。例え
ば，ニュースサイトの情報はテレビや新聞と同様
のものであるし，ソーシャルメディアでの༑人や
知人から共有された情報に対する態度とも異なる
可能性がある。ैって，今後，このようなメディ
ア上のコンテンπをより詳細に分析した上で議論
を進める必要があるであろう。

注
（１） 調査は，橋元良明，小ּ原盛浩，Տ井大介，

長ᖛ憲によるものである。
（２） 野村総合研究所の「INSIGHT SIGNAL」

サービスのテレビ視聴データは，ຖ日，番
組単位での視聴の有無をモニターに回さ
せているデータである。

（３） テレビ視聴時間について，質問紙デー
タ（「ふだん」：164.4分，「選挙期間中」：
149.3分）とテレビ視聴データ（「ふだん」：
247.0分，「選挙期間中」：240.4分）の長
さの違いについては，テレビ視聴データは
番組単位での記録であるため，番組の్中
で見ることをやめた場合や，番組の్中か
ら見始めた場合，その番組が放送された時
間分だけ加算される。ैって，テレビ視聴
データでは質問紙データに比べて，実際に
テレビを見ている時間よりも長くなる。
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બؒظڍதの֤ౘに͓͚るιʔγϟϧϝσΟΞの利用

―ୈ��ճऺٞӃٞһ૯બڍのTXitter利用Λࡐͱ͠ ―ͯ
6sage Tendencies of 4ocial Media Cy Each Political Party during 

Election $ampaign

― A 4tudy on TXitter 6se in the ��th (eneral Election ―
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　ネット選挙，ソーシャルメディア，Twitter，投稿内容分析，テキストマイニング
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　Online Political Campaigning, Social Media, Twitter, Content Analysis, Text Mining
　

ဠ教大学　　٢ ݟ ݑ ೋ
#ukkyo University　Kenji :OSHIMI

要　約
　日本では長らくインターネットを利用した選挙活動が禁止されていたが，2013年４月の公職選挙法
改正を契機にネット選挙が解禁されることとなった。ネット選挙解禁後の初の国政選挙は第23回参議
院議員選挙であり，2014年12月の第47回から衆議院議員総選挙もネット選挙解禁を迎えている。
　本研究では，先行研究において選挙期間中の候補者のソーシャルメディアにおける投稿内容分析の手
法が確立されていない一方で，新聞社により単純な単語ந出からの分析がなされている現状を問題意識
とし，各政党における利用向の差異について検౼した。分析結果より，別アカウントの利用や代理投
稿，外部サービスの利用を行っている投稿が多数存在し，単純な単語ந出からではこうした特徴的な投
稿の差異が十分に捉えられないことを明らかにした。加えて，こうした特徴的な投稿の利用向は政党
間で異なっており，単純な単語ந出からの分析を政党間の比較に用いることが不適切である可能性が示
された。

Abstract
　Social media use by political parties and candidates during election campaign had long been 
prohibited in Japan. However, the rule changed in 2013 and now they can utilize social media 
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such as twitter or Facebook for their election activities. In addition, the first �General Election� 
introducing new rule were conducted in December 2014.
　On the other hand, since most of all Japanese people had not experienced online political 
campaigning there are not established methods to evaluate effective social media use. Though 
newspaper companies conducted content analysis of twitter use by political candidates, it seems 
that the conclusion is unreliable.
　In this research, we focus on usage tendencies of twitter by each political party and try to clarify 
differences of them. The result indicates that usage tendencies of social media are greatly different 
among political parties. Furthermore, twitter analysis conducted by news paper companies didn�t 
consider the differences at all.

　（受付：2015年９月30日，採択：2016年１月14日）



社会情報学　第４巻３号　2016

17

１　はじめに

　2013年４月に公職選挙法が改正され，日本で
は長らく禁止されてきたインターネットを利用し
た選挙（いわゆるネット選挙）が解禁されること
となった。ネット選挙解禁後の最初の国政選挙は
2013年７月に行われた第23回参議院議員選挙で
あり，2014年12月の第47回からは衆議院議員総
選挙（以下，衆院選）においてもネット選挙が解
禁を迎えることとなった。このように，日本では
衆参で一度ずつしかネット選挙が解禁された選挙
戦を経験しておらず，候補者はその有効活用に試
行ޡࡨしていることが予想される。一方で，選挙
戦を報ずるメディアの側もソーシャルメディアに
代表されるネット選挙手段の評価方法を確立して
いるとは言い難く，候補者と同様に試行ޡࡨしな
がら候補者や政党の意図するところをネット選挙
手段の利用状況を౿まえて୳ろうとしている。
　その証ࠨとして，先の第47回衆院選では朝日
新聞とຖ日新聞の２社が候補者のTwitter投稿分
析に関する記事を掲載している（１）。各記事の内
容はここでは詳細に取り上げないが，両社ともに
候補者の投稿内容から単語をந出し，登場ස度の
高い単語や政策的な重要性が高い（と主観的に判
断した）単語の登場数から政党，及び，候補者の
意図を明らかにすることを試みている。このよう
な取り組み自体は有権者に判断の拠り所となる新
しい情報を提供する点で，ߠ定的に捉えられるも
のである。
　しかしながら，Twitterの利用用్は多様であ
り，候補者の投稿内容の分析をந出単語のみから
一に行うことのଥ当性には疑問が残る。例え
ば，ある候補者はTwitterを通して他のϢーザー

（有権者）と交流するかもしれないし，別の候補
者は主に普段ߋ新しているブログへの誘導として
Twitterを利用するかもしれない。この場合，前
者の利用が積極的で，後者が消極的であるとは単
純に結論付けることはできない。なͥなら，後者

の本来の意図はブログに記載した自身の意見を広
く有権者に見てもらうことであり，そのために
Twitterを利用するのは候補者本人の立場からは
合理的だと判断できるからである。
　ネット選挙推進，あるいは，解禁をߠ定的に捉
えている立場からは，特にソーシャルメディア利
用の評価を方向性の有無で判断することが多い
が，仮にソーシャルメディアが方向のコミュニ
ケーションに༏れたπールであったとしても，候
補者が必ずしも方向のコミュニケーションを行
わなければならないというわけではない。言うま
でもなく選挙時に候補者が最༏先すべきは当選す
ることであり，そのために自身が最適だと考える
選挙運動を合法のൣ囲で展開することは候補者の
当然の権利だからである。言い換えれば，オンラ
インでの方向のコミュニケーションが候補者に
とって༏先度が高くない状況では，一方向のコ
ミュニケーションであったとしても候補者にとっ
ては「効果的な」利用になり得るのである。
　上記のような観点からすると，そもそもの利用
用్の違いがあるならば，ソーシャルメディアの
投稿内容分析の結果の解ऍは大きく変わることと
なる。そこで本研究では，ソーシャルメディアの
投稿内容分析を通じて，候補者の意図ではなく，
その利用向に着目し，政党ごとの利用向の有
無について考察することを目的とする。
　本論文の構成は以下の通りである。第2章では
ネット選挙や政治家のソーシャルメディア利用，
第23回参議院議員選挙をѻった先行研究を֓観
し，政治家のソーシャルメディア利用に関する研
究がどのようなアプローチで行われてきたのかに
ついて検౼する。ซせて，本研究のリサーチ・ク
エスチョンを提示する。第３章では，分析対象と
なる候補者のアカウントの選定方法と本研究で採
用する分析方法について説明する。第4章では，
それぞれの分析結果を示し，その結果を౿まえた
考察を行う。最後に第５章で全体のまとめを与え
る。
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２　先行研究

2.1　ネット選挙に関する先行研究
　日本におけるネット選挙導入の機運が高まった
背景には，2008年の米国大統領選におけるオό
マਞ営のソーシャルメディア戦ུの成功や2002
年の韓国大統領選挙におけるインターネットを通
じた選挙運動の影響力が挙げられることが多い

（Tapscott, 2008，Harfoush, 2009，清原・前ౢ, 
2011，清原・前ౢ, 2013）。特に，オόマਞ営のソー
シャルメディア戦ུの成功をଌる指ඪとして，ݙ
金額や応ԉ動画・応ԉメールの件数，オフライン
イベントの実施数などが用いられており，ネット
選挙のインパクトを数値的に分かりやすく伝える
ことにد与している。
　他方で，日本では長らくネット選挙が公職選挙
法において禁止されており，その解禁までの過程
は清原（2013），西田（2013a）等で詳細に説明
されている。ただし，本研究では実際のネット選
挙手段の「われ方」に焦点を当てているため，
ネット選挙の解禁のੋඇや現状における問題点と
いった論点については深くはѻわない。

2.2　政治家のソーシャルメディア利用に関する
先行研究

　政治家のソーシャルメディア利用については
ネット選挙解禁前からもまったく৮れられなかっ
たわけではない。
　例えば，佐藤（2011）では当時のോ山ट૬が
Twitterを開始するまでの経緯や運用時の実感に
ついて当事者の立場から説明しており，「『他人ご
と』だった問題を身近な『自分ごと』に変え，当
事者意識を持たせる」点でソーシャルメディアが
有用だったと指摘している。西田・小野௩（2012）
は2012年１月14日時点での当時の国会議員のう
ち，Twitterのアカウントを開設している議員が
衆参合わせて214名であったことを明らかにし，
メンションとRTという指ඪを用いてそのタ

イプを４つに分類している（２）。加えて，「方向
性が高く，情報伝性も高い議員」が11.7�に留
まっていることを指摘している。

2.3　ネット選挙解禁後の選挙期間のソーシャル
メディア利用に関する先行研究

　前અで政治家のソーシャルメディア利用につい
て৮れたが，通常時と選挙期間ではその利用向
は異なることが予想される。しかしながら，日本
では第47回衆院選以前に国政レベルでのネット
選挙を経験した機会は第23回参議院議員選挙に
限られる。そこで展開されたソーシャルメディ
ア利用に関する評価については，西田（2013b），
清原・前 ・ౢཥ（2013）等で行われている。また，
ਿ山（2014），橋元ほか（2014），岡本・石橋・
（2015）ࡔでは有権者へのアンケート調査か
ら第23回参議院議員選挙におけるネット選挙の
影響について分析を行い，ネット選挙解禁の影響
がݦ著に見られたわけではないものの，一部領域
でߠ定的な反応が見られたことについて言及して
いる（３）。なお，橋元ほか（2015）では第47回衆
院選に関する有権者へのアンケート調査も実施し
ており，ネット選挙解禁後の衆参の結果を比較し
たو重な研究となっている。
　ただし，これらの先行研究はあくまで有権者を
分析の対象としたものであり，朝日新聞とຖ日新
聞が実施したような候補者の投稿内容の単語ந出
から何らかの意図を୳るというアプローチは採用
されていない。言い換えれば，両社が採用した「候
補者の投稿内容から単語をந出し，登場ස度の高
い単語や政策的な重要性が高い（と主観的に判断
した）単語の登場数から政党，及び，候補者の意
図を明らかにする」という手法は，決して確立し
たものではないということである。この点では，
実際に確立した社会調査の手法を用いている世論
調査とは大きく位置づけが異なる。
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2.4　リサーチ・クエスチョン
　以上のように，実際に新聞社が実施し，記事に
しているソーシャルメディアの分析手法は先行研
究からの裏付けがあるとは言えないものであっ
た。そこで，本研究ではTwitter投稿内容の分析
を行う以前に，そもそもの利用用్が政党，ある
いは，候補者間で異なるのではないかという問題
意識から，以下の２つのリサーチ・クエスチョン
を提起し，テキストマイニングを用いた分析から
検౼を行うこととする。

ʲR21ʳ
候補者の投稿内容には，候補者以外のϢーザーか
らの代理投稿や外部サービスへの連携が多く含ま
れる。

ʲR22ʳ
代理投稿や外部サービスへの連携の程度は政党に
よって大きく異なる。

　̡ R21ʳはそもそもの候補者の投稿内容が多様
なものであり，単純な単語ந出からだけではその
ディテールが読み取れないことを問題意識として
いる。加えて，̡ R22ʳではその程度が政党ごと
に大きく異なると，政党間の比較を単純な単語ந
出から行う際に，ミスリーディングが生じる懸念
を意味している。この２つのリサーチ・クエスチョ
ンがいずれも採択される場合には，各政党におけ
るソーシャルメディアの利用向は一でないと
言え，一であることを仮定した分析手法のଥ当
性が大きく疑問視されることとなる。
　他方で，ソーシャルメディアの利用向が仮に
一でないとしても，あるई度に当てはめて比較
すること自体は൱定されるべきではないという考
えもあるだろう。実際に，ط存の政党間比較でも
必ずしも中立的なई度が用いられているわけでは
なく，メディアのアジΣンダセッティング効果の
ੋඇが議論の俎上に上ることも少なくない。しか

しながら，ै来型の世論調査が有権者を対象とし
たものであるのに対し，ソーシャルメディアの投
稿は候補者自身の意見を表明したものである点に
は留意が必要である。
　仮にメディアが候補者自身の投稿から本来の意
図とは違うメッセージやイメージを有権者に積極
的に伝えてしまうのであれば，それはアジΣンダ
セッティング効果以上にዞ意性が問題視される事
態と言えるのではないだろうか。本研究では，そ
うした問題意識からリサーチ・クエスチョンにつ
いて検౼していく。

３　ੳखॱ

3.1　分析対象
　本研究では，ソーシャルメディアの中でも多く
の候補者に利用され，朝日新聞とຖ日新聞の記事
の対象にもなったTwitterの投稿内容を分析対象
とする。第47回衆院選における候補者のTwitter
アカウントの保持者数，保持割合，アクティブア
カウント（利用者）数，アクティブアカウント

（利用）割合は表１の通りである（４）。なお，上記

表１　ީิऀ5XJUUFSΞΧϯτの֓ཁ

1 
 

⾲1 ೃ⿵者Twitterアカウントのᴫ要 

ᨻඪྡ

ಖ持

者ᩘ

（A）

ೃ⿵

者ᩘ

（B）

ಖ持

ྜ

（A/B）

利用

者ᩘ

（C）

利用

ྜ

（C/A）
共産 1 6 4 3 1 5 5 2 . 1 %  1 4 3  8 7 . 2 %  
⮬民 1 7 3 3 5 2  4 9 . 1 %  1 2 7  7 3 . 4 %  
民主 1 0 2 1 9 8 5 1 . 5 %  8 6  8 4 . 3 %  
⥔᪂ 6 3  8 4  7 5 . 0 %  5 0 7 9 . 4 %  
ḟୡ代 3 5  4 8  7 2 . 9 %  3 0  8 5 . 7 %  
公明 2 1 5 1 4 1 . 2 % 1 9 9 0 . 5 %
⏕活 1 6  2 0 8 0 . 0 %  1 6  1 0 0 . 0 %
社民 1 2  2 5  4 8 . 0 %  9  7 5 . 0 %  
ᨵ㠉 3  4  7 5 . 0 %  3  1 0 0 . 0 %
その 4 9  9 4 5 2 . 1 %  4 1  8 3 . 7 %  

（出所）ⴭ者調 
 

⾲2 ྛᨻඪのRTᩘとࢼࢪࣜ࢜ルࢶート  ᩘ
ᨻඪ

ྡ

総ᢞ✏

ᩘ

RT OT ᢞ✏

/ᩘ人
RT/
人

RT比

⋡

共産 1 2 9 6 2 5 3 9 2 7 5 7 0 9 0 . 6 3 7 . 7 4 1 . 6 %
⮬民 5 9 7 7 6 8 5  5 2 9 2  4 7 . 1  5 . 4  1 1 . 5 %  
民主 7 6 5 6 1 0 0 7 6 6 4 9 8 9 . 0  1 1 . 7  1 3 . 2 %
⥔᪂ 2 0 1 8 3 6 0 1 6 5 8 4 0 . 4 7 . 2 1 7 . 8 %
ḟୡ

代

2 3 2 8 4 2 7 1 9 0 1 7 7 . 6 1 4 . 2 1 8 . 3 %

 
 
 

⾲3 共産ඪの㢖出上༢語 
共産ඪ 

RT ࢼࢪࣜ࢜ル 
URL 2683 49.8% URL 4067 53.7% 
共産ඪ 1486 27.6% ₇ㄝ 1381 18.2% 
日本共

産ඪ 
1212 22.5% 日本共

産ඪ 
1287 17.0% 

ೃ⿵ 1202 22.3% 㑅ᣲ 1272 16.8% 
比例 1156 21.4% ೃ⿵ 1087 14.4% 
㑅ᣲ 1034 19.2% 共産ඪ 1049 13.9% 
₇ㄝ 818 15.2% 比例 932 12.3% 
ᢞ⚊ 550 10.2% ッえる 921 12.2% 
ᨻ 487 9.0% 日 835 11.0% 
東京 486 9.0% 前 794 10.5% 
安ಸ 481 8.9% ࢱࢫッ

 ࣇ
717 9.5% 

⾗㝔 403 7.5% ⾤㢌 670 8.9% 
前 390 7.2% 㡹張る 654 8.6% 
ッえる 378 7.0% ッえ 639 8.4% 
応 374 6.9% ᐉఏ 609 8.0% 
人 354 6.6% 応 543 7.2% 
⮬民ඪ 351 6.5% ᨻ 515 6.8% 
議員 351 6.5% 安ಸ 442 5.8% 
ッえ 343 6.4% ኌ 432 5.7% 
日 336 6.2% 東京 409 5.4% 
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の指ඪのカウントにあたっては，各候補者の名前
での検索等を通じて漏れがないようにチΣックを
行っている（５）。政党名やݞ書きについてはすべ
て当時のものを用している。
　アカウントの保持者数については自民党と共産
党がಥ出して高く，単純な保持者数に限れば自民
党が第一位であった。しかし，アクティブアカウ
ント数に目を向けると共産党が自民党を抜いて第
一位となっている。また，保持割合では，維新の
党と次世代の党が７割と他党に比べて高い数値
を示していた。アクティブアカウントの割合では
ほとんどの政党が８割前後となっていたが，自民
党のみ75�以下と他党に比べて低い値となってい
る。以下では，アクティブ数上位の5政党（共産党・
自民党・民主党・維新の党・次世代の党）を対象
に分析を行う。

3.2　分析方法
　本研究では，前述の通り政党間の利用向の違
いに着目している。そのため，主な分析方法とし
てテキストマイニングを採用した。テキストマイ
ニングは「積された大なテキストデータを
何らかの単位（文ࣈ，単語，フレーズ）に分解
し，これらの関係を定ྔ的に分析すること（金, 
2009）」であり，本研究では候補者のソーシャル
メディアの投稿内容の分析から，その利用向を
捉えることを試みる。具体的な分析の手順は以下
の通りである。
　まず，RTとオリジナルπイートを分けて考え
るために，各政党における両者の投稿数，及び，
RT比について明らかにする（６）。RT比が高
いほどに，候補者にとっては省力化が可能になる
と推察できる。次に，政党ごとのස出上位20語
をRTとオリジナルπイートに分けてந出し，そ
れぞれの特徴的な語句や向について考察する。
ซせて，各政党のRT元となるස度が高いϢーザー
アカウントについて特定する。特定のアカウント
からのRTが多い場合には，当֘アカウントが代

理投稿の意図で用いられている可能性が疑われ
る。続いて，オリジナルπイートを対象に，外部
サイトの利用やスタッフ・ൿ書等の代理投稿を示
唆している投稿数についてカウントする。外部サ
イトの利用状況や代理投稿数は利用向の違いの
一環として捉えることができる。
　なお，分析に当たってはフリーのテキストマ
イニングソフトウΣアであるKH Coder，並び
に，付ଐのࣙ書（形態素解析ソフト）である茶

（ChaSen）を用している（７）。

４　ੳ݁Ռ

4.1　投稿数とRT比
　総投稿数とRT数，オリジナルπイート数，及び，
RT比はそれぞれ表２に示している。総投稿数
は共産党がもっとも多く，次いで民主党であった。
１人当たりの投稿数では，共産党，民主党に続い
て，次世代の党となっており，自民党と維新の党
は૬対的に少なかった。RT比は，共産党が飛
び抜けて高く，他の政党のഒ以上となっていた。
自民党はこちらも低く，11.5�と分析対象の中で
は最下位であった。
　この結果より，共産党は「RT比が極端に高
くオリジナルπイート数も多い」，自民党は「RT
比もオリジナルπイート数も૬対的に低い」と
特徴づけることができる。こうした政党ごとの特
徴はRTの利用向によって単語ந出の結果が影
響を受ける可能性があることを意味している。そ
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⾗㝔 403 7.5% ⾤㢌 670 8.9% 
前 390 7.2% 㡹張る 654 8.6% 
ッえる 378 7.0% ッえ 639 8.4% 
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こで次અでは，RTとオリジナルπイートの差異
をස出上位単語の比較から明らかにする。

4.2　ස出上位単語の比較
　各党のස出上位20語は表３から表７に示して
いる。ただし，この結果は単純な登場数ではなく，
１投稿中に複数回登場しても１回とカウントして
いる。言い換えれば，各投稿に当֘の単語が含ま
れているか൱かで判断しており，投稿数のӈ側に
あるパーセンテージは当֘単語を含む投稿が全体
に占める割合を示している。また，URL付きの投
稿については，URLとして一括してந出してい
る。
　以下では，各政党の特徴について֓観する。な

お，RTとオリジナルでස出上位が異なる単語に
ついては，太ࣈで示している。

4.2.1　共産党
　URLと演説に関する内容が上位に登場してい
たが，「共産党」や「日本共産党」という単語以
外に「自民党」や「安ഒ」といった単語も上位に
見られることが特徴的であった。また，オリジナ
ルπイートにおいて「スタッフ」という単語が上
位に登場しており，代理投稿も一定数存在するこ
とが示唆されている。

4.2.2　自民党
　共産党と同様に，URLと演説に関する内容が上
位に登場していた。また，RTにおいて「さかい学」

表̏　࢈ڞౘのසग़্Ґ୯ޠ
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候補の名前がස出しており，RT全体の8.3�の投
稿に登場している。「神ಸ川」も同候補の地盤で
ある。RTには登場していた「安ഒ」ट૬の名前
がオリジナルπイートには出て来ない点は意外な
結果であった。

4.2.3　民主党
　共産党，自民党と同様に，URLと演説に関する
内容が上位に登場していた。加えて，RTにおい
て「中谷一馬」候補と「円より子」候補の名前が
ස出上位に登場していた。「東京」は「円より子」
候補の，「神ಸ川」は「中谷一馬」候補の地盤で
ある。ただし，「円より子」候補の名前はオリジ

ナルπイートの方でもස出上位に登場している。

4.2.4　維新の党
　他の政党と同様に，URLと演説に関する内容が
上位に登場していた。一方で，「東京」都「江東」
区を地盤とする「֟沢ະ్」候補の名前がRTの
ස出上位に登場しており，その比は２割近くに
達していた。RTでは登場しなかった「江田」代
表の名前はオリジナルのみに登場しているが，そ
の比は6.8�に留まっている。

4.2.5　次世代の党
　他の政党と同様に，URLと演説に関する内容が

表̑　ຽओౘのසग़্Ґ୯ޠ 表̒　ҡ৽のౘのසग़্Ґ୯ޠ
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上位に登場しているが，RTにおいて「次世代の
党」が「URL」付きの投稿よりも上位に登場して
いる点が特徴的であった。加えて，「吉田康一郎」
候補と「中丸啓」候補の名前がස出上位に登場し
ていた。また，他の政党との違いとして，「タブー
ブタ」，「タブー」，「る」といった単語がස出上
位に見られた。「中丸啓」候補の名前はオリジナ
ルでもස出上位に見られている。

4.2.6　政党間の比較
　上記の通り，URL付きの投稿が高い割合を示し

ていること，演説に関する内容がස出上位に登場
することについては多くの政党で共通していた。
一方で，URL付きの投稿と演説に関する内容を
আけば，RTとオリジナルπイートではස出上位
単語の登場向がやや異なることも政党間に共通
する結果であった。このことは，RTとオリジナ
ルπイートでは同じアカウントからでも投稿内容
に差異があることを示している。単純な単語ந出
の結果からはこうした差異をټみ取ることはでき
ず，RTとオリジナルπイートを判別しない結果
のଥ当性に大いなる疑念を抱かせるものである。
　加えて，共産党をআく政党ではRTのස出上位
語に個人の候補者名が登場しており，特定候補の
ਞ営が別アカウントを運用し，候補者がそれを積
極的にRTするといった用్が一般化していたこ
とが推察される。このことは，政党ごとの結果を
見ていたとしても，ある特定の候補者の意向がよ
り強く反映されやすいことを意味している。特に，
別アカウントのRTを多用する場合には，候補者
の時間的制約が解消されやすい一方で，方向の
コミュニケーションとはなりにくい。

4.3　RT元となるアカウント
　続いて，RT元となっているアカウントについ
て着目する。表８は各政党のRT元となっている
上位３アカウントを示したものである。共産党は
いずれも党に関係したアカウントであり，全RT
に占める比は３�以下と高くはなかった。一方
で，自民党では上位３アカウントにさかい学候補
に関連したアカウントが２つも登場しており，両
者をした全RTに占める比は20�に達してい
る。党टでもある安ഒ৾三候補の全RTに占める
比が8.5�となっていることからも，その占有
の高さが分かるだろう。民主党，維新の党，次
世代の党でも，いずれも特定候補に関連したアカ
ウントが上位に登場しており，特に維新の党の֟
沢ະ్候補のスタッフのアカウントは全RTに占
める比が21.1�とಥ出して高くなっていた。２
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番手の伊藤しΎんすけ候補のスタッフのものも含
めれば，維新の党における全体の約４割のRTが
この２つのアカウントからのものとなる。
　表８の全投稿に占める比に示しているよう
に，これら一部アカウントからのRTは，全投稿
から見ればまだ大きなインパクトとはなっていな
い。しかし，こうした別アカウントのRTの多用
を多くの候補が行っていれば，その分方向の政
策的な対話よりも一方向の演説の告知等に関する
内容が増えてしまうことは想像に難くない。なͥ
なら，事務所やスタッフが別アカウントの運用を
行うのは候補者本人が演説やオフラインでの有権
者との対話等に殺され，ソーシャルメディアの
対応まで手が回らない現状があると考えられるか
らである。ただし，一方向の告知が多くなるのは
あくまでソーシャルメディア上の話だけであり，
その分オフラインでの活動に努力している可能性
があることには留意が必要である。
　なお，RT比が高い割に特定のアカウントか
らのRTが少なかった共産党であるが，֓観した
限りでは，ソーシャルメディア上の安ഒट૬や与
党自民党に批判的なπイートについて幅広くRT
を行っている様子が見られた。このこと自体は
選挙戦ུ上効果的なアプローチと評価できるが，
Twitter投稿分析の際に共産党自体の政策への言
及の積極性と見ることができるかについては大い
に疑問が残ることも付言しておきたい。

4.4　オリジナルπイートにおける特徴的な投稿
　各党のස出上位単語の比較ではURL付きの投
稿が各党において高い比を示していたことが明
らかとなったが，URL付きというだけでは写真
なのか外部のサービスを利用しているのかの判別
ができない。そこで，いくつかのサービス名を挙
げて各党の候補者のオリジナルπイートの中にど
の程度当֘の用語が含まれているかのカウントを
行った。加えて，候補者名義のアカウントであっ
ても，明示的にスタッフやൿ書がߋ新している

ケースが見られたため，代理投稿を示唆するキー
ワードについても同時にカウントを行った（８）（９）。
表記ゆれ等もצ案し，実際のカウントに当たって
は表９の単語について対象としている（10）。
　特徴的な投稿のカウント結果は表10の通りで
ある。外部のサービスではブログの利用がもっと
も高く，維新の党の候補者は:ouTube・ニコ生・
πイキャスといった動画系のサービスを他党に比
べて積極的に利用していた。一方で，次世代の党
はニコ生にのみ高い反応を示していた。こうした
外部サービスの利用向は政党間での有意差が見
られている。
　代理投稿を示唆するキーワード（スタッフ，ൿ
書，事務局）については，次世代の党が16�近く
を示し，共産党と自民党も10�ऑと高い値を示し
ていた。これらのキーワードがすべて代理投稿を
意味しているわけではないが，候補者アカウント
での代理投稿を行う際には明示的に利用されてい
る単語でもあり，少なくない投稿がスタッフやൿ
書によって行われていたものと推察される。別ア
カウントの運用と同様に，代理投稿もTwitter上
の方向性をଛなう行為ではあるが，一方でオフ
ラインでの選挙活動を重視している可能性もあ
り，有権者との方向性をଛなっているかまでは
断言できない。

4.5　考察
　これまでの分析で見てきたように，Twitterの
利用向については別アカウントの利用や代理投
稿が一定数存在しており，政党全体としての向
というよりも，特定候補者の利用向が出やすい
側面があったことが示唆されている。特に維新
の党では２候補のਞ営が全RTの４割近くを占め
ており，全投稿比でも７�近くに達していた。こ
れとは対照的に，共産党のRT元をみると上位３
アカウントの比が約７�（全投稿比では2.9�）
と著しく低く，代わりに共産党を応ԉする旨のπ
イートや政府与党を批判するπイートを広くRT
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していた。こうしたRTの方針の違いが，単語ந
出の結果に影響を与える可能性は高い。
　加えて，ブログ・Facebook・:ouTube・ニコ
生といった外部サービスへの言及は各政党のオ
リジナルπイートの５〜 10ˋ程度を占めており，
もっとも比の高い維新の党では15�近くに達し
ていた。加えて，代理投稿を示唆するスタッフ・
ൿ書・事務局といった単語への言及も６� 〜
10�を占めており，もっともස度が高かった次世
代の党に至っては16�近くに達している。これら
の投稿は૬ޓに排他的ではないため一部重複して
いる可能性はあるが，それでも全投稿における多
くの投稿が代理投稿や外部サービスへの誘導であ
ることは一連の分析結果から示唆されている。ٯ
に言えば，こうした利用向の差を౿まえずに単
純な単語ந出のみから政党や候補者の意図につい
て୳ろうとした場合，大きくόイアスがかかって
しまう懸念がある。
　上記のように本研究の2つのリサーチ・クエス
チョン（̡ R21ʳ候補者の投稿内容には，候補者
以外のϢーザーからの代理投稿や外部サービスへ
の連携が多く含まれる。̡ R22ʳ代理投稿や外部
サービスへの連携の程度は政党によって大きく異
なる。）はいずれも採択され，各政党におけるソー
シャルメディアの利用向を一であると仮定し
た新聞社の分析手法には問題がある可能性が高い
と結論付けることができる。こうしたόイアスに
無自覚なままに，もしくは，意図的にόイアスを
悪用した上で選挙期間中の報道がなされるとした
ら，候補者・有権者方にとって由々しき事態で
ある。現在はまだネット選挙自体の影響が大きい
とは言えない状況であるが，今後よりネット選挙
の手法が一般化していく中で，新たなメディアの
問題としてソーシャルメディアの分析に拠る報道
は考えられるべきではないだろうか。
　なお，前ౢ（2011）は米韓インターネット選
挙の事例から「選挙のアメリカ化」という現象を
以下の５つの特徴で説明している。

①メディア中心選挙
②候補者選定における政党のऑ体化
③選挙の個人化
④選挙の科学化・専門化
ᶇ傍観者としての有権者，アトム化する有権者
　これらはネット選挙解禁後の日本の状況にも合
致するものであり，特に「政党のऑ体化」「選挙
の個人化」といった観点は本研究における一連の
結果とも整合的である。このようにソーシャルメ
ディアに代表されるインターネット選挙手段の発
展が選挙活動の変化をもたらしている中で，政党
間比較に߆టすることのੋඇは改めて論じられる
べきであろう。

̑　·ͱめ

　本研究では，先行研究において選挙期間中の候
補者によるソーシャルメディアの投稿内容分析の
手法が確立されていない一方で，新聞社により単
純な単語ந出からの分析がなされている現状を問
題意識とし，各政党における利用向の差異につ
いて検౼した。分析結果より，別アカウントの利
用や代理投稿，外部サービスの利用を行っている
投稿が多数存在し，単純な単語ந出からではこう
した特徴的な投稿の差異が十分に捉えられないこ
とを明らかにした。加えて，こうした特徴的な投
稿の利用向は政党間で異なっており，単純な単
語ந出からの分析を政党間の比較に用いることが
不適切である可能性が示された。
　ただし，本研究の՝題として，新聞社と同様に
テキストマイニングを分析手法として採用してい
ることから，本来の投稿意図まではݫ密には捉え
られていないことが挙げられる。例えば，代理投
稿については，「スタッフ・ൿ書・事務局」といっ
た単語をカウントの対象としたものの，代理投稿
を意図していない投稿が少なからず含まれている
懸念や，ٯに，代理投稿を意図した投稿が分析対
象から漏れている懸念がある。しかしながら，そ
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れでも単純な単語ந出よりは多֯的に候補者の利
用向を捉えることができ，同様の手法を用いた
場合でも政党間の差異がݦ著に表れた点は本研究
における成果と言える。
　ネット選挙に関する研究は，ネット選挙解禁後

の選挙の事例が少ないためにまだまだ్上であ
る。本研究がネット選挙に関する研究に新たな論
点を提示し，今後の研究の発展の一助となれば幸
いである。

表̔　R5ݩͱͳ͍ͬͯΔΞΧϯτ（ౘ͝ͱʹ্Ґ̏ΞΧϯτ）

表̕　�ΩʔϫʔυͱΧϯτର
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@shiikazuo ᚿኵඪ㤳 164 3.0㸣 1.3% 
@akahataseiji 「しんࡪん㉥」記者 108 2.0㸣 0.8% 
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⮬民ඪ 
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注
 （１） 以下の記事が本文での言及内容に֘当す

る。
 「候補者πイート，77ˋが活動報告・告知

　そのワケは」（朝日新聞デジタル）
 h t t p : / /www. a s ah i . c om/a r t i c l e s /

A S G D D 7 H D 1 G D D P T I L 0 4 6 . h t m l
（2015/9/30アクセス確認）

 「「アベノミクス」ආける　πイッターで自
民候補」（ຖ日新聞）

 http: / /senkyo.mainichi . jp/47shu/
analyze/03.html（2015/9/30アクセス確
認）

 「ネット上，熱気なく　公示日のπイー
ト，わずか　「アベノミクス」も１．２ˋ」

（ ຖ 日 新 聞 ）http://senkyo.mainichi.
jp/47shu/analyze/02.html（2015/9/30ア
クセス確認）

 （２） メンションは「!�特定のϢーザー名」を
含む投稿のことであり，RTは投稿の原文
をそのまま転送する「リπイート」を意味

する。西田・小野௩（2012）ではメンショ
ンを方向性の指ඪとして，RTを情
報伝性の指ඪとしてそれぞれ用いてい
る。

 （３） 例えば，岡本・石橋・（2015）ࡔでは
候補者サイトとの接৮によって当֘候補へ
投ථする確が有意に高くなることを指摘
している。

 （４） 本研究では，選挙期間中に最低1回は投稿
が行われたアカウントをアクティブアカウ
ントとして定義している。

 （５） 各新聞社のウΣブサイト等でも候補者の
ソーシャルメディアアカウントの一ཡが公
開されているが，漏れが多かったため独自
の集計を行っている。この点の問題意識に
ついては，別稿にまとめる予定である。な
お，各新聞社の分析対象には候補者の広報
を意図した事務所・スタッフ・ൿ書等のア
カウントが含まれていたため，必ずしも候
補者本人の名義ではないアカウントも本研
究の分析対象には含まれている。

表10　ಛతͳߘ（֎෦αʔϏεɾ代ཧߘ）のΧϯτ結果
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⮬民 

 
167    104    74    9    17    10    512    

(3.16%) (1.97%) (1.40%) (0.17%) (0.32%) (0.19%) (9.67%) 
民主 

 
199    97    82    3    326    17    432    

(2.99%) (1.46%) (1.23%) (0.05%) (4.90%) (0.26%) (6.50%) 
⥔᪂ 

 
72    33    42    54    44    3    109    

(4.34%) (1.99%) (2.53%) (3.26%) (2.65%) (0.18%) (6.57%) 
ḟୡ代 

 
66    23    14    44    16    0    304  

(3.47%) (1.21%) (0.74%) (2.31%) (0.84%) (0.00%) (15.99%) 
ྜィ 

 
804    305    291    126    417    37    2099    

(3.48%) (1.32%) (1.26%) (0.55%) (1.81%) (0.16%) (9.10%) 
カ  ್ 15.271** 51.057** 29.462** 393.900** 553.702** 9.317* 183.097** 

** p<0.05, * P<0.1 
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 （６） RTは冒頭が「RT !アカウント名」からは
じまるπイートと定義し，それ以外の投稿
についてはオリジナルπイートであると判
断している。なお，本研究では，メンショ
ンは考慮していない。

 （７） KH Coder公 式 サ イ ト　http://khc.
sourceforge.net（2015/9/30ア ク セ ス 確
認）。KH Coderを用いた具体的な研究事
例については，「KH Coderを用いた研究
事 例 」（http://khc.sourceforge.net/bib.
html）を参照のこと。

 （８） これらのキーワードについては，代理投稿
を意図する投稿にස繁にわれていること
をKH CoderのK8ICコンコーダンス機能
を用いて確認している。

 （９） 本分析ではあくまで代理投稿を示唆する
キーワードを対象としているため，候補者
の広報を意図した事務所・スタッフ・ൿ書
等のアカウントであっても投稿にキーワー
ドが含まれない場合には，代理投稿とは認
識されていない。これはアカウントの名義
が候補者本人となっていない場合でも候補
者本人が投稿している例が存在するためで
あり，候補者と候補者以外の投稿をݫ密に
区別することが難しいことを示している。

 （10） 表９に掲載されているカウント対象はすべ
て強制ந出の対象とし，カウント漏れがな
いようにした。一方で，強制ந出となって
いるため，単語の一部だけがந出されるな
ど意図しない単語が含まれている可能性も
ある。
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�01� Midterm Election
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　政党，政治コンサルタント，Super PAC，ソーシャルメディア，2014年中間選挙
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　Political Parties, Political Consultants, Super PAC, Social Media, 2014 Midterm Election
　

明治大学情報コミュニケーション学部　　ਗ਼ ݪ  子
School of Information and Communication, Meiji University　Shoko KI:OHARA

要　約
　本稿は，2014年中間選挙を事例として，スマートフΥンやソーシャルメディアの急速な普及といっ
たメディア環境の変化によってアメリカの選挙キャンペーンの特徴にどのような変化がみられるのか，
政党，政治コンサルタント，政党や候補者ਞ営とは独立した外部団体の3つのアクターに焦点を当てて
検౼した。その結果，政党はソーシャルメディアを活用して有権者へのリーチ方法を増やしていること，
有権者からの資金調達にはソーシャルメディアよりも電子メールが有効であると考えられていること，
メディア環境の変化に伴いメディアコンサルタントにɺよりクリエイティブ性が求められ，さらにキャ
ンペーンのデジタル化が進むことで多くの政治コンサルタントが必要とされていること，Super PACは
消戦となる予備選挙を戦う上で重要な資金供څ源としての役割を果たしていることがわかった。最後
に，本研究において明らかになった点から，政党には候補者ਞ営に対して強みとなる電子メールリスト
や有権者情報のデータベースがあるため，デジタル・メディアをさらに活用することで，今後アメリカ
の選挙キャンペーンにおける政党のプレθンスが高まることも考えられる。



ソーシャルメディアの普及に伴うアメリカ選挙キャンペーンにおける変化―2014年中間選挙を事例に―
清原聖子

32

Abstract
　#y observing the 2014 U.S. midterm election campaigns, this paper will consider the impact of 
social media on political parties, the new professionalization of campaigns, and campaign finance 
reform. It will first address political parties’ use of social media in the election campaign. Second, 
it will discuss which new trends in the professionalization of campaigns have been instigated by 
new media. Third, it will examine the role of super PACs and 501 （c）（4） organizations in the 
current campaign finance regulatory regime. These Ruestions will be tackled in this paper based 
on interviews with those who played a firsthand role in the campaigns, newspapers, professional 
journals, and o⒏cial documents, including political parties’ websites. In conclusion, it will reveal 
three significant contextual factors to consider in the polarized social media environment of 
American election campaigns.  One is that political parties use social media to advertise their 
campaigns to voters, while they still prefer to use e-mails as a fundraising source. Another is how 
the changing media environments affect media consultants and other types of political consultants. 
The more digital technology advances, the more the circumstance of political consultants changes. 
The other factor is that super PACs play an important role in providing plentiful campaign finance 
for candidates, although there are regulations banning coordination with individual candidates’ 
campaigns under the current regulatory system. Thus, in the American election system and 
fundraising mechanism, will American political parties really have more presence in the election 
campaigns by using digital media?  To further research on this topic, this Ruestion needs to be 
considered in depth.

　（受付：2015年10月３日，採択：2016年１月20日）
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１　はじめに

アメリカの選挙キャンペーンにおける特徴を日
本と比較すると，候補者中心の選挙であり，メ
ディアや政治コンサルタントの果たす役割が大き
い点，政党以外の団体の活躍などが挙げられる。
本稿の目的は，メディア環境に大きな変化が見ら
れる今日のアメリカにおいて，選挙キャンペーン
の特徴にどのような変化がみられるのか，2014
年中間選挙を事例に，政党，政治コンサルタント，
アウトサイダー団体の３つのアクターに焦点を当
てて検౼することにある。

連  通 ৴ 委 員 会（Federal Communications 
Commission : FCC）の第16次ビデオ市場ڝ争
状況報告書（2015, 4-5）によると，これまでア
メリカの番組配৴サービスとして支配的な位置
を占めてきたケーブルテレビの加入が下がり，
Netqixなどのオンラインビデオ番組配৴（O7D）
による番組視聴が普及している。有権者の番組視
聴形態がこれまでのケーブルテレビからオンライ
ンへと大きくシフトする向がݦ著に表れてい
ることは，選挙広告市場にも影響を及΅してい
る。筆者が参加した2015年４月21，22日にワシ
ントンで行われた「CampaignTech Conference 
East」に集った政治コンサルタントらは，2012
年選挙サイクルの頃からNetqixの普及でテレビ
のフラグメンテーション化が一進み，選挙広告
市場にも変化が起きていることを指摘した。また
ピューリサーチセンターの調査（2014a, 3）で
は，有権者の選挙情報源としてソーシャルメディ
アの役割が2010年から2014年の間に増大したと
示された。さらに，現代アメリカ政治の特徴とし
て指摘されることの多い政治的分極化がソーシャ
ルメディアۭ間へもਁಁしていることがわかって
きた。こうした昨今のメディア環境の変化は，ア
メリカの選挙キャンペーンにどのような影響を与
えているのか。本稿の問題関心はそこにある。

そもそもアメリカの選挙キャンペーンにおいて

インターネットはいつ頃からわれるようになっ
たのか。その起源は1992年の大統領選において
民主党の#ill Clintonਞ営が作ったサイトに遡る
と言われている（清原, 2011, 2）。また2000年の
大統領選挙戦では，ニューϋンプシャーभの共和
党の予備選挙において，John McCain候補ਞ営
がオンラインݙ金戦術により短期間に多くの資金
を獲得した事例がある（#imber � Davis, 2003, 
39）。2004年の大統領選挙戦を振り返ると，民主
党の予備選挙では，όーモントभ前知事であっ
たHoward Dean候補が知名度の低さを補うため，
ブログなどを活用してインターネット上でϘラン
ティアの支持を募るなど新なキャンペーンを展
開したことが知られている（Cornfield, 2004, xi-
xv, 五十ཛྷ, 2009, 8）。

そして，ブロードόンドや携ଳ電話の急速な普
及を社会的背景として，2008年をൽ切りに選挙
キャンペーンへのインターネットの利用は次の
段階に入った。2008年の大統領選では，民主党
の#arack Obama候補がϢーチューブやフΣイス
ブックなどのソーシャルメディアや携ଳ電話に
よるテキスト・メッセージを活用した画期的な
選挙キャンペーンスタイルを打ち出した（清原, 
2011, 20）。さらに，2008年大統領選について，
前ౢ（2011, 31）はソーシャルメディアが候補
者と有権者を有機的に結ぶ接点として大々的に活
用されるようになったことから，「アメリカだけ
でなく，世界の選挙の歴史でも画期的なものであ
ると考えられる」と評価している。

ソーシャルメディアの選挙キャンペーンへの利
用に関しては大統領選を事例にした候補者ਞ営の
戦ུについて分析されることが多かった。その理
由は，冒頭で述べた通り，アメリカの選挙キャン
ペーンが候補者中心選挙であることが大きい。一
方，政党がいかにインターネットやソーシャルメ
ディアを選挙戦に利用してきたのか，という点
についてはこれまであまり論じられてこなかっ
た。政党のソーシャルメディアの利用については，
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2012年の大統領選挙戦で，大きく戦ུが改ળさ
れ，民主党や共和党はこれまで以上にデジタル
キャンペーンにおいてɺより中心的な役割を果た
したと指摘される（Owen, 2013, 260, 247）。さ
らには，アメリカの政党はデジタル・メディアを
うことで，Ϥーロッパの政党と同じように選挙
キャンペーンにおけるプレθンスを強めようとし
ていると考えられる（Owen, 2013, 247）。

そこで，本稿は第一に，ピューリサーチセンター
の調査に基づいて政治的情報源としてのソーシャ
ルメディアの現状を֓観する。その上で，政党が
どのようにソーシャルメディアをった選挙戦ུ
を展開し，有権者との関係を構ஙしているのか，
という点を問う。

第二に，メディア環境の変化がアメリカの選挙
キャンペーンに与える影響として，政治コンサル
タントの活動に焦点を当てる。アメリカの選挙
キャンペーンにおいては政治コンサルタントの役
割が極めて大きい。政治コンサルタントの発展
がアメリカの選挙キャンペーンを政党中心なも
のから候補者中心選挙へと変えることに役立っ
たと考えられる（Herrnson, 2013, 136）。また，
選挙キャンペーンはメディアチームや世論調査
といった様々な政治コンサルタントに大いにґ
存しているという指摘もある（Johnson, 2016, 
234-235）。とりわけ1990年代に入ってから政治
コンサルタントの役割は連レベルだけでなく，
भレベルでの選挙においても重要になっている

（Johnson, 2016, 15）。さらにモόイルやイン
ターネット技術によって，政治コンサルタントの
世界は新たな転換点を迎えている，と考えられて
いる（Johnson, 2016, 15）。そこで，本稿は第
二の論点として，メディア環境の変化が政治コン
サルタントの世界にどのような影響を及΅してい
るのか，という点を問う。

第三に，アメリカの選挙キャンペーンにおいて
注視すべき点は，アウトサイダーグループと呼ば
れる政党以外の団体の存在及びその活動である。

こうした団体がどのような役割を今日の選挙キャ
ンペーンにおいて果たしているのか，検౼する。
ここでこの点をѻうべき理由は，2010年の連
最高ࡋ判決「Citizens United v Federal Election 
Commission」以降ɺ連選挙資金規正法による
規制フレームワークが変わったと言われているた
めである（Corrado, 2014, 46-47）。同判決によっ
てSuper PACと呼ばれる団体が選挙キャンペーン
において特定の候補者を支ԉするために，候補者
と連携しないことという条件が՝されるものの，
無制限にݙ金をえるという新たな道が開かれた

（Corrado, 2014, 46-47）。ここではアウトサイ
ダーグループとして，Super PAC及び内国ࡀ入庁

（IRS）の分類により，501 （c ）（4）と呼ばれる
団体の活動に注目したい。これらの団体と政党及
び候補者ਞ営との関係について理解することは，
メディア環境が変わった2012年以降の選挙サイ
クルにおける選挙キャンペーンの特徴を論ずるた
めに必要である。

本稿はこれらの点について，2014年中間選挙
を中心に，公開されている資料に関係者へのイン
タビュー調査を加えて検証する。最後に，ソーシャ
ルメディア時代のアメリカの選挙キャンペーンに
おける政党の役割について検౼したい。

２　બڍใݯͱͯ͠のιʔγϟϧϝσΟΞ

2.1　有権者の選挙情報源としてソーシャルメ
ディアの役割が増大

2012年の選挙をターニングポイントとして，
政党がソーシャルメディアを選挙キャンペーン戦
ུに活用するようになった背景には何があるの
か。まず，有権者の選挙情報源としてソーシャル
メディアの役割が増大している点に注目しよう。
ピューリサーチセンターの調査（2014a, 3）では，
有権者登録をした有権者のうちɺ16ˋが候補者
や政党のフΣイスブックやπィッターなどソー
シャルメディアでフΥローをしていることが明ら
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かになった。この割合は，2010年の中間選挙の
時から比べると２ഒ以上にあたる（当時は６ˋ）。

図１が示すように，2010年と2014年の選挙サ
イクルで比べた場合，ソーシャルメディアで選挙
情報をフΥローしている有権者の割合が30ࡀか
ら49ࡀ50，ࡀから64ࡀの年ྸで増大した。と
りわけピューリサーチセンターの報告書（2014a, 
3）は，30ࡀから49ࡀでは６ˋから21ˋへと３
ഒ以上に増えた点を注視している。また，同報告
書（2014a, 3）では，ソーシャルメディアで政
治ニュースをフΥローする有権者の場合，Ϙラン
ティアに参加する，選挙ݙ金を行うといった選挙
キャンペーンの様々な活動について，ソーシャル
メディアで政治ニュースをフΥローしていない有
権者に比べて積極的に参加する向があることも
示している。

2.2　政治的分極化，ソーシャルメディアۭ間へ
のਁಁ

有権者の選挙情報源としてソーシャルメディア
の利用が進んでいることに加え，もう一つ注視し
ておかなければならないことがある。それが近年
アメリカ政治の様々な局面で問題視される分極化

（polarization）の進行である。
過40ڈ年の間に議会における二大政党の間の

ギャップは様々な政策՝題についてঃ々に大きく
なっており，分極化は政党の大統領候補者選定に
おいても，よりはっきりとした違いとして表れ，
さらにभレベルでの二大政党間のイデオロギー的
対立は全国的なそれと大差がなくなってきてい
るという指摘がある（Abramowitz, 2013, 321-
323）。ピューリサーチセンターの調査（2014b, 6）
から，2014年現在，アメリカ政治では過20ڈ年
間のどの時点と比べてもイデオロギー的な政治的
分極化の向が色濃く表れ，民主・共和両党を支
持する有権者の中でԺ݈派の割合が著しく低下し
ていることがわかった。

こうしたアメリカ政治における深まる政治的分
極化は，ソーシャルメディアۭ間へもਁಁしてき
ていることが看取できる。

図２に示したように，ピューリサーチセンター
の調査（2014c, 7）は，一般的なフΣイスブッ
クϢーザ（ここでは，フΣイスブック上で政治的
情報を投稿するか，少なくとも政治的情報の投稿
に関心を持っているϢーザを指す）に比べ，強固
な保守派はフΣイスブック上で自分たちと同じ考
え方の投稿を見たがる向がඇ常に高い点を明ら
かにした。同様に，強固なリベラル派も，自分た
ちと同じような意見の投稿を主に見ていることが
示された。

また，同調査（2014c, 7）では強固なリベラ
ル派はフΣイスブック上で自分と異なる政治的見
解を投稿する人を「༑達」から外したり，ブロッ
クしたりする向が強いことも指摘された。
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3.1　新たな選挙広告としてのソーシャルメディア
有権者がソーシャルメディアをって政治

ニュースをフΥローする割合が増えていることか
ら，政党も積極的にソーシャルメディアをって
いると考えられる。2016年２月７日時点でフΣ
イスブックの「いいね」の数は，大統領選挙キャ
ンペーンに関する政党組織として，民主党全国委
員 会（Democratic National Committee: DNC）
が1,190,309，共和党全国委員会（Republican 
National Committee: RNC）は1,949,930であっ
た。同じく2016年２月７日時点でπィッターの
フΥロワー数を見ると，DNCは463,050，RNC
は563,995であった。DNCやRNCは自分たちの
フΣイスブックページやπィッターをって，候
補者に関連したコンテンπ，選挙プロセスや争
点，イベント情報，政治広告などを投稿している。

そうした利用の目的の一つは，有権者にアピール
することである。しかし実際にはそれで有権者が
積極的な行動を起こすということはほとんどない
という見方もある。むしろ政党にとってソーシャ
ルメディアを活用する大きな意味は，より多くの
オーディエンスにಧけられる他のメディアにピッ
クアップしてもらうことであるという指摘がある

（Owen, 2013, 254-255）。有権者への情報提供
や有権者に積極的な行動をଅすことよりも，他の
メディアに取り上げてもらう効果をૂっていると
いう指摘は興味深い。

またソーシャルメディアは政党にとって有権者
に伝統的なメディアのフィルターを通さずにメッ
セージを伝える役割を果たしているという指摘も
ある（AP, 2012）。たとえば，2015年８月６日，
2016年共和党大統領候補者による初のテレビ౼
論会がFO9 NE8Sで行われた。その前日，CNN
などのメディアでも有権者へのテレビ౼論会情報
は報道されたが，DNCはフΣイスブック上で3分
27ඵにまとめた「#rush up on basic GOP terms 
before tomorrow’s debate」という動画を投稿し，
民主党目線で共和党候補者を解説（批判）する試
みをフΣイスブック上で行った。こうした動画を
直接有権者に֦散できる点はソーシャルメディア
をう一つの利点と考えられる。

さらに重要な点として，政党にとってソーシャ
ルメディアはテレビ広告に加えた新たな広告媒
体とみなされていることである。民主党の下院
の選挙に関する全国的な戦ུを࿅る役割を果た
す民主党議会キャンペーン委員会（Democratic 
Congressional Campaign Committee : DCCC）
で2012年の選挙サイクルからデジタル・ディレ
クターを務める#randon Englishは，筆者とのイ
ンタビューにおいて，「ソーシャルメディアは情
報を֦散するメディアとしての機能を果たす」と
認めた（2015年６月５日）。さらに，Englishは，「イ
ンターネットラジオやビデオ広告は効果的」と述
べ，「オンライン広告がテレビ広告に取って代わ

図―２　ϑΣΠεϒοΫをݟΔͱ͖ʹࣗͱಉ͡ߟ
͑ํのߘをݟΔׂ߹

（ग़所ɿPFX�RFTFBSDI�$FOUFS�201��0DUPCFS�21
�Q���IUUQ���XXX�KPVSOBMJTN�PSH�pMFT�201��10�
PPMJUJDBM�PPMBSJ[BUJPO�BOE�.FEJB�)BCJUT�'*/"-�
R&P0R5�11�10�1��2�QEG）
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るというところまでは౸底いかないが，デジタル
広告はϢーザのデモグラフィと政党側が持ってい
る有権者のデータプロファイルを組み合わせられ
ることからศ利であり，それによって，政党の選
挙キャンペーンにとって，さらにマイクロター
ήット広告が可能になる」とえた（2015年６
月５日）。政党の全国委員会はフΣイスブックな
どのソーシャルメディアへ広告掲載に何十万ドル
も支ったとも言われている（8illis, 2014）。

また，Իָストリーミングサービスのパンドラ
も新たな政治広告として政党や候補者から注目さ
れている。パンドラのຖ月のアクティブϢーザ数
は8000万ほどにの΅る（2015年９月23日時点）。
パンドラをうと，ϢーザがフΣイスブックのプ
ロフィールページのようなページを作ることがで
き，パンドラ上で「༑達」になると，「༑達」が
何を聞いているのか見ることができる。2012年
の選挙サイクル以降パンドラも政党にとって選
挙キャンペーン広告の媒体として注目されるよ
うになった。パンドラの広告ൢ売部門の7Pであ
るSean Dugganは筆者との電話インタビューで，
パンドラのリスナーが増えているため，2014年
にはより多くの選挙キャンペーンでパンドラが利
用されたことを明かした。具体的には2012年に
180の選挙キャンペーンで利用されたのに対し，
2014年には560以上の選挙キャンペーンでパン
ドラが利用された（2015年８月26日）。

このように，政党のソーシャルメディアの選挙
戦術への利用には，伝統的なメディアにピック
アップしてもらうという指摘のほか，有権者への
直接的なメッセージの伝達や新たな政治広告と
いった視点があることがわかった。その一方で新
たな疑問がわいてくる。それは資金調達にソー
シャルメディアを利用しないのか，という点であ
る。この点を次અで説明する。

3.2　資金調達πールとして重要な電子メール
アメリカの選挙キャンペーンではല大な政治資

金が必要とされる。これは大統領選に限らず連
議会の議員を選ぶ中間選挙についても同様である
が，大統領選の予備選挙は長期戦であり，候補
者にとってはまさに消戦となっている（清原，
2011, 8-9）。たとえば2016年大統領選では2015
年９月26日現在，15人という多くの候補者がཚ
立した共和党の場合，すでにRick PerryとScott 
8akerの二人の候補者が資金不を理由に選挙戦
からఫ退を表明している。さらに2015年９月26
日に共和党のTed Cruzਞ営から送られてきた電
子メールでは，彼もまた資金不のนに直面して
いるためݙ金を募っている。

多くの大統領候補者が電子メールを選挙ݙ金の
πールとして活用し始めたのは2000年代前半か
らであるが，今日では，候補者だけでなく，政党
にとっても選挙資金の調達方法として，ソーシャ
ルメディアよりも電子メールが重要であると考え
られていることがわかった。その理由を説明する
前に，政党が選挙資金の再配分に果たす役割につ
いて意識する必要がある。

DCCC及び共和党の下院の選挙に関する戦
ུ を ࿅ る 全 国 共 和 党 議 会 委 員 会（National 
Republican Congressional Committee :NRCC）
は，政党指導部や選挙で安心と思われる現職候補
から，接戦の候補者に富の再分配を行う上で重要
な役割を果たしていると考えられる（Herrnson 
et al,  2014, 149）。とりわけ2012年選挙では，
民主党はDCCCのほかに，政党内の上院の選挙
対策組織である民主党上院キャンペーン委員会

（Democratic Senatorial Campaign Committee 
:DSCC）及び民主党全国委員会のDNCも選挙資
金の調達で大きな進歩を見せた。2012年の選挙
サイクルでは下院と上院それぞれの選挙キャン
ペーン委員会で両党を比べると，民主党の委員
会（DCCC, DSCC）のほうが共和党のカウンター
パートにあたる委員会（NRCC, NRSC）よりも
多くの資金調達に成功したという。通常下院をঠ
Ѳしている政党（当時は共和党）を野党が྇ぐと
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いうことはまれにみることであった。そして，そ
れにはインターネットを用いた資金調達がかなり
効果的であったとされる （Herrnson et al, 2014, 
150）。つまり，先に紹介した，政党が選挙キャ
ンペーンにおいて果たす役割を増しているという
指摘は，一つにはこの選挙資金の調達と再配分の
役割が大きな意味を持っていると考えられる。

それでは，なͥ選挙資金調達にはソーシャルメ
ディアより電子メールが良いのか，政党の見方を
説明する。RNCは，2014年３月17日に発表した

「Growth � Opportunity Project」報告書の中で，
電子メールが引き続き資金調達源として重要であ
る点を指摘している。そして，同報告書はभの政
党組織に対して「役に立つ電子メールリストを
らませるようにデータに投資をしなければならな
い」と述べ，「2012年には2008年の選挙と比べ，
全体の選挙資金調達の割合のうち電子メールによ
るものが2ഒ以上に増えた」と電子メールの資金
調達における効果を高く評価している（#arbour 
et al, 2014, 58）。

2014年中間選挙では，民主党のDSCCに૬当
する共和党の上院の選挙対策組織である全国共和
党上院委員会（National Republican Senatorial 
Committee :NRSC）は，少なくとも16回以上電
子メールをメールのリストにあるѼ先へ送৴し
た。その多くは2012年共和党大統領候補者Mitt 
Romney自身のアドレスから送৴されたものだっ
たと言われる（Miller, 2014）。共和党の下院の
全国組織であるNRCCも少なくとも1回Romney
のアドレスをっている。Romneyの側近だった
Kelli Harrisonは，「Romneyभ知事は共和党候補
者や委員会がRomneyਞ営の電子メールリストを
資金調達のために利用することをتんでいる」と
述 べ た（Miller, 2014）。NRSCのMatt Lira事 務
次長は，「ݙ金しそうな人，Ϙランティアをしそ
うな人，共和党に投ථしてくれそうな人の最大の
リストだ」とRomneyਞ営の2012年の電子メー
ルリストに価値を置いていた。Romneyਞ営もま

た2012年の大統領選に際しては，共和党側の電
子メールリストをआりていた （Miller, 2014）。こ
のように，共和党が政党として，電子メールリス
トを選挙キャンペーン戦ུのو重な資源と位置付
けており，2012年大統領選と2014年中間選挙と
では，それがいわばいまわしされていたことが
わかる。

一方民主党側では，民主党のソーシャルメディ
アをった選挙戦ུ家であるLaura Olinは，「電
子メールは主な推進力であり，2012年にはソー
シャルメディアをって資金調達も成功したが，
電子メールに比べるとそれは全体としてわずか
なྔだった」と述べている。さらOlinは「2016
年にも電子メールはもっとも重要な資金調達の
πールになるだろう」と述べた（Campaign and 
Election, 2015）。先述のDCCCのEnglishも，筆
者とのインタビューにおいて，「電子メールは選
挙キャンペーンの資金調達やϘランティアの募集
について，ソーシャルメディアと比べると大きな
役割を果たしている。それは，ソーシャルメディ
アは情報を֦散することができるが，電子メー
ルのほうが人々に行動を起こさせやすいからだ」
と明らかにした（2015年６月５日）。また，民主
党系のストラテジックコンサルタントのAndrew 
Feldmanも筆者とのインタビューで，「オンライ
ンݙ金は大変重要だ。ソーシャルメディアによる
資金調達はうまくいかない。どれだけのオンライ
ンݙ金を集められるかは良い電子メールリストを

（ਞ営・政党が）持っているかどうかにかかって
いる」と述べた（2015年４月15日）。
「良い電子メールリストにかかっている」とい

う指摘は，共和党と民主党との間にあるデジタル
デόイドを指したものである。2008年のオόマ
選挙キャンペーンの「遺産」がある民主党は，共
和党よりもソーシャルメディアやデジタルテクノ
ロジーを駆した選挙キャンペーンに関して大き
なアドόンテージを有してきた。Preston （2011）
は，2010年の中間選挙から共和党もソーシャル
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メディアのજ在的な有用性を認識するようにな
り，それが2010年の中間選挙における共和党の
躍進に役立ったと指摘する。しかしこの見方につ
いては，時期ঘ早であったと考えられる。

共和党自身，「Growth � Opportunity Project」
報告書の中で，2012年の中間選挙を振り返り，

「民主党はニューメディアに関して明らかに༏位
に立っていた」と述べ，共和党がऑ点としていた
広ൣ囲な協力と情報の共有が民主党に勝つために
は不可欠であると分析している（#arbour, et al, 
2014, 24-25）。そして，2012年選挙キャンペー
ンについて，同報告書は「メディアの観点からし
てもっとも興味深いことは共和党と（オόマキャ
ンペーンの結果として）民主党との間に生じた“デ
ジタルデόイド”だろう」と指摘した（#arbour 
et al, 2014, 30）。さらに同報告書では，共和党
が民主党に比べてキャンペーンの「デジタル化」
がれている理由について，政党の文化的な問
題だと述べている（#arbour et al, 2014, 31）。
しかし，2014年中間選挙については，共和党の
世論調査及び政治コンサルタントであるKristen 
Soltis Andersonは筆者との電話インタビューに
おいて，「共和党と民主党との間に大きなデジタ
ル・ギャップはなかったと思う」とえた（2015
年10月15日）。

一方，民主党は共和党とのギャップをどう見て
いるのだろうか。民主党は共和党の「Growth � 
Opportunity Project」報告書に૬当するものを
公表していないが，先述の Feldmanは，「共和党
が民主党にこの点でキャッチアップしたとは思わ
ない。彼らは戦ུ的にデジタル広告にも大変熱心
に取り組んでいる。しかし，彼らはए者をソーシャ
ルメディアにエンήージさせられていない。民主
党が持っているデータテクノロジーは，୭が良い
有権者か（ݙ金してくれるといった点で）わかる
データベースで，それは共和党の持っているもの
よりも༏れている」と述べた（2015年４月15日）。

両党の間にあるデジタルデόイドが完全に解消

されるにはまだ時間が必要と思われるが，政党が
ソーシャルメディアよりも電子メールのほうを選
挙資金調達には有効な手段とみなしていることは
明らかである。また，電子メールによるݙ金の成
功のカギは，より有ӹなメール送৴先リストを有
しているかどうかであるとわかった。政党は選挙
キャンペーンにおいてソーシャルメディアと電子
メール，それぞれの機能を目的に合わせて戦ུ的
にい分けていると言えよう。

４　࣏ίϯαϧλϯτにٻめΒれΔの

アメリカの選挙キャンペーンは，1960年代初
めごろから，大統領選やभ知事選挙，上院議員選
挙ではメディアや世論調査会社の助けが大きな役
割を果たすようになっていった。それから20年
の間に政治コンサルタントという新しい産業が確
立した（Johnson 2016, 15）。産業となった政治
コンサルタントの世界に，今新たな変化が訪れて
いる。

すでに述べた通り，ケーブルテレビの加入が
下がり，地上波の放送局もまた消費者のध要に応
じてモόイルDT7や7OD，ソーシャルメディア
など様々な方法をって番組を提供するように
なってきた。消費者の番組消費パターンが変化し
たことによってテレビ広告収入が下がっている

（Lafayette, 2015）。このようにメディア環境が
変化している今日，政治コンサルタントはどのよ
うな影響を受けているのか。政治コンサルタント
の種類は多様であり，選挙や特定の՝題に関する
争点広告を制作するメディアコンサルタントや世
論調査の専門家，有権者に伝えるメッセージの内
容を戦ུ的に構ஙするストラテジックコンサルタ
ント，また，テレマーケティングやダイレクトメー
ルなどのサービスについての専門家などがいる。

30代半ばの民主党の政治メディアˍクリエイ
ティブコンサルタントであるColin Rogeroは筆者
とのインタビューにおいて，テレビが多くの人々
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にとっていまだに主要な情報源であると認めなが
らも，「古いやり方は通用しなくなった」と2014
年中間選挙におけるキャンペーン広告について述
べた（2014年11月10日）。また，Rogeroは30ඵ
のテレビ広告がコストの効性やメッセージを繰
り返せる利点からいまだにඪ準ではあるが，ほと
んどのインターネットや携ଳ電話の広告が15ඵ
広告になっていることを指摘した。さらに，キャ
ンペーンにおけるメディア対策費用に占めるデ
ジタル広告の割合が増え続けるだろうと述べた

（2014年11月10日）。この点については，「2008
年と2012年のオόマキャンペーンを比べると
2008年には有料メディア予算の約10ˋだったも
のが2012年には15ˋになった」という指摘があ
り，オンライン広告の占める支出割合は2016年
大統領選ではさらに増えるだろうという見方もあ
る（Choma, 2015）。

また，30年以上の実績のある民主党メディア
コンサルタントであるPeter Fennも筆者とのイ
ンタビューにおいて，視聴者の番組消費形態の変
化が急速に進んでいる点を指摘した（2015年４
月13日）。さらにテレビ広告との観点から，Fenn
は視聴者がネットワークテレビやケーブルテレビ
ではなくアップルT7やアマκンプライムなどで
番組を見ている点を重視して，それが政治広告に
どのような影響があるか注視しているとえた。
そして，スマートフΥンにґ存し，テレビ広告を
スキップして番組視聴できるD7Rをう有権者
にどのようにリーチするのか，が重要であると述
べた。さらに，「人々はソーシャルメディアにґ
存している。したがってメディアコンサルタント
にとって創造力がより重要になる。」と指摘した

（2015年４月13日）。
ソーシャルメディアをって選挙キャンペーン

のデジタル化が進めば進むほど，よりચ࿅され
たデータやその分析を行う専門家が必要となる。
筆者とのインタビューにおいてFennは，有権者
を個別にターήット化することがますます進み，

ビッグデータは急速に選挙キャンペーンを変えて
いると指摘した（2015年４月13日）。また，20
代後半でストラテジックコンサルタントビジネス
を始めて2年ほどのAndrew Feldmanは，筆者と
のインタビューにおいて，2016年の大統領選出
馬宣言をHillary Clintonがπィッターで行ったこ
とを例に挙げ，2008年との違いとしてソーシャ
ルメディアをった選挙キャンペーンがより一般
的になったことを説明し，それゆえ「アメリカの
選挙キャンペーンではますます多くの政治コンサ
ルタントが必要になっている。有権者にリーチす
るモデルを構ஙするため，データコンサルタント
が新しいコンサルタントとして選挙キャンペーン
において重要な存在となってきた」と指摘した

（2015年４月15日）。
これらのことから言えることは，デジタルテク

ノロジーの急速な変化によって，今まさに政治コ
ンサルタントビジネスは変化しつつあるという点
である。

̑　ΞταΠμʔάϧʔϓにΑΔબڍΩϟ
ϯϖʔϯࢧԉ

5.1　Super PACの台頭
アメリカの選挙資金に関する規制組みは

1972年連選挙資金規正法によって規定され
ている。ウΥーターήート事件後に成立した同
法は，候補者や政党の全国委員会に対してݙ金
の上限と開示についてݫしい制約をつけた。ま
た，同法を実施監督するため1975年に連選挙
委 員 会（Federal Election Commission : FEC）
が設置された。同法は2002年に党派選挙改ֵ
法（#ipartisan Campaign Reform Act :#CRA）
として改正されたが，連選挙資金規正体制
にとって極めて大きな変化は2010年の連最
高 ࡋ 判 決「Citizens United v Federal Election 
Commission」によって生じた。実際に政党や候
補者個人にとって，その影響が現れたのは2012
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年選挙になってからのことであった（Corrado, 
2014, 47）。　

Citizens Unitedという保守系団体は2008年大
統領選において民主党のHillary Clinton候補を
批判するドキュメンタリー映画を製作し，ケー
ブルテレビのオンデマンドや地上波での放送を
試みた。しかしFECは2002年#CRA法にैって，
2008年民主党予備選挙期間中，同映画の宣伝を
Citizens Unitedに対して禁止した。そこで同団
体は，FECを૬手取り，この禁止は憲法修正第一
条の表現の自由に৮するとして連最高ࡋに提
ૌした。

その結果が2010年の連最高ࡋ判決である。
同判決では，政府は企業の政治的発言を禁止する
権利を有しないという考え方が示された。同判決
に基づき，候補者とコーディネートしない（すな
わち，候補者に直接ݙ金はしない。選挙広告など
に関する選挙運動支出についても候補者と૬ஊし
ない）ことを条件として，企業や組合，富༟者か
ら無制限のݙ金を集めてえることとなった政治
活動委員会（Political Action Committee: PAC）
がSuper PACである（清原, 2013, 30-31）。しか
し実際には候補者や政党の指導部と近い関係にあ
るSuper PACが存在する（Magleby � Goodliffe，
2014, 216）。

2012年大統領選挙キャンペーンでは，資金力
のあるSuper PACがテレビ広告の放送で大きな役
割を果たした。多くのSuper PACはテレビ広告に
ല大な支出を行っており，その分メディアコンサ
ルタントの活動の幅も広がっている。また，大統
領選だけでなく，議会選挙についてもSuper PAC
は資金調達の点で重要な役割を果たしていると言
われている（Magleby � Goodli⒐e, 2014, 228-
229）。

2016年選挙サイクルでは，2015年９月現在す
でにSuper PACは大統領選の候補者たちを支ԉす
る重要な役割を果たしている。たとえば共和党
のJeb #ushは，公式に大統領選に出馬表明した

のは2015年６月半ばのことだが，出馬前であれ
ばSuper PACを自らコントロールすることが可能
であり，それによってRight to Rise PACという
Super PACから１億ドル以上のݙ金を集めたと言
われている（Leary, 2015 ）。さらに，すでに資
金不で選挙戦をఫ退した共和党の元テキサスभ
知事Rick Perryの場合は，2015年8月上०には資
金不でスタッフにڅ料もえない状態であっ
たが，Perryを支ԉするSuper PACのOpportunity 
and Freedom PACはRick Perryとは独立した立
場で支ԉしているとしながらも，同候補の資金
不を助けていた。Opportunity and Freedom 
PACのシニアアドόイザーであるAustin #arbour
は，「我々は有料メディア（すなわち，テレビ
CMを放送すること）だけでなくもっとできる
ことがあるということを知っている」と述べた 

（Gold � Rucker, 2015）。とりわけ2016年大統
領選の共和党候補者は数が多く，長期戦を戦う上
でSuper PACが候補者ਞ営の資金源となることは
十分に考えられる。

5.2　501 （c） （4）団体の活躍
また，Super PACの台頭とともに脚光をཋび

ているのが内国ࡀ入庁規則により501（c）（4）
に分類される団体である。501 （c）（4）団体は
2010年の連最高ࡋ判決より以前から存在する
が，2012年の選挙において，Super PACのライ
όルとしてもっとも興味深い団体と指摘されるよ
うになった（Magleby � Goodliffe, 2014, 242-
244）。

501 （c）（4）団体はඇ営利団体であり，社会
福ࢱ団体である。しかしその主たる活動が政治活
動でない限り，政治活動に参加することが認めら
れており，企業，個人，組合から無制限のݙ金を
受けることができる。候補者に直接ݙ金するこ
とはできないが，特定の争点広告を放送するこ
とはできる。さらに，内国ࡀ入庁規則にैう501 

（c）（4）団体はSuper PACと違って，ݙ金者リス
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トを開示する必要がない。したがって多くの団体
がSuper PACを持ちながら，501 （c）（4）団体
も別組織として持つ，といったことが起きている

（Corrado,  2014, 67）。
た と え ば，2016年 共 和 党 の 大 統 領 候 補，

Marco Rubioを支ԉする501 （c）（4）団体であ
るConservative Solutions Projectは特定の候補
者を支ԉするとは言わない。ただこの団体の創立
者，8arren TompkinsはRubio候補と密接な関係
にあると言われている。そしてRubio候補がイラ
ンについて言及した二つの広告を制作しているほ
か，政策アジΣンダでも੫制改ֵや企業への規制
を制限すること，軍事力強化などRubio候補と同
じ考え方を同団体のサイト上にリストアップして
いる。また，TompkinsはConservative Solutions 
PACというRubio支ԉのためのSuper PACも立ち
上げている （Leary, 2015）。

501 （c）（4）団体について注目すべき点は他
にもある。保守系の501 （c）（4）団体の一つ，
Americans for Prosperity（AFP）は，2014年中
間選挙においてとりわけ上院の接戦भでの根の
Ϙランティアによる戸別訪問に力を入れた。その
際，共和党と有権者情報データベースを共有して
いた点が注目に値する。彼らはiPadのアプリを
って戸別訪問を行い，共和党と共有化された
データベースのおかげで，どの有権者にアプロー
チをすべきか，即࠲にピンポイントでわかるよう
になっていた。さらに彼らが次々に戸別訪問をす
ることで，その新たな情報が政党側のデータベー
スに積されていった（Gold, 2014 a）。

なͥ共和党と外部の団体がこのデータベース
を共有化しているのか。それを可能にしたのは，
RNCと有権者情報の排他的な交換協定を結んで
いるData Trust社と，保守系団体のAFPやその他
大富߽のコーク（Koch）ܑఋに支ԉされた政治
ネットワークとの関係が深いi360というデータ
管理会社との間で2014年８月に行われた業務提
携であった。この提携により，共和党と保守系団

体は，両社を介して，おޓいに保有する有権者情
報のデータベースにアクセス可能になった。その
内容はたとえば，有権者が特定の争点にどのよう
な立場をとるのか，どのようにコンタクトされる
のを好むのか，投ථ所に行く可能性がどのくら
いあるのか，といったことがわかるというもの
だ（Gold, 2014a）。i360のMichael Palmer社 長
は，「データベースの共有化で，自由市場（free 
market）を༴護する団体にとってアウトリーチ
活動がはるかに効的に行えるだろう」と述べた

（DeStefano, 2014）。
しかし，もはや有権者から見たら，戸別訪問に

訪れた人物が共和党の特定の候補者の選挙を応ԉ
している人が来たのか，AFPのϘランティアなの
か，見分けがつかない（Gold, 2014a）。もちろ
んこうした政党と501 （c ）（4）団体との有権者
情報データベースの共有化について，批判のも
上がっている （Gold, 2014b）。政党とアウトサ
イダーグループとが有権者情報のデータベースを
共有化することはどこまで法的に可能なのか，
今後のアメリカの選挙キャンペーンにおいて大き
な՝題となるであろう（清原, 2014）。

６　݁

本稿は，2014年中間選挙を事例に，メディア
環境が変化しているアメリカにおいて，選挙キャ
ンペーンの特徴がどのように変化しているのかと
いう問題を検౼してきた。その結果，第一に，有
権者がニュースソースとしてソーシャルメディア
へのґ存度を高めている今日，政党はソーシャル
メディアと電子メールという二つのデジタルπー
ルについて，戦ུ的に利用目的を分けていること
がわかった。第二に，政治コンサルタントについ
ては，政治広告の流す媒体としてテレビはґ然主
たる媒体ではあるものの，メディア環境の変化に
伴い，選挙キャンペーンではウΣブ広告へのґ存
が増えていることから，それに適した，よりクリ
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エイティブ性の高い広告の製作が必要とされてい
ることがわかった。また，これまでよりも，候補
者にとっても政党にとっても有権者情報のデータ
ベース化がとりわけ資金調達の上で選挙キャン
ペーンにおいて重要になってきていることから，
新たな政治コンサルタントとして，テクノロジー
にਫ਼通しデータ分析をできるコンサルタントが必
要とされるようになっていることも指摘された。
第三に重要な点は，新たな連選挙資金規正組
みの中で，Super PACや501 （c）（4）団体が，消
戦となる予備選挙を戦う上で資金供څ源として
の役割を果たしていることである。政党助成金制
度のある日本とは違い，アメリカの選挙において
公的支ԉは大統領選のみにある。しかもその公的
資金を受けた場合，選挙支出額の上限という制限
が՝せられるため，大統領選を戦う候補者にとっ
て公的資金を受けるメリットが低下している（清
原, 2011, 10-12）。そういう中で，Super PACの
資金ԉ助は候補者にとってඇ常に大きな価値があ
る。テレビ広告で金のかかる選挙キャンペーンを
長期戦で戦うには候補者にとってこうした団体の
資金ԉ助は欠かせないのが現状である。

最後にアメリカの選挙キャンペーンにおける政
党の役割について展望を述べたい。アウトサイ
ダーグループが候補者にとっての選挙資金源とし
て重要な役割を果たすようになったということ
は，候補者中心選挙を助長し，ますます政党のプ
レθンスをऑめることにつながるのではないか，
という見方もできる。しかし，これまで説明して
きた電子メールリストや有権者データベースの共
有化の例からわかるように，政党には候補者ਞ営
に対して強みとなる有権者情報のデータベースが
ある。これは候補者ਞ営やアウトサイダーグルー
プにとっても共有できればメリットは大変大き
い。よって，冒頭で紹介したOwen（2013）が指
摘したように，デジタル・メディアを積極的に
うことによって，アメリカの政党は今後選挙キャ
ンペーンにおけるプレθンスを強めることになる

と考えることもできよう。
ただし，本稿は2014年中間選挙を中心に検証

してきたため，大統領選と連議会議員の選挙
キャンペーンにおける比較検౼は行えていない。
またメディア環境がඇ常に速いテンポで変化して
いくことを考えれば，本稿で明らかにできたこと
は2012年から2014年の期間の特徴に限られる可
能性もある。その点は本研究の限界であるが，本
稿で明らかになった点を基にして，2016年大統
領選挙キャンペーンについてさらなる調査を進
め，デジタル化の進展とともに選挙キャンペーン
における政党のプレθンスが強まるのかどうか，
より長期的な議論へと発展させることを今後の՝
題としたい。
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要　約
　2011年の福島第一原子力発電所事故は，日本の社会全体の政策決定，および意思決定の在り方への
関心を集める契機となり，原子力発電に好意的な社会意識や世論の「メディア」を通じた形成が問題化
した。本稿では，今日に至るまでの原子力に関する社会意識の形成の始まりを1950年代から60年代に
求め，その形成に用いられていた電力産業や官公庁の広報メディアである「PR映画」に原子力がいか
に描かれたのかを分析した。その際，PR映画における社会的文脈としての発注者と受注者への視点か
らPR映画における原子力の表象をみた。その結果，1950年代末葉から60年代までの原子力のPR映画を
通して，「平和利用」，「科学技術」，「近代化」が描かれていたことが明らかになり， PR映画は社会的な
問題に対応するように表象の形を変容させながら，原子力を啓蒙していたことが示された。しかしなが
ら，そのPR映画における原子力への意味付けは必ずしも単線的なものではなく，1960年代半ば以降の
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PR映画においては原発推進主体の意図に回収されない，受注者である製作者たちの懸念がもたらした
「記録」としての意味付けが存在していた。このようにPR映画と原子力の関係をその社会的文脈の中で
検証することは，PR映画という文化遺産の再評価，ならびに原子力への社会意識の形成過程の解明の
ための新たな一歩になり得るものである。

Abstract
　Post Fukushima Daiichi nuclear disaster in 2011, the issue which social awareness and public 
opinion in favor of nuclear energy was built through the media came up to the surface. This paper 
takes notice of the 1950’s and the 1960’s in which public opinion toward nuclear energy began to 
shape and analyzes how nuclear power was represented in PR Films as public information media 
of governmental agencies and power companies. Moreover, this paper focuses on the viewpoint of 
ordering party and order-receiving party as social contexts in PR Films. This study demonstrates 
three factors correlating with social issues through PR Films from the 1950’s to the 1960’s: ‘Atoms 
for Peace’, ‘Technology’, and ‘Modernization’. However, PR Films also had significance as a 
‘document’, which was created by order-receiving producers’ concerns differing from the aim of 
nuclear power promotion. In conclusion, clarifying the relationship between PR Films and nuclear 
energy from the perspective of the social context will be the first step to revaluate PR Films as 
cultural heritage and elucidate the process of forming consciousness toward nuclear energy.

　（受付：2015年９月16日，採択：2016年３月７日）
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１　はじめに

　原子力の問題が，我々の社会にいかに根深く
存在してきたか。それを思い知らされたのは，
2011年に起きた福島第一原子力発電所の過酷事
故である。東日本大震災が誘因となった津波が天
災であった一方で，この原発事故は人災としての
側面が大きく取り上げられ，東京電力や政府・規
制当局の安全対策，危機管理体制の不備などが表
面化した。
　この事故の衝撃は，そのような原子力事業上の
問題を露見させるにとどまらず，福島第一原発事
故に至った日本の社会全体の政策決定，および意
思決定の在り方を追究する大きな契機ともなっ
た。その結果，原爆投下による第二次世界大戦終
結後の原子力をめぐる日米関係や，原子力開発に
乗じた原子力村の利権争いの構造に注目が集ま
り，これらに動員されて原子力と人々のコミュニ
ケーションを媒介してきた「メディア」の存在が
強く批判されるようになった。
　環境社会学者の舩橋晴俊は，原子力利用を推進
する電力会社，経済産業省，文部科学省（旧・科
学技術庁）の有する巨大な経済力が，情報操作力
へと転化してきたことを指摘している。その情報
操作力は，第一に「電力会社の広告や宣伝，並
びに政府組織による広報」，第二に「メディアの
報道や番組の内容への直接的な働きかけ」，第三
に「メディアに登場する文化人やオピニオンリー
ダーへの働きかけ」，第四に「研究者への働きかけ」
を回路として原子力発電に好意的な社会意識や世
論を作り出してきたという（舩橋，2013: 141-
2）。
　こうした問題関心をもとに，福島第一原発事故
報道をめぐるメディア研究では，伊藤守が速報性
のあるテレビを対象に今日のメディア環境の構造
的変化をふまえて分析し（伊藤，2012），遠藤薫
が新聞やテレビといったマスメディアとソーシャ
ルメディアの間メディア性に注目して論じている

（遠藤，2012）。また，林香里と鄭佳月は独・韓・
米・中と日本のテレビ番組の内容分析から福島第
一原発事故報道の国際比較を行っている（林・鄭，
2013）。これらの研究は，新聞やテレビ番組の報
道を対象として，原発事故以後に「原子力がどの
ように伝えられてきたか」を検証したものであり，
昨今の原子力に関するマスメディア報道の問題点
や可能性を炙り出した点で重要な成果といえる。
　しかし，ここで問題にしたいのは福島第一原発
事故以後ではなく，その段階に至るまでの原子力
に関する社会意識が戦後の日本社会にどのように
形成されてきたのかということである。この点を
明らかにするためにはまず，原子力の導入時期の
1950年代から60年代にまで遡り，当時のメディ
アと原子力の関係に注目していく必要がある（１）。
　そこで本稿では，当時の重要な広報メディア
であった「PR映画」に注目する。PR映画は1950
年代から60年代にかけて製作本数が増加し，と
くに原発と関係の深い電力産業がスポンサー企
業の業種別製作本数の第３位を占めていた（阿
部，1962）。さらに，電力産業に加えて原子力政
策を進める官公庁も発注者となり，原子力に関す
るPR映画は1950年代以降に数多く製作されてき
た。
　これまでほとんどの論者がテレビや新聞，雑誌
などのメディアを研究対象として想定しているの
に対し，PR映画の存在は意外なまでに見過ごさ
れてきた。その要因として考えられるのは， PR
映画という資料に接続することの難しさである。
PR映画を含む記録映画はいま，フィルム原版の
劣化や消失，廃棄や散逸が始まっており，戦後の
ものに限っても13万本以上が，企画・制作会社や，
自治体，現像所などの劣悪な環境下に置かれてい
る（丹羽・吉見編，2012）。体系的な収集・保存
が行われていないために研究利用も進んでいない
のが記録映画全般の現状であり，原子力とメディ
アをめぐってもPR映画を研究の俎上に載せにく
い状況があったといえる。
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　しかし，原子力開発の主体に最も近いところで
製作されたPR映画こそ，原子力の導入期にどの
ような原子力への社会意識の形成が行われていた
のかを現代にも鮮明に映し出してくれるのではな
いだろうか。したがって，本稿は今日に至るまで
の原子力への社会意識の始まりを1950年代から
60年代に求め，当時の重要な広報メディアとし
て用いられた「PR映画」において原子力がいか
に描かれたのかを分析し，表象の側面からその形
成過程の一部を考察するものである。

２　先行研究・研究方法・対象の検討

2.1　先行研究
　上述したように，この時期のメディアに表れる
原子力の表象や言説は，検証されてこなかったわ
けではない。例えば，戦後から現代までの原子力
報道については各報道機関による自己検証が進
められてきたし（七沢，2008; 上丸，2012），新
聞，雑誌，小説などのメディアに表れる文化人や
科学者，そして被爆者たちの原子力への社会意識
は歴史学や社会学の立場から論じられてきた（山
本，2012; 吉見，2012）。ところが，原発の広告
や広報については，かつてから巨額な資金の存在
が指摘され（田原，1986），主に1970年代以降
の新聞や雑誌における変遷や地域ごとの違いが整
理されているものの（本間，2013, 2014），これ
まで原子力導入期に関する記述は少なかったとい
える。
　そのような中で1950年代以降の原子力とPR映
画に関しては，吉見俊哉と清水浩之によって先駆
的に記述されている。吉見は大衆的な言説の一部
にPR映画を位置付けて「冷戦の夢」としての原
子力を論じ（吉見，2012），清水は原発を推進す
る映像としてのPR映画と告発する映像としての
記録映画や劇映画，テレビ番組などの変遷を辿っ
ている（清水，2013）。本稿は，それぞれの研究
が対象としているPR映画をどちらも考慮に入れ

ることで，包括的にPR映画に描かれる原子力に
ついて論じるものである。
　また，清水の記述の中では，PR映画の受注者
としての製作者の原子力に対する思いが，一部で
述べられている。本稿では清水の示唆するPR映
画の社会的文脈に注目しつつも，その対象外と
なっていたPR映画の分析を行うことで，原子力
の表象の変遷をより詳細に明らかにする。

2.2　研究方法
　そもそも「PR映画」とは，公的あるいは私的
団体が映画会社に委託して製作された映画の，戦
後まもなくの呼び名である。時期によって「スポ
ンサード映画」や「産業映画」などと呼称される
こともあるが，この形態は映画の起源から現在に
まで幅広くみられるものである。その一方で，映
画館以外の常設，臨時あるいは仮設の施設などで
上映されるPR映画を含む短編映画は，これまで
映画史の傍流としてみなされ，映画館で公開され
る長編劇映画に比べて，その価値は十分に評価さ
れてこなかった（吉原，2011）。
　しかし近年では，PR映画を再評価する研究が
萌芽し，大きく三つの流れを生み出している。第
一に，PR映画を映画史の文脈に位置づけようと
するものである。上山実は，日本の記録映画史を
再考する中で岩波映画製作所（1950年創設）を
その転換点に位置付け， PR映画における作家の
主体性の議論が岩波映画で果たした映画史的な役
割を明らかにした（上山，2006）。
　第二に，スポンサードという製作形態における
PR映画の作家性について問うものである。江口
浩は，スポンサード映画作品の製作に携わり，後
にそこから遠ざかっていくことになる２人の著名
な映画作家（亀井文夫，松本俊夫）に注目し，彼
らが模索したスポンサード映画での主体的な表現
について論じている（江口，2006）。
　そして第三に，PR映画を当時の社会的文脈の
なかに位置づけて論じようとするものである。町
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村敬志は，PR映画『佐久間ダム』（1954-8）の
表象を製作現場や上映過程などの背景から分析
し，当時の開発主義の心性を解き明かした（町村，
2011）。
　以上，昨今のPR映画研究は，（1）映画史，（2）
作家研究，（3）歴史社会学のなかで論じられて
きたが，本稿は第三の立場を継承し， PR映画に
おける原子力の表象をその社会的文脈から分析す
る。その中で特に本稿が重視したいのは，清水が
先行研究の中で示唆するとともに，これまでの
PR映画研究の中でも論じられてきた「PR映画の
発注者と受注者の関係性」であり，これを視野に
入れながら，当時の製作者のインタビュー調査の
知見をふまえてより深い映像の分析を行うもので
ある。そこには後に述べるように，しだいに原子
力への懸念が現われはじめ，必ずしも発注者の意
向に沿わない製作者たちの葛藤を確認することが
できるのである。

2.3　研究対象
　この問題関心をもとに，1950年代から60年代
の原子力を描いたPR映画を収集した。前述した
ように，現在までにPR映画をめぐる状況は悪化
し，フィルム原板の劣化や消失，散逸が始まって
いる。そこで，本稿を執筆するにあたって記録映
画の保存や収集を行っている機関などの協力を得
ながら，原子力関連のPR映画の有無を調査して
いった。
　その結果，（1）記録映画保存センター，（2）
都立多摩図書館，（3）川崎市市民ミュージアム，

（4）neoneo編集室，（5）科学映像館，（6）高度
技術社会推進協会，（7）日本原子力文化振興財
団の計７箇所で，1980年代までに製作された原
子力に関するPR映画55本を視聴することができ
た。55本の中で，本稿の対象期間である1950年
代から60年代に製作されたものは，表−１に挙げ
た13本である。
　この資料群から特徴的な対象を選び出し，以下

の分析を行った。まず，1950年代末葉から60年
代初頭にかけては日本原子力研究所が企画した
PR映画に注目し，原子力三原則に背反する研究
開発への社会的不安に対応して「平和利用」が描
かれていたことを示す（第３章）。その後，1960
年代後半になると，原子力発電所の建設を記録し
たPR映画の中にウィンズケール原子炉火災事故
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ように，現在までにPR 映画をめࡄる状況はᝏ化

し，ࣇィルム原板のຎ化やᾘኻ，ᩓ㐓がጞまって

いる。そこで，本✏をᇳ➹するにあたって記録映

画のಖ存や集を行っている機関なの༠力を得

ながら，原子力関連のPR 映画の有↓を調ᰝして

いった。 
その⤖果，（1）記録映画ಖ存ࢭンࢱー，（2）㒔

立ከᦶ図᭩㤋，（3）ᕝᓮᕷᕷ民࣑ࣗーࢪアム，（4）
neoneo 編集ᐊ，（5）科学映ീ㤋，（6）㧗度技術

社会᥎㐍༠会，（7）日本原子力ᩥ化振興㈈ᅋのィ

7⟠所で，1980年代までに製作された原子力に関

する PR 映画 55 本を視⫈することができた。55
本の中で，本✏の対象ᮇ㛫である 1950 年代から

60年代に製作されたものは，⾲−1にᣲげた13本

である。 
この㈨ᩱ⩌から≉ᚩ的な対象を㑅ࡧ出し，以ୗ

の分ᯒを行った。まず，1950年代ᮎⴥから60年

代ึ㢌にかけては日本原子力◊✲所が企画した

PR 映画にὀ┠し，原子力୕原๎に背する◊✲

開発への社会的安に対応して「ᖹ利用」が描

かれていたことを示す（第 3 ❶）。そのᚋ，1960

㢟  ྡ 年 企画 製作 

日本の原子力——1958 1959 原子力委員会 ᪂⌮◊映

画 

原子と原子力 1959 日本原子᰾◊✲所

（┘ಟ） 

東映ᩍ⫱

映画部 

アࢯトープの利用——日

本の原子力 

1960 科学技術庁原子力

ᒁ࣭ 日本原子力◊✲

所 

᪂⌮◊映

画 

東Ⱚ——電⌫から原子力ま

で 

1960 東京Ⱚᾆ電機࣭ Ⱚᾆ

ၟ事 

岩波映画

製作所 

原子力と農業——日本の原

子力࣭第4部 

1962 科学技術庁原子力

ᒁ࣭ 日本原子力◊✲

所 

᪂⌮◊映

画 

᪂日本海代 1964 㝣電力 岩波映画

製作所 

原子力と日本 1964 科学技術庁原子力

ᒁ࣭ 日本原子力◊✲

所 

᪂⌮◊映

画 

原子力発電の夜明け 1966 第一原子力産業グ

ループ 

東京シネ

マ 

東海発電所の建設記録 1966 日本原子力発電 岩波映画

製作所 

あすの࢚ネルࢠーをつく

る——プルトࢽウム⇞ᩱの

開発 

1966 原子⇞ᩱ公社 岩波映画

製作所 

㯪明——⚟ᓥ原子力発電所

建設記録調ᰝ⠍ 

1967 東京電力 日映科学

映画製作

所 

㝣のᏙᓥをᣅく——ᩔ㈡発

電所建設記録 

1968 日本原子力発電 日本映画

᪂社 

⨾のあけࡰの——⨾原

子力発電所建設記録前編 

1969 関す電力 日本映画

᪂社 

⾲−1 PR映画の集⤖果（1950年代 6ࠥ0年代） 

 
表−1　PR映画の収集結果（1950年代〜 60年代）
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に起因する安全論争への対応としての「科学技術」
（第４章）や，迫りくる立地反対運動への対応と
しての「近代化」（第5章）が描かれたことを明
らかにする。最後に，1950年代末葉から60年代
のPR映画に描かれる原子力の表象から，原子力
への社会意識の形成過程を考察する（第６章）。

３　PRされた「平和利用」
　―1950年後半から60年前半の原研映画

3.1　原子力三原則との背反への不安
　1945年の広島，長崎への原爆投下による敗戦
後，日本は連合国軍によって占領され，原爆報道
と原子力開発が禁じられた。しかし，1952年4月
に発効したサンフランシスコ講和条約による占領
終了をもって解禁となり，1954年3月の第五福竜
丸事件による原水爆禁止運動の高まりと米国によ
る原子力の平和利用キャンペーンの席巻を経て，
被爆の記憶の編成と原子力平和利用の言説の並走
が始まっていった（山本，2012）。
　そのような輿論が形成される中で，最初に原子
力開発への動きを活発化させたのは，政界であっ
た。1954年３月，自由党，改進党，日本自由党
の３党共同で提案された54年度予算案に対する
修正案が衆議院予算委員会で可決され，原子力予
算が出現したのである。これには日本学術会議が
具体的な対応をとり，科学界が主導権をとった原
子力憲章の制定によって，政府の原子力政策が危
険な方向へ進まないよう歯止めをかける方針を打
ち出し，「原子力三原則（民主・自主・公開）」な
どの案を政府に申し入れた。
　しかし，実質的には政界や官界，財界を中心に
原子力開発体制が整備され，原子力委員会の前身
である原子力利用準備調査会は，米国政府から濃
縮ウラン供与の打診を受け入れて1955年11月に
正式に日米原子力協定を結ぶこととなる。この協
定に基づいた濃縮ウランの受け入れ機関として
1956年６月に設置されたのが，本章で取り上げ

るPR映画を企画した「日本原子力研究所」（以下，
原研）であった。
　原研は2005年に核燃料サイクル開発機構に統
合されるまで，原子力分野における日本の中核的
な総合研究機関として存在していくことになる
が，その成立過程には問題があった。1955年に
結ばれた日米原子力協定が米国原子力法にもとづ
くため，その第123条の機密保護の維持が協定国
によって保障される必要があったのである。この
機密保護の維持は，日本学術会議の示した原子力
三原則に背反し，特に日本の自主開発路線を妨げ
る恐れがあったため，朝日新聞によってこの問題
がスクープされた（山崎，2011）。
　実際には，アメリカから機密保護の条項を含ま
ない協定を提案されたため，原研への紐付きでな
い濃縮ウランの受け入れとそれを利用した研究開
発が実現したものの，「学界には次第に不安が募っ
て行った」（日本原子力産業会議編，1986: 53）
という。

3.2　「平和利用」の強調
　このような状況の中で，原研では1957年から
66年までの約９年の間に，表−2（２）のPR映画が
製作された（日本原子力研究所編1966）。原研
のPR映画は，これまで研究用原子炉の第1号炉

「JRR-1」の掘削から臨界までの過程を描いた『日
本原子力研究所・第１部』（1957）や，その続編
として研究用原子炉の第２号炉と第３号炉を取り
上げた『日本原子力研究所・第２部』，『国産1号
炉』（３）が注目され，同時期に製作されたダム建
設のPR映画との類似性が指摘されている（４）（吉
見，2012）。
　しかし，原研のPR映画の中には，上述したダ
ム建設のイメージの一部には回収されないものも
製作され，その中には前項で指摘した原子力三原
則に背反する，つまり軍事利用に繋がる研究開発
への社会的な不安に対応するように，原子力の「平
和利用」が積極的に描かれるものが存在した。
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　以下では，本稿で確認できた原研映画４本（表
−２の網掛け部分）を取り上げ，「平和利用」の
内実を示していきたい。まず，原子力委員会（原
研と科学技術庁原子力局）の企画で製作された『日
本の原子力―1958』（1959）（５）に注目すると， 
この映画の冒頭では原子力三原則が規定された原
子力基本法第２条の条文が掲げられており，日本
原子力研究所が原子力三原則に背反しないもので
あることが強調されている。

　そして，その上でウラン鉱や新しい原子炉の開
発，ラジオアイソトープの医学や農業，工業にお
ける利用，核分裂や核融合で放出される熱エネル
ギーの動力利用といった，様々な原子力の「平和
利用」の可能性が紹介されていく。
　この作品の後に原子力委員会監修のもと，科学
技術庁原子力局と原研の共同企画で製作された

『アイソトープの利用―日本の原子力』（1960）
と『原子力と農業―日本の原子力・第４部』

（1962）では，ラジオアイソトープやその農業へ
の利用に焦点が絞られ，さらに『原子力と日本』

（1964）では，再び「平和利用」の全体的な内容
を総括する中で動力に注目し，東海発電所に先駆
けて作られた動力試験炉での原子力発電の試験的
成功が描かれている。

3.3　「科学実験」による可視化
　このように原研映画には原子力の様々な「平和
利用」の可能性が描かれていたといえるが，注目
したいのはそのような平和利用の望ましさが「科
学実験」によって可視化されていたということで
ある。例えば，平和利用の可能性として，工業面
ではアイソトープを照射したポリエチレンの染色
実験や高温耐性の比較実験，農業面ではアイソ
トープの照射による植物の品種改良や施肥の効果
実験，そして動力面では原子力を動力に想定する
船体の蕩揺試験などの場面が登場する。この「科
学実験」による平和利用の可視化は，科学史の区
分でいえば「科学界でも一般市民レベルでも，科
学技術振興が国の繁栄をはかるための大義として
広く受け入れられていた」（中山，1981: 8）と
いうこの時期に，原子力平和利用への期待を作り
出したと考えられる。
　「科学実験」による平和利用の可視化の背景に
は，原研映画の製作を担当した新理研映画が，も
ともと理化学研究所の関連企業である理研科学映
画として，科学映画製作を専門としていたこと
が挙げられる（田中，1979）。戦後の科学映画界

表−2　日本原子力研究所のPR映画

5 
 

利用」が積極的に描かれるものが存在した。 
 以ୗでは，本✏で☜ㄆできた原◊映画4本（⾲

−2の⥙け部分）を取り上げ，「ᖹ利用」の内 
ᐇを示していきたい。まず，原子力委員会（原◊

と科学技術庁原子力ᒁ）の企画で製作された『日

本の原子力――1958』（1959）(5)にὀ┠すると， こ
の映画のෑ㢌では原子力୕原๎がつᐃされた原子

力ᇶ本ἲ第2᮲の᮲ᩥがᥖげられており，日本原

子力◊✲所が原子力୕原๎に背しないものであ

ることが強調されている。 
 そして，その上でウࣛン㖔や᪂しい原子炉の開

発，ࣛ࢜ࢪアࢯトープの་学や農業，工業にお

ける利用，᰾分や᰾⼥ྜで放出される⇕࢚ネル

ーのື力利用といった，ᵝ々な原子力の「ᖹࢠ

利用」のྍ⬟ᛶが⤂されていく。 
 この作ရのᚋに原子力委員会┘ಟのもと，科学

技術庁原子力ᒁと原◊の共同企画で製作された

『アࢯトープの利用――日本の原子力』（1960）
と『原子力と農業――日本の原子力࣭第4部』

（1962）では，ࣛ トープやその農業へࢯア࢜ࢪ

の利用に↔点が⤠られ，さらに『原子力と日本』

（1964）では，ࡧ「ᖹ利用」の全体的な内容

を総ᣓする中でື力にὀ┠し，東海発電所にඛ㥑

けて作られたື力試験炉での原子力発電の試験的

成ຌが描かれている。 
 
3.3 「科学ᐇ験」によるྍ視化 
 このように原◊映画には原子力のᵝ々な「ᖹ

利用」のྍ⬟ᛶが描かれていたといえるが，ὀ┠

したいのはそのようなᖹ利用のᮃましさが「科

学ᐇ験」によってྍ視化されていたということで

ある。例えば，ᖹ利用のྍ⬟ᛶとして，工業面

ではアࢯトープを↷ᑕしたࣞࢳ࢚࣏ࣜンのᰁⰍ

ᐇ験や㧗温⪏ᛶの比㍑ᐇ験，農業面ではアࢯト

ープの↷ᑕによる᳜物のရ✀ᨵⰋや⫧の効果ᐇ

験，そしてື力面では原子力をື力にᐃする⯪

体のⷙᦂ試験なの場面が登場する。この「科学

ᐇ験」によるᖹ利用のྍ視化は，科学ྐの༊分

でいえば「科学⏺でも一⯡ᕷ民ࣞ࣋ルでも，科学

技術振興が国の⦾ᰤをはかるための大義としてᗈ

くཷけ入れられていた」（中ᒣ，1981: 8）という

このᮇに，原子力ᖹ利用へのᮇᚅを作り出し

たと⪃えられる。 

 

㢟  ྡ Ⰽ ᕳ 分 ࣑  ࣜ

普
及
映
画 

日本原子力◊✲所࣭第 1 部

（JRR-1） 
カ
ラ
ー 

2 22 16/35 

日本の原子力 3 30 35 

アࢯトープの利用  ͤ 3 30 16/35 

日本原子力◊✲所࣭第 2 部

（JRR-2） 

3 30 16/35 

原子炉の開発は㐍35 30 3 ࡴ 

原子力と農業 3 30 16/35 

国産1ྕ炉（JRR-3）  ͤ 5 52 16/35 

原子力と་学 3 30 16/35 

原子力と日本  ͤ 3 32 16/35 

 なちから（原子力のᇶ♏） 3 30 16/35ࡂしࡩ

開けࡺく放ᑕ⥺化学（㧗ᓮ◊✲所

の記録） 

3 30 16/35 

国産ࣛ࢜ࢪアࢯトープ࣭第 1

部  ͤ

1 12 16/35 

国産ࣛ࢜ࢪアࢯトープ࣭第 2

部  ͤ

1 11 16/35 

原子⇞ᩱの開発（原子力をᣅく

人々） 

3 30 16/35 

⢊ᮎࣞࢳ࢚࣏ࣜン（放ᑕ⥺化学シ

ࣜーズ第1部） 

1 10 16/35 

教
育
用
技
術
映
画 

放ᑕ⥺の⟶⌮（⟶⌮༊ᇦ編） 白
黒 

1 10 16 

放ᑕ⥺の⟶⌮（ಶ人⿕᭚編） 1 10 16 

放ᑕ⥺の⟶⌮（ởᰁ㝖ཤ編） 1 9 16 

放ᑕ⥺の⟶⌮（㠀ᖖ⟶⌮編） 1 12 16 

⾲−2 日本原子力◊✲所のPR映画 
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は，業界の再編を繰り返しながら「戦前型『文化
映画』再来の夢から次第に醒め，戦後社会の要請
に応える科学映画製作の方向を見出して」（吉原，
2011:  329）いった。科学映画会社が戦後になっ
て委託製作に乗り出したことが，原子力の「平和
利用」の「科学実験」による可視化を実現する前
提となっていたのである。
　科学によって「平和利用」が描かれたこれらの
原研映画には，上映の記録も残っている。1964
年にジュネーブで開催された第３回国際連合原子
力平和利用国際会議では，『原子力と日本』の英
語版が他国の「科学的記録映画」約88巻ととも
に連日上映され（外務省国際連合局，1965），ま
た，その年の第一回「原子力の日」では全国各地
で原子力の普及活動が行われる中，東京12チャ
ンネル（現・テレビ東京）とも連動して『原子力
と日本』をはじめとする原研映画が上映されてい
る（総理府原子力局，1964）。PR映画に描かれ
た原子力の「平和利用」は，このような流布の過
程を経て広報されていったのである。
　ここまで見てきたように，1956年に設立され
た日本原子力研究所のPR映画は，原子力三原則
に背反する研究開発への社会不安への対応として
製作されていった。そこでは原子力の「平和利用」
が積極的に描かれ，「科学実験」としての可視化
によって裏付けされていた。1950年代末葉から
60年代初頭にかけてPRされた原子力のイメージ
は，科学による「平和利用」であったのである。

４　PRされた「科学技術」
　―1960年代半ばの東海発電所PR映画

4.1　原子炉火災事故から安全論争へ
　1950年代後半から60年代にかけての日本では，
政治的な問題が絡んで原子力発電の早期開発が急
がれていた（有馬，2008）。その中で，日本初の
商業用原子炉の建設に際して英国炉の受け入れ主
体の議論が起き，当時の科学技術庁長官であった

正力松太郎がこの問題を主導して，1957年11月
に日本原子力発電株式会社（以下，原電）が誕生
した。
　原電は茨城県東海村の原研の敷地に隣接する
国有林で，1960年１月から原子力発電所の建設
工事を開始し，完成した東海発電所は初臨界を
1965年5月，営業運転開始を1966年７月に迎え
ることとなる。続いて本章で取り上げる1960年
代半ばのPR映画には，この日本初の商業用原子
炉の建設から初臨界までが描かれている。
　しかし，東海発電所に設置予定のコールダー
ホール型には，建設前から安全面において大きな
問題の存在が発覚していた。1957年10月10日，
コールダーホール型の原型炉である英国ウィンズ
ケールの軍用プルトニウム生産炉で炉心火災を発
端とするメルトダウン事故が発生し，その結果，
周囲に多くの放射線が放出されたのである。こ
の事故は「付近に強い恐怖」という見出しをつ
けて新聞にも大きく取り上げられ（『朝日新聞』
1957.11.18），安全性をめぐる論争を引き起こし
た。
　この安全論争の中で取り沙汰されたのは，耐震
性の問題であった。コールダーホール改良型炉は
黒鉛ブロックを積み上げたものの中に丸い孔をあ
け，その中にウランの燃料棒を入れるという炉心
構造で，地震の多い日本には適さなかった。他に
も原研の敷地近くにある米水戸射撃場と原発の共
存の問題など，安全性に関して次々と問題が噴出
したため，1959年７月には原子炉規制法にもと
づいて安全性の問題についての公聴会が原子力委
員会主催で開かれた。この問題の決着がつくまで
にはウィンズケールの事故から２年を要し，原
子力委員会の原子炉安全審査専門部会がようや
く原子炉の安全性を容認するに至ったのは1959
年11月のことであった（日本原子力産業会議編，
1986）。

4.2　「科学技術」のクローズアップ
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　このような背景の中で，東海発電所の建設過程
を取り上げたPR映画が1960年代半ばに２本製作
された。これらは同じ対象を映しているが，それ
ぞれのPR映画の内容は大きく異なっている。
　まず一つは，建設を担当した日本第一原子力産
業グループが企画し，東京シネマが製作した『原
子力発電の夜明け』（1966）である。このPR映
画は「指導者としての英国」，「作業員や技術者の
努力」，「電力の効果」によって構成され，英国か
らの原子力技術を国産化しようとする日本の技術
者たちと，彼らによって獲得された原子の火の物
語が描かれている。
　しかし一方で，事業主の原電が企画し，岩波
映画製作所が製作した『東海発電所の建設記録』

（1966）にはそれらの要素が全く見られない。だ
とすれば，こちらには一体何が描かれたのだろう
か。
　このPR映画においても，やはり巨大ダムと同
じ視点で原発が捉えられているという指摘がある
が（吉見，2012），その一方で，ウィンズケール
原子炉火災事故に起因する安全論争への対応とし
ての「科学技術」そのものの姿が，建設過程の中
に描かれているということも指摘しておく必要が
ある。つまり，1950年代から共有されていた科
学技術振興という大義が引き継がれていたのであ
る。「科学技術」とは，つまり映画の導入部分と
終盤部分にクローズアップされる温排水を海に排

出する「放水口」と原子炉の心臓部である「圧力
容器」であり（図−１），もちろんこのような「科
学技術」の取り付け工事の場面にも構成上の重き
が置かれている。「放水口」や「圧力容器」は前
者にも登場するものの，その要素が積極的に描か
れることはない。
　また，村の中を通って機材が運搬される場面で
は，「科学技術」が村の人々と対比されるように
同一画面の中で描かれているが，そのような対比
はこのPR映画の中に幾度も見られるものである。
例えば，前半の見せ場である原子炉圧力容器の圧
力試験の一連の中にも，この対比が差し込まれて
いる。この場面では，原子力発電所周辺に立てら
れた立ち入り禁止の看板のカットの連続や，作業
員の緊張感のある面持ちが映し出されて緊迫した
状況が示されたあとに，その周辺でいつも通りに
作業をする農民の姿が映し出されていく。村の
人々との対比が，「科学技術」の存在の大きさを
ことさらに強調させるのである。
　このように「科学技術」を描いた『東海発電所
の建設記録』は，その第１部「東海発電所の建設
―第１部」（1962）がただちに公開され，国会，
関係官庁，関係会社，地元で映写された。また，
電力会社においても活用され，東海発電所建設現
場の見学者に対しての上映が行われた。そして，
第１部と第２部の総集編にあたるこのPR映画も
原発の啓蒙のために利用されたという（東海建設
記録編集委員会編，1971）。

4.3「圧力容器」「放水口」への懸念
　ただ，以上のような内容が描かれた背景には，
PR映画の製作者たちの「科学技術」への懸念が
存在していたことも記述しておかねばならない。
本稿では，福島第一原発事故の後に『東海発電所
の建設記録』の製作に助監督として関わった人物
Oに聞き取り調査を行い，その製作現場の様子な
どについてインタビューを行った（６）。
　1959年に特別嘱託として岩波映画製作所に入

図−１　『東海発電所の建設記録』
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社したOは，入社後まもなく『東海発電所の建設
記録』で助監督を務めた。このPR映画では，フリー
ランスの矢部正男に演出が任されていたため，岩
波映画の社員が助監督として同行していた。助監
督は他にも５，６人いて，手のあいた者が交代で
一回につき１週間から10日ほどのロケーション
に参加した。Oは矢部から指名を受けて，度々東
海村を訪問した。

　矢部さんは進歩的な方でした。映画界で職
能別の組合を作ろうと活動していたりしまし
た。もとは学校の理科の先生だったのですが，
小型映画を作っていて，飛行機の仕組みの映
画などを撮っていました。戦争中に監督試験
を受けて，戦後には教育映画で活躍されまし
た。彼は，今の段階で原子力発電は無理だろ
うといっていましたね。ただ生活が苦しいか
ら，この作品のように長期的なものは嫌でも
やりたがったのです。

　当時，多くの実績を上げて業界内に名をはせて
いた岩波映画では，豊富な予算のつくPR映画以
外は受注しなかった。このような映画の製作は，
フリーランスの演出家にとって旨味のある仕事
だったといえる。しかし，矢部は撮影の現場で，
原子炉圧力容器にも不満を漏らしていた。

　圧力容器なんかも，本当に大丈夫かなと思
うような厚さでした。溶接個所も昔のやり方
そのままでしたから。室内の場合は，フィル
ムの感度が低いから照明部をたくさん引き連
れていったのですが，カメラマンや照明部な
どはそんなこと考えていないようでした。し
かし，矢部さんは，あれでは不十分じゃない
かと盛んに言っていました。

　また，矢部は温排水についても，電力会社の短
絡的な思考，そして強引さに批判的な眼差しを向

けていたことが，次のエピソードからわかる。

　当時，原発ができるということで開かれた
村の人々の会合に我々も顔を出したのです
が，村の人たちは放射能を一時的にもって温
かくなった冷却水で温泉を作って村おこしし
たらどうか，なんて暢気な話をしていました。
電力会社が当時，村の人々を自然放射能のあ
るラドン温泉に連れて行って盛んに放射能は
怖くないとPRしていましたからね。矢部さ
んは，あんまり単純すぎるなと笑っていまし
たけど，電力会社の強引なところには批判的
でした。

　Oは，この映画の製作について矢部がひどく悩
んでおり，映画を完成させるのは「記録として，
証言として，残しておくためだ」と自分に言って
聞かせるように話していたとも語っている。この
ように，日本で初めての原発建設の現場を直接見
ていたPR映画の製作者は，実際には「科学技術」
への懸念を感じながらも，PR映画の撮影に取り
組んでいたのである。
　以上，日本原子力発電の企画，岩波映画製作所
の製作による東海発電所のPR映画では，ウィン
ズケール原子炉火災事故に起因する安全論争に対
応するように，とくに圧力容器などの「科学技術」
がクローズアップされていた。しかし，聞き取り
調査の中では，事後的であるとはいえ，製作者は
製作過程において「科学技術」への懸念を抱いて
いたことを語った。当時の発注者の意向や東海村
の気運のなかで，PR映画の製作者は自身の行為
を時代の「記録」として位置付けてPR映画の製
作を行なわざるを得なかったのである。つまり，
1960年代半ばにおいてPRされる原子力のイメー
ジは，懸念と表裏一体の「科学技術」だったので
ある。
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５　PRされた「近代化」
　―1960年代後半の敦賀発電所PR映画

5.1　始まる原発立地反対運動
　東海発電所の設置が決定した後に表れ始めたの
は，原発の誘致の動きであった。なかでも敦賀半
島は西方ヶ岳，蠑螺ヶ岳などの険しい山塊にはば
まれていたため，原発の建設に伴って行われる道
路の整備が人々に熱望されていた。もともと最初
に誘致したのは川西町三里浜地区（現・福井市）
であったが，地質調査の結果が思わしくなかった
ために，強固な岩盤をもっていることがわかって
いた敦賀半島が候補地に挙がった。敦賀半島での
用地買収は県当局の協力のもとで県開発公社が行
い，漁業保証協定も早期に調印され，敦賀半島
での立地計画はスムーズに動き出した。そして，
原発建設が開始される前の1966年には，敦賀市
から立石地区までの約15メートルにわたって片
側一車線の県道が整備された（朝日新聞福井局， 
1990）。
　このように福井県の誘致活動は地元の人々に
も熱烈に歓迎される形で1962年3月に始まり，日
本原子力発電敦賀発電所の建設は1967年に着工，
1970年には東海発電所に続いて営業運転を開始
していった。本章のPR映画は，この建設過程が
描かれている。
　しかし，この時期に敦賀半島で行われていた原
発誘致とは対照的に，三重県芦浜では立地反対運
動が行われていた。1963年10月，中部電力と三
重県によって熊野灘沿岸地域の原子力発電所計画
が発表され，立地地点には熊野灘が面する芦浜，
城ノ浜，大白池海岸の三つの候補が挙がった。こ
れに対し紀勢町が1964年7月に芦浜への誘致を決
議したが，同じ芦浜の一部をもつ南島町は反対決
議を行い，熊野灘沿岸の漁協と共闘を組んで反対
運動を展開した。
　熊野灘は日本三大漁場ともされていて，南鳥町
や紀勢町の漁協など，年間何十億円の水揚げを誇

る港が数多くあった。漁民たちは，あえていくば
くかの金をもたらす原発のために海を売る必要は
ないと考えたため，原発による地域開発を予定し
た三重県と中部電力の目論みは大きく外れてし
まったのである。
　原発建設の推進に回った紀勢町の漁協と反対派
の漁協は激しく対立し，1964年には「羽下橋事
件」と呼ばれる流血騒ぎにまで発展した。また，
1966年９月の「原発長島事件」では，中曽根康
弘を団長とする衆議院科学技術振興対策特別委員
会の調査団を反対派が追い返そうとし，漁民から
多数の逮捕者が出た。この流れの中で，1967年
8月には当時の田中覚知事が漁民代表を前に「原
発問題に終止符を打つ」と表明し，原発建設計
画は中断されることとなったのである（北村，
1997）。

5.2　映し出される「近代化」
　同時期に始まった原発立地反対運動を横目に，
敦賀発電所のPR映画には何が描かれたのだろう
か。原電の企画，日本映画新社の製作による『陸
の孤島を拓く―敦賀発電所建設記録』（1968）

（７）は，前章で取り上げた東海発電所のPR映画と
比べ，原子炉圧力容器などに注目されていないこ
とが指摘できる。もちろん，原子炉圧力容器が運
搬され，釣り込まれる場面は登場するが，この時
期に新しく導入された軽水炉という炉型の説明な

図−２　『陸の孤島を拓く―敦賀発電所建設記録』
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のᒣ㐨しかなかった㡭のᩔ㈡半ᓥにᡠり，建設工

事がጞまっていく。工事が㐍んでኟになると，㐨

㊰ができたことでቑえたほගᐈの姿や，㐨㊰を通

ってᾘ㜵㌴がึめて㥑けつけてきた場面も登場す

る。さらに，にはア࣓ࣜカからの機材や᰾⇞ᩱ

が，ྡ⚄㧗㏿から建設された㐨㊰を通ってᩔ㈡半

ᓥに運搬される（図−2）。つまり，原発のᜠᜨを

強調するように「㐨㊰」が⧞り㏉し描かれている

のである。 
 このような「㐨㊰」の描写は，東京電力の企画，

日映科学映画製作所の製作によるPR映画『㯪明

――⚟ᓥ原子力発電所建設記録 調ᰝ⠍』（1967）
にも見てとれる。⚟ᓥでは，⚟と同ᵝに原発が

ㄏ⮴され，ᚋを㏣うように㍍水炉が設置されてい

る。PR映画のෑ㢌では，᪂ᖿ⥺やᅋ地，ネ࢜ン

⾤なの電力ᾘ㈝地が映し出され，それらと対比

するように⚟ᓥの機関㌴や農村，⁺ が登場する。

そして，ᡭつかずのⲨ㔝，か⣽い通り㐨のあるྎ

地がࣈルࢻーࢨーや⇿◚によってᨵ㐀されたᚋに

は，建設工事にཧຍしようとする地元の人々，そ

して工事現場に▼材を運ࡪ㌴୧とともに，㐨㊰が

画面を༨ᣐするのである。 
 
5.3 「ኚㇺ」へのᝨ 
 『㝣のᏙᓥをᣅく――ᩔ㈡発電所建設記録』は，

2013年6月に㇂UPLINKで開ദされたࣗ࢟ࢻ

࣓ンࣜࢱーカルࣕࢳーマࢪ࢞ン『neoneo 02』の

ห行記念࣋ント『neoneo meets!!』のなかで上

映された。主ദのneoneo編集ᐊによれば，この

PR映画はそもそも，日本原子力発電がᥦ౪した

ᐉఏ用のࢧンプルを⚟ࣙࢪࣅࣞࢸン放㏦がᒁ内

㈨ᩱ映ീとしてಖ⟶していたものであった。それ

が同ࣅࣞࢸᒁのไ作した࣓ࣗ࢟ࢻンࣜࢱー␒⤌

『原発のまちに⏕まれて――ㄏ⮴50年 ⚟のⱞ

ᝎ』（2012）(8)中で一部取り上げられ，上映会の主

ദ者の┠に␃まったのである。  
 ᩔ㈡発電所の「ᐉఏ用」ࢧンプルとして㓄られ

ていたということだが，⬮本と₇出を担当したᯇ

ᕝඵὪ㞝はこのPR映画の製作にあたって，「ᐉఏ」

というᐇ用的な┠的とは異なるูの౯್を見出だ

していたという（Ύ水，2013）。 
 ᯇᕝは，東京大学ᩥ学部で⨾学をᑓᨷしたᚋ，

1956年に4月にᗈ࿌代⌮ᗑに入社した。しかし，

⩣年には㏥社し，大学の同⣭⏕であったᯇ本ಇኵ

のすすめで᪂⌮◊映画に入社している。さらに，

その2年ᚋには᪂⌮◊映画を㏥社して日映科学映

画製作所に入社したものの，1960年からはࣜࣇー

ࣛンࢫの活ືをጞめていった。ᡓᚋの記録映画ྐ

の㌿点に置付けられる岩波映画製作所のPR
映画製作にも関わったとされている（上ᒣ，2006）。
ᩘ々の作ရをᡭがけているが，᪂⌮◊映画に入社

したばかりの㡭には，第3❶で取り上げた『ア

トープの利用――日本の原子力』（1960）の製ࢯ

作㐍行もົめていた（大⇃，2012）。 
 ᯇᕝは，⮬㌟のࣇィルࣔグࣛࣇィーをまとめる

中で『㝣のᏙᓥをᣅく――ᩔ㈡発電所建設記録』

の製作をྂし，₇出するにあたって「カ࣓ࣛマ

ンは一㈏してኚえࡠ事，₇出は原๎としてᙳに

立ちあう事」を᮲௳に出したと述ているが，そ

の⌮⏤をḟのようにㄝ明している。 
 

 ᖹ利用と⛠するものの，原子力に対する

ᝨはࡄࡠえず，ཪ発電所の出᮶ることによ

図−2 『㝣のᏙᓥをᣅく――ᩔ㈡発電所建設記録』 
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どは一切ない。
　その一方で，この時期から始まっていた立地反
対運動への対応として繰り返し登場するのは，敦
賀半島で暮らす人々の生活が「近代化」する様子
であり，中でも注目されているのは人々が熱望し
た「道路」の建設であった。映画の冒頭では，自
家用車やカラーテレビとともに放射線監視ステー
ションの姿の見える漁村が映し出された後，１本
の山道しかなかった頃の敦賀半島に戻り，建設工
事が始まっていく。工事が進んで夏になると，道
路ができたことで増えた観光客の姿や，道路を
通って消防車が初めて駆けつけてきた場面も登場
する。さらに，冬にはアメリカからの機材や核燃
料が，名神高速から建設された道路を通って敦賀
半島に運搬される（図−２）。つまり，原発の恩
恵を強調するように「道路」が繰り返し描かれて
いるのである。
　このような「道路」の描写は，東京電力の企画，
日映科学映画製作所の製作によるPR映画『黎明
―福島原子力発電所建設記録 調査篇』（1967）
にも見てとれる。福島では，福井と同様に原発が
誘致され，後を追うように軽水炉が設置されてい
る。PR映画の冒頭では，新幹線や団地，ネオン
街などの電力消費地が映し出され，それらと対比
するように福島の機関車や農村，漁港が登場する。
そして，手つかずの荒野，か細い通り道のある台
地がブルドーザーや爆破によって改造された後に
は，建設工事に参加しようとする地元の人々，そ
して工事現場に石材を運ぶ車両とともに，道路が
画面を占拠するのである。

5.3　「変貌」への疑惑
　『陸の孤島を拓く―敦賀発電所建設記録』は，
2013年６月に渋谷UPLINKで開催されたドキュ
メンタリーカルチャーマガジン『neoneo 02』の
刊行記念イベント『neoneo meets!!』のなかで
上映された。主催のneoneo編集室によれば，こ
のPR映画はそもそも，日本原子力発電が提供し

た宣伝用のサンプルを福井テレビジョン放送が局
内資料映像として保管していたものであった。そ
れが同テレビ局の制作したドキュメンタリー番組

『原発のまちに生まれて―誘致50年 福井の苦
悩』（2012）（8）中で一部取り上げられ，上映会の
主催者の目に留まったのである。
　敦賀発電所の「宣伝用」サンプルとして配られ
ていたということだが，脚本と演出を担当した松
川八洲雄はこのPR映画の製作にあたって，「宣伝」
という実用的な目的とは異なる別の価値を見出だ
していたという（清水，2013）。
　松川は，東京大学文学部で美学を専攻した後，
1956年に４月に広告代理店に入社した。しかし，
翌年には退社し，大学の同級生であった松本俊
夫のすすめで新理研映画に入社している。さら
に，その２年後には新理研映画を退社して日映科
学映画製作所に入社したものの，1960年からは
フリーランスの活動を始めていった。戦後の記録
映画史の転換点に位置付けられる岩波映画製作
所のPR映画製作にも関わったとされている（上
山，2006）。数々の作品を手がけているが，新
理研映画に入社したばかりの頃には，第３章で
取り上げた『アイソトープの利用―日本の原
子力』（1960）の製作進行も務めていた（大熊，
2012）。
　松川は，自身のフィルモグラフィーをまとめる
中で『陸の孤島を拓く―敦賀発電所建設記録』
の製作を懐古し，演出するにあたって「カメラマ
ンは一貫して変えぬ事，演出は原則として撮影に
立ちあう事」を条件に出したと述べているが，そ
の理由を次のように説明している。

　平和利用と称するものの，原子力に対する
疑惑はぬぐえず，又発電所の出来ることに
よって１つの寡村が果して本当に豊かになり
幸せになるか，というまさに企業側の殺し文
句そのものの真実度を見つめる事が，少なく
とも映画を撮る以上責任をもってとるべき
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態度，と思ったからである。（松川，1976: 
17）

　松川はこのように原子力への疑惑を根底にもち
ながら，スポンサードという形態の映画製作に対
する態度を模索していた。そして，そのような模
索により完成したPR映画を巨額な金と文明が流
れ込んだ村の「変貌の記録」であると位置付け，
次のように述べている。

　産小舎が残り，第××機関銃と刷り込まれ
た板が打ちつけられ，落下傘の布で学芸会の
衣裳を作っている部落にタイムトンネルが通
じ，部落の人々にとっては巨額な金と「文明」
が流れ込む。その移り変わりを建設記録とと
もに記録していった。PR映画であるが同時
に変貌の資料になっている筈だ。そして，最
初のシナリオの仮題はたしか「変貌の記録」
である筈だ。（松川，1976: 17）

　誘致によって建設された敦賀発電所のPR映画
は，同時期に起きた原発立地反対運動への対応と
して製作された。そこでは原発のもたらす恩恵と
しての「近代化」が描かれ，とくに「道路」を描
写することによって原子力について人々を啓蒙し
た。しかし，この背後には製作者の原子力に対す
る疑惑があり，むしろ村の変貌の「記録」を見つ
めようとする態度が描かれる「近代化」の拠り
所となっていた。これには，前章でみたものと
全く同じ構図を見いだすことができる。つまり，
1960年代後半にPRされる原子力のイメージは，
疑惑によって記録された「近代化」だったのであ
る。

６　おわりに

　以上，本稿では，1950年代末葉から60年代ま
での原子力のPR映画に，「平和利用」，「科学技術」，

「近代化」が描かれていたことを明らかにしてき
た。
　まず，1950年代末葉から60年代初頭にかけて
の原研のPR映画では，原子力三原則に背反して
いるために「軍事利用」に結びつく恐れのある原
子力開発への社会不安に対応する形で，原子力の

「平和利用」の様々な可能性が描かれた。「平和利
用」は科学実験によって可視化され，その結果，
当時の社会的大義とされていた科学という裏付け
によって「平和利用」への期待が作り出されてい
た。
　その後，1960年代半ばの日本最初の商業用原
子力発電所である東海発電所建設をめぐるPR映
画では，英国の原子炉火災事故に起因する安全論
争への対応として，原子炉圧力容器や放水口など
の「科学技術」そのものが焦点化された。その中
では，「科学技術」が村の人々と対比されるよう
に同一画面の中で描かれ，「科学技術」の存在の
大きさがことさらに強調されていた。
　さらに，1960年代終盤の敦賀発電所のPR映画
では，この頃に始まった原発立地反対運動への対
応として，原発の恩恵によって人々の生活が「近
代化」していく様子が建設過程の中に映し出され
ていた。象徴的に何度も画面に登場するのは，当
時，地元で熱望されていた「道路」の姿であった。
　このように辿られてきたPR映画に描かれた原
子力の「平和利用」「科学技術」「近代化」の変遷
を見てみると，電力産業や原子力政策を進める官
公庁が大きなスポンサーとなっていたPR映画は，
問題が起こるたびにその表象の姿形を変えなが
ら，原子力について人々を啓蒙し続けてきたこと
がわかる。
　しかし，今回，分析対象にしたPR映画に即し
て言えば，PR映画における原子力への意味付け
は，必ずしもそのような単線的なものだけではな
かった。特に，先行研究で指摘されていた敦賀発
電所だけでなく，東海発電所のPR映画の表象に
も原発推進主体の意図に回収されない，受注者で
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ある製作者たちの抱いた「記録」としての意味付
けが存在していたという分析は本稿の新規的な点
であり，1960年代半ば以降の製作者たちは原子
力に対して懸念や疑惑を抱きながら製作活動を
行っていたことが検証された。そして，むしろそ
のような「記録」として原子力のPR映画に表象
された「科学技術」や「近代化」が，戦後日本社
会の原子力に関する社会意識の形成過程に見て取
ることができたと結論づけられる。福島第一原発
事故に至るまでの戦後日本社会における原子力へ
のイメージは，こうしてPR映画というメディア
の複雑な構造のなかでも着々と醸成されていった
のである。
　もちろん，本稿はあくまでも発注者と受注者へ
の視点を重視したものの，特に製作者の証言から
PR映画を論じたため，発注者側の証言が参照さ
れていない。また，上映過程などの「観客」の社
会的文脈も抜け落ちている。「発注者」「受注者＝
製作者」「観客」の三者の関係を見ることは，PR
映画による戦後日本社会の原子力への社会意識の
形成過程をより複合的に明らかにするため，これ
らの点は別稿でより詳細な検証をすることが必要
である。しかし，これまで包括的な研究がなされ
てこなかったPR映画に描かれる原子力の表象の
変容が社会的文脈の中で部分的にも検証されたこ
とは，PR映画という文化遺産の再評価，ならび
に原子力への社会意識の形成過程の解明のための
新たな一歩になり得るのではないだろうか。

注
 （１） 見田宗介は社会意識が社会的存在によって

規定されるとし，「伝達過程をつうじて，
前代の，あるいは他の社会意識の影響をも
うける」（見田，1979: 106）と述べている。
ここでは，伝達過程の一つの回路であるメ
ディアの表象に注目している。

 （２） 『原研10年史』（日本原子力研究所，1966）
に掲載されている表の一部を改編して引

用した。表−２には1957年から66年まで
に製作された日本原子力研究所のPR映画
20本のうち，19本がリスト化されている。
残りの１本については引用元にタイトル等
の記載がなく，「39年３月にはSL-1の事故
に関するUSAEC映画の日本語版を制作完
成した」（日本原子力研究所，1966: 243）
との記述があるのみである。また，引用元
に正確な製作年の記載がないため，表−２
にも記載していない。「※」の印が付いて
いる作品は，英語版も製作されている。

 （３） 『日本原子力研究所・第２部』，及び『国産
１号炉』の正確な製作年は不明である。

 （４） ダム建設のPR映画とは，電源開発の企画
で岩波映画製作所が製作した『佐久間ダム』

（1954-1958）である。『佐久間ダム』に描
かれる「壮大な自然と巨大技術の格闘」（吉
見，2012: 182）という視点が，1950年
代から60年代にかけての原発建設の映像
にも貫かれていると吉見は指摘している。

 （５） 本稿ではPR映画のタイトルを映像内の表
示に基づいて記載したため，表１とは副題
の有無などが異なっている。

 （６） 2013年５月１日，都内にて実施。執筆者
単独での半構造化インタビューによって行
われた。主な質問項目は，以下の４点で
ある。①岩波製作所とOの関わりについて 
②『東海発電所の建設記録』の制作現場に
ついて ③『東海発電所の建設記録』の映
像内容について ④原子力に関するPR映画
の全体像について。

 （７） 『陸の孤島を拓く―敦賀発電所建設記
録』の製作された年について，松川八洲
雄自身はフィルモグラフィーに1968年と
記 載 し て い る（ 松 川，1976）。『neoneo 
meets!!』で上映されたPR映画も1968年製
作とされていたが，その実際の画面上のタ
イトルは『陸の孤島を拓く―敦賀発電所
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建設の記録』であり，1970年とされる映
像が含まれた54分の作品であった。その
ため，映像文化製作者連盟の「作品登録」
データベースを確認したところ，1968
年 版（ 平 成27年 ８ 月22日 取 得，http://
www.eibunren.or.jp/database/cgi-bin/
detail.cgi?CODE=1000010184） だ け で
なく，1970年版（平成27年８月22日取得，
http://www.eibunren.or.jp/database/cgi-
bin/detail.cgi?CODE=1000010164）が掲
載されていた。以上から，本稿では1970
年版を視聴した可能性が高いが，論述の中
では初出の1968年を採用して，1960年代
のPR映画として論じた。

 （８） 福井テレビ制作の『原発のまちに生まれ
て―誘致50年 福井の苦悩』（2012）は，
第８回日本放送文化大賞準グランプリ受賞
作品である。福島第一原子力発電所事故か
ら１年後の原発を抱える福井県の地元の
人々の苦悩を，原発導入の歴史的経緯とと
もに追っている。
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ňαεςΠφϒϧɾΠϊϕʔγϣϯͷͨΊͷஐʯ

１　ԣװ࿈߹ίϯϑΝϨϯε

　2015年12月5 〜 6日，名古市昭和区ޚ器所
の名古工業大学で，第６回横幹連合コンファレ
ンスが開催された。
　横幹連合（特定ඇ営利活動法人「横断型基幹科
学技術研究団体連合」）とは，およそ40の工学系
学会から構成される学会連合で，طに10年以上
の歴史を持つ。社会情報学会も，文理融合の理念
から，設立当初より横幹連合に参加している。ま
た，本稿の筆者である遠藤は，2013年から横幹
連合副会長を務めており，強い連携を結んでいる。
　横幹連合では，ִ年で総合シンポジウムとコン
ファレンスを交ޓに開催してきた。2015年度の
第６回横幹連合コンファレンスでは，「これまで
10年にり横幹連合コンファレンスで議論され
てきた「コトつくり」を౿まえ，ߋに次の10年
への橋しの意もこめて「サステイナブル・イノ
ベーションのためのஐ」」（「ѫࡰ」より）が統一テー
マとされた。４件の特別講演，本部企画の「先達
セッション」と実行委員会企画のňए手研究者セッ
ションŉ の特別セッションとともに，５つの領域，
ώトの՝題解決と実ફ，モノの՝題解決と実ફ，
サービスの՝題解決と実ફ，組織の՝題解決と実
ફ，その他の՝題解決と実ફを議論するオーガナ
イズドセッションによって構成された。
　遠藤は，プログラム委員を務めるとともに，「明
日の社会とロϘット」と題したオーガナイズド
セッションをオーガナイズし，社会情報学会から

ᓎ井成一朗先生（事務局長）にもご登ஃいただい
た。
　ここでは，特別講演と「明日の社会とロϘット」
セッションについて，؆単にご報告させていただ
くこととする。

２　ಛผߨԋ

　第６回横幹コンファレンスでは，幅広く多方面
の切り口からこれからの「ஐ」のあり方を考える
ため，例年より多い４件の特別講演が行われた。
　講演者とそのタイトル，֓要は以下の通りであ
る。（ʦ֓要ʧは，『予稿集』を参照した）。
˙ 基調講演「社会・科学・技術について」：国立

長ण医ྍ研究センター名༪総長大島৳一ࢯ
　 ʦ֓要ʧ我が国は，現在，高ྸ社会へと急激

に変貌しつつあり，科学技術もどうあるべき
かが問われている。専門分化にもとづく20世
紀の学術から，いかに社会の求める学術とす
るか，経験を౿まえて論じられた。

˙ 社会特別講演「人と建ஙと」：株式会社みかん
ぐみ代表取క役加茂紀和子ࢯ

　 ʦ֓要ʧ時代と共に変化する建ஙの在り方につ
いて論じŊ 人のډ場所としてŊ 多義的な社会
資本としてあるために様々な分野とのコラϘ
レーションが必要であると論じられた。

˙ 技術動向講演「３Dプリンタの創作過程，当
時の評価，特ڐの失敗」：շ༑国際特ڐ事務所
ห理士小ۄल男ࢯ
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　 ʦ֓要ʧ３Dプリンタの必要性を意識してから
萌芽的技術に८り合うまでの過程を述べ，日
本で３Dプリンタ技術の特ڐ取得がなされな
かった「失敗の本質」が論じられた。

˙ 戦ए手講演「切れ味の良い分子を自然界に
もとめて」：筑波大学数理物質系化学域।教त
北কथࢯ

　 ʦ֓要ʧ天然由来の化合物は，構造や機能の点
で多様性がみられ，化学の視点から生物学の
重要な事象を解明してきた。本講演では，こ
れまでにࢯが発見した生物活性天然物の構造
や機能について紹介された。

３　ΦʔΨφΠζυηογϣϯ「໌のࣾձ
ͱϩϘοτ」

　このセッションは，「近年，ै来の「ロϘット」
とは異なるイメージのロϘットが続々と実用化さ
れている。例えば，無人飛行体のドローンや，自
動আ機のiRobotなどである。ロϘットを産業化
することの可能性と問題とを，分野横断的かつ客
観的に議論する場をつくる」というझ旨で企画さ
れた。
　登ஃ者とその報告タイトル，報告֓要は以下の
通りである。（�を付した登ஃ者は，社会情報学会
会員，ʦ֓要ʧは，各報告者の予稿から編集させ
ていただいた）。
˙ オーガナイザー：�遠藤薫（学श院大学）
˙「明日のロϘット創り」：平井成興（ઍ葉工業

大学） 
　 ʦ֓要ʧロϘットは，ै来から製業造では盛さ

んにわれてきたが，最近，サービス業でも
導入が進められてきている。ロϘットが我々
の社会にਁಁしてきた経緯を振り返り，現状
の動向から，これからのロϘットはどのよう
に創られていくのか考察する．

˙「ロϘットとシンギュラリティ 」：�ᓎ井成一
朗（明治学院大学）

　 ʦ֓要ʧ現在，人工知能は第三次ブームが౸来
し，シンギュラリティの可能性が指摘される
ようになってきた.シンギュラリテイとは，機
ց知能が人間を྇ぐようになることを意味す
る．本稿では， SF映画における描写に基づき，
ロϘットと人のあり方を考察する． 

˙「ňロϘットと生きる明日の社会」：�遠藤薫（学
श院大学）

　 ʦ֓要ʧロϘット実用化の進展は，「ロϘット
と人間の共生は可能か」という古య的な問題
を改めてුかび上がらせている。2015年５月
に実施した意識調査l
の結果を౿まえつつ，人
類史的な視点からこの問題について考察する。

͚ͯにޙࠓ　４

　今後も，このような広がりをもった議論の場を
֦げていきたい。なお，昨年度開催された第5回
横幹総合シンポジウムの「カワイイ文化」に関す
るセッションは，大きな反響を呼び，2016年４
月に公刊される。ごཡいただければ幸いである。
　2016年11月18 〜 19日には，ܚጯ義क़大学矢
上キャンパスで第７回横幹連合コンファレンス

（2016年度から，ຖ年「横幹連合コンファレンス」
とする）が開催される。みなさまのご参加をお待
ちしています。

参考文献
横幹連合第６回総合シンポジウム実行委員会
（2015）『第６回横幹連合コンファレンス』予
稿集

ձの໊ݹۀେֶ（2015�12�6　ԕ౻ࡱӨ）
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らⴌⱆ的技術にᕠりྜうまでの過程を述ࠊ

日本で㸱D プࣜンࢱ技術の≉チ取得がなされ
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これまでにẶが発見した⏕物活ᛶኳ↛物の構

㐀や機⬟について⤂された。 
 
࣎ッシࣙン「明日の社会とロࢭࢻズࢼ࢞ー࢜3
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このࢭッシࣙンはࠊ「㏆年ࠊᚑ᮶の「ロ࣎ット」

とは異なる࣓ーࢪのロ࣎ットが続々とᐇ用化さ

れている。例えばࠊ↓人㣕行体のࢻローンやࠊ⮬

ືᤲ㝖機の iRobotなである。ロ࣎ットを産業化

することのྍ⬟ᛶとၥ㢟とをࠊ分㔝ᶓ᩿的かつᐈ

ほ的に議論する場をつくる」という㊃᪨で企画さ

れた。 
登ቭ者とそのሗ࿌ࢱトルࠊሗ࿌ᴫ要は以ୗの

通りである。（*を付した登ቭ者はࠊ社会ሗ学会

会員，㹙ᴫ要㹛はྛࠊ ሗ࿌者のண✏から編集させて

いただいた）。 
 ー㸸*㐲⸨⸅（学⩦㝔大学）ࢨࢼ࢞ー࢜ڦ
㸸ᖹ成興（༓ⴥ工業大「ットり࣎明日のロ」ڦ

学）  
㹙ᴫ要㹛ロ࣎ットはࠊᚑ᮶から製業㐀では┒さ

んにわれてきたが，᭱㏆，ࢧーࢫࣅ業でも導

入が㐍められてきている。ロ࣎ットがᡃ々の社

会にᾐ㏱してきた⤒⦋を振り㏉り，現状のືྥ

から，これからのロ࣎ットはのようにられ

ていくのか⪃ᐹする㸬 
㸸*Ḉ成一ᮁ「 ィࢸࣜࣛࣗࢠットとシン࣎ロ」ڦ

（明学㝔大学） 
㹙ᴫ要㹛現在，人工▱⬟は第୕ḟࣈームが฿᮶

し，シンࢸࣜࣛࣗࢠィのྍ⬟ᛶが指摘されるよ

うになってきた.シンࢸࣜࣛࣗࢠとは，機Ე▱

⬟が人㛫をࡄようになることをពする㸬本

✏では， SF映画における描写にᇶ࡙き，ロ࣎

ットと人のあり方を⪃ᐹする㸬  
㸸*㐲⸨⸅（学「ットと⏕きる明日の社会࣎㺀ロ」ڦ

⩦㝔大学） 
㹙ᴫ要㹛ロ࣎ットᐇ用化の㐍ᒎはࠊ「ロ࣎ット

と人㛫の共⏕はྍ⬟か」というྂ的なၥ㢟を

ᨵめてᾋかࡧ上がらせている。2015年㸳月に

ᐇしたព㆑調ᰝ l)の⤖果を㋃まえつつࠊ人㢮

ྐ的な視点からこのၥ㢟について⪃ᐹする。 
 
4ᚋにྥけて 
 
 ᚋもࠊこのようなᗈがりをもった議論の場を

ᣑげていきたい。なおࠊ年度開ദされた第5ᅇ

ᶓᖿ総ྜシンࢪ࣏ウムの「カ࣡ᩥ化」に関す

るࢭッシࣙンはࠊ大きな㡪を2016ࠊࡧ 年 4
月に公หされる。ࡈぴいただければᖾいである。 
 2016 年 11 月 18ࠥ19 日にはࠊ᠕義ሿ大学▮

上ࣕ࢟ンࢫࣃで第 7 ᅇᶓᖿ連ྜࢥンࣞࣇンࢫ

（2016年度からࠊẖ年「ᶓᖿ連ྜࢥンࣞࣇンࢫ」

とする）が開ദされる。ࡳなさまのࡈཧຍをおᚅ

ちしています。 
 

ཧ⪃ᩥ⊩ 
ᶓᖿ連ྜ第 6 ᅇ総ྜシンࢪ࣏ウムᐇ行委員会

（2015）『第 6 ᅇᶓᖿ連ྜࢥンࣞࣇンࢫ』ண

✏集 

 
会場のྡྂᒇ工業大学（2015.12.6 㐲⸨ᙳ） 
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ࣾձใֶձࢍڠʮϦεΫࣾձʹ͓͚Δެੑڞͷߏసͱࣾձؔࢿຊ
ձՊֶ͔Βͷઓʯެ։γϯϙδϜ͓ΑͼϫʔΫγϣοϓࣾࢉܭ�

１　「ϦεΫࣾձにお͚Δެੑڞのߏస
ͱࣾձؔࢿຊࣾࢉܭ�ձ科学͔Βのઓ」
ެ։γϯϙδϜおΑͼϫʔΫγϣοϓ

2016年２月27日，東京大学工学部３号館で，「リ
スク社会における公共性の構造転換と社会関係資
本�計算社会科学からの戦」公開シンポジウム
が開催された。また翌日には，さまざまな分野の
研究者によるワークショップが行われた。主催は，
՝題設定による先導的人文学・社会科学研究推進
事業 領域開拓プログラム「リスク社会における
メディアの発達と公共性の構造転換〜ネットワー
ク・モデルの比較行動学に基づく理論・実証・シ
ミュレーション分析」プロジΣクトである。

社会情報学会のほか，東京大学，学श院大学，
神戸大学，横幹連合，日本社会学会，数理社会学
会，人工知能学会などの協ࢍ，後ԉもいただいた。

本シンポジウムは，計算社会科学の視࠲から重
的メデイア環境におかれたリスク社会における
公共性と社会関係資本の݈全な形成の条件を明
らかにすることをめざしたもので，ট待講演に
はϤーロッパで計算社会科学をリードするProf. 
Dirk Helbingをおটきした。

まだ新しい分野なので，参加者が少ないのでは
ないかと心配したが100人近い参加者で，会場は
熱気にあふれていた。

以下，ট待講演，基調講演，パネル・ディスカッ
ションについて，؆単にご報告させていただくこ
ととする。

２　公開シンポジウム

公開シンポジウムでは，ট待講演，基調講演，
パネルディスカッションが行われた。

講演者とそのタイトルは以下の通りである。
˙ ট 待 講 演 ‘How to #uild a Smart Digital 

Society Together.’： Prof. D. Helbing（チュー
リッώ工科大学）

˙ 基調講演「間メディア社会における公共性の
構造転換」：�遠藤薫（学श院大学法学部教त）

社会ሗ学会༠㈶「ࣜࢫク社会における公共ᛶの構㐀㌿と社会関係㈨本

—ィ⟬社会科学からのᣮᡓ」公開シンࢪ࣏ウムおよ࣡ࡧークシࣙップ

学⩦㝔大学 㐲⸨ ⸅

Gakushuin University Kaoru, ENDO
 

ク社会における公共ᛶの構㐀㌿と社ࢫࣜ」 1

会関係㈨本—ィ⟬社会科学からのᣮᡓ」公開シン

 ークシࣙップ࣡ࡧウムおよࢪ࣏
 
 2016 年 2 月 27 日ࠊ東京大学工学部 3 ྕ㤋でࠊ

ク社会における公共ᛶの構㐀㌿と社会ࢫࣜ」

関係㈨本—ィ⟬社会科学からのᣮᡓ」公開シン࣏

まなࡊさまࠊウムが開ദされた。また⩣日にはࢪ

分㔝の◊✲者による࣡ークシࣙップが行われた。

主ദはࠊㄢ㢟設ᐃによるඛ導的人ᩥ学࣭社会科学

◊✲᥎㐍事業 㡿ᇦ開ᣅプログࣛム「ࣜࢫク社会に

おける࣓ࢹィアの発㐩と公共ᛶの構㐀㌿㹼ネッ

ト࣡ーク࣭ࣔࢹルの比㍑行ື学にᇶ࡙く⌮論࣭ᐇ

ド࣭ シ࣑ࣞࣗーシࣙン分ᯒ」プロ࢙ࢪクトである。 
 社会ሗ学会のかࠊ東京大学ࠊ学⩦㝔大学ࠊ

⚄ᡞ大学ࠊᶓᖿ連ྜࠊ日本社会学会ᩘࠊ⌮社会学

会ࠊ人工▱⬟学会なの༠㈶ࠊᚋもいただいた。 
 本シンࢪ࣏ウムはࠊィ⟬社会科学の視ᗙから重

ᒙ的࣓ࢹア⎔ቃにおかれたࣜࢫク社会における

公共ᛶと社会関係㈨本の全なᙧ成の᮲௳を明ら

かにすることをめࡊしたものでࠊᣍᚅㅮ₇にはࣚ

ーロッࣃでィ⟬社会科学をࣜーࢻするProf. Dirk 
Helbingをおᣍきした。 
 まだ᪂しい分㔝なのでࠊཧຍ者がᑡないのでは

ないかと心㓄したが100人㏆いཧຍ者でࠊ会場は

⇕Ẽにあࡩれていた。 
 以ୗࠊᣍᚅㅮ₇ࠊᇶ調ㅮ₇ࣃࠊネル࣭ࢹィࢫカ

ッシࣙンについてࠊ⡆༢にࡈሗ࿌させていただく

こととする。 

 
 
2 公開シンࢪ࣏ウム 
 
公開シンࢪ࣏ウムではࠊᣍᚅㅮ₇ࠊᇶ調ㅮ₇ࠊ

 。カッシࣙンが行われたࢫィࢹネルࣃ
ㅮ₇者とそのࢱトルは以ୗの通りである。 

ᣍᚅㅮ₇ ڦ ‘How to Build a Smart Digital 

Society Together.’㸸 Prof. D. Helbing（ࣗࢳー

ࣜッࣄ工科大学） 
ィア社会における公共ᛶのࢹᇶ調ㅮ₇「㛫࣓ ڦ

構㐀㌿」㸸*㐲⸨⸅（学⩦㝔大学ἲ学部ᩍᤵ） 
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˙ パネル・ディスカッション
˘ 佐藤　Յྙ「計算社会科学による社会டং

の解明」（社会学分野，東北大学教त）
˘ 数　直紀「なͥ，டং形成なのかʁ―計

算社会科学と計算社会学の間」（社会学分野，
学श院大学教त）

˘ 鳥海　不二夫「ソーシャルメディアにおける
৴པの構ங」（情報学分野，東京大学।教त）

˘ 上東　و志「利ӹ૬反の分類と社会組織の
安定性」（経済学分野，神戸大学教त）

３　ϫʔΫγϣοϓ

翌日は，	株
ホットリンクの会議室をआりて，
公開ワークショップが開催された。社会情報学会
研究活動委員会（数理部門）との共催である。

ワークショップは，岡田༐先生（社会情報学会
研究活動委員会委員，創価大学）の総合司会のも
と，Helbing教तの講演に始まり，岩井३先生（社
会情報学会研究活動委員会委員，群馬大学）をは
じめとする，さまざまな分野にまたがる研究者の
報告がなされた。すべて英語で行われたにもかか
わらず，参加者も多く，活発な議論がなされた。

֓要は以下の通りである：
˙ Cordinator：� Isamu Okada ! Soka 

University
˙ 講演：Dirk Helbing !ETH, Swiss
　 ”From Computational Social Science to 

Global Systems Science” 
˙ 報告

˘ Akira Ishii ! Tottori U, Soc. Phys
　 “Analysis of social attentions on social 

networks using mathematical model  of 
sociophysics approach” 

˘ Hiroki Takikawa ! Tohoku U, Soc.
　 “A Review on the Current Status of 

Computa t i ona l  Soc ia l  Sc i ence  in 
Sociology”

˘ Takash i  Kamih i ga sh i  !  Kobe  U , 
Macroecon.

　 “Computational Methods in Dynamic 
Macroeconomics”

˘ Takash i  Kamih i ga sh i  !  Kobe  U , 
Macroecon.

　 “Computational Methods in Dynamic 
Macroeconomics”

˘ Kazutoshi Sasahara ! Nagoya U, Info. 
Sci.

　 “Collective #ehavior of Social Sensors and 
Its Application to Social Science”

˘ �A t su sh i  Iwa i  !  Gunma  U ,  Soc . 
Informatics

　 “A Design of Agent-based GDSS that
　 Supports Anonymous Communication
　 and the Convergent Process”

˙ Discussion

͚ͯにޙࠓ　４

本プロジΣクトは，今後も継続的に進めていく
予定である。

3 ヶ月後の2016年７月２日には，やはり計算
社会科学の世界的権Җである，コーネル大学の
Michael Macy教तをおটきして，学श院大学中
央教育研究౩で，公開シンポジウムを開催する予
定である。同じく７月３日には，ワークショップ
も開催予定であり，一般からの報告も公募の予定
である。社会情報学会のみなさまには，ੋඇ，ご
参加いただければ幸いです。

ϫʔΫγϣοϓʹͯ（2016�2�2�　ԕ౻ࡱӨ）
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 カッシࣙンࢫィࢹネル࣭ࣃ ڦ
బ⸨ 「ィ⟬社会科学による社会⛛ᗎ ڧ

のゎ明」（社会学分㔝ࠊ東大学ᩍᤵ） 
ᗎᙧ成なのか㸽−−ィ⛛ࠊࡐᅵ ┤⣖「なᩘ ڧ

⟬社会科学とィ⟬社会学の㛫」（社会学分㔝ࠊ

学⩦㝔大学ᩍᤵ） 
ィアにおけるࢹーシࣕル࣓ࢯ」㫽海 ኵڧ

ಙ㢗の構⠏」（ሗ学分㔝ࠊ東京大学ᩍᤵ） 
上東 ㈗ᚿ「利┈┦の分㢮と社会⤌⧊の安ڧ

ᐃᛶ」（⤒῭学分㔝ࠊ⚄ᡞ大学ᩍᤵ） 
 
3࣡ークシࣙップ 
 
⩣日はࠊ(ᰴ)࣍ットࣜンクの会議ᐊをりてࠊ

公開࣡ークシࣙップが開ദされた。社会ሗ学会

◊✲活ື委員会（ᩘ⌮部㛛）との共ദである。 
࣡ークシࣙップはࠊᒸ⏣ຬඛ⏕（社会ሗ学会

◊✲活ື委員会委員ࠊ౯大学）の総ྜྖ会のも

とࠊHelbingᩍᤵのㅮ₇にጞまりࠊ岩῟ඛ⏕（社

会ሗ学会◊✲活ື委員会委員ࠊ⩌㤿大学）をは

じめとするࠊさまࡊまな分㔝にまたがる◊✲者の

ሗ࿌がなされた。すて英語で行われたにもかか

わらずࠊཧຍ者もከくࠊ活発な議論がなされた。 
ᴫ要は以ୗの通りである㸸 

ڦ Cordinator 㸸 * Isamu Okada @ Soka 
University 
 ㅮ₇㸸Dirk Helbing @ETH, Swissڦ
�”From Computational Social Science to Global 
Systems Science”  
 ሗ࿌ڦ
 Akira Ishii @ Tottori U, Soc. Physڧ
�“Analysis of social attentions on social 
networks using mathematical model  of 
sociophysics approach”  
 .Hiroki Takikawa @ Tohoku U, Socڧ
�“A Review on the Current Status of 
Computational Social Science in Sociology” 
ڧ Takashi Kamihigashi @ Kobe U, 

Macroecon. 
�“Computational Methods in Dynamic 
Macroeconomics” 
ڧ Takashi Kamihigashi @ Kobe U, 
Macroecon. 
�“Computational Methods in Dynamic 
Macroeconomics” 

 .Kazutoshi Sasahara @ Nagoya U, Info. Sciڧ 
�“Collective Behavior of Social Sensors and 
Its Application to Social Science” 
ڧ *Atsushi Iwai @ Gunma U, Soc. 
Informatics 
�“A Design of Agent-based GDSS that 
Supports Anonymous Communication 
� and the Convergent Process” 

 Discussionڦ
 
4ᚋにྥけて 
 
 本プロ࢙ࢪクトはࠊᚋも継続的に㐍めていく

ணᐃである。 
 3 ࣨ月ᚋの 2016 年 7 月 2 日にはࠊやはりィ⟬

社会科学のୡ⏺的ᶒጾであるࢥࠊーネル大学の

Michael Macy ᩍᤵをおᣍきしてࠊ学⩦㝔大学中

ኸᩍ⫱◊✲Ჷでࠊ公開シンࢪ࣏ウムを開ദするண

ᐃである。同じく7月3日には࣡ࠊ ークシࣙップ

も開ദணᐃでありࠊ一⯡からのሗ࿌も公ເのணᐃ

である。社会ሗ学会のࡳなさまにはࠊ㠀，ࡈ

ཧຍいただければᖾいです。 

 
࣡ークシࣙップにて（2016.2.28 㐲⸨ᙳ） 
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学शӃେ学　　ԕ ౻ ɹ ܆
Gakushuin University　Kaoru, ENDO

ԣװʪͷ౷߹ʫγϦʔζץ

１　ԣװʪの౷߹ʫγϦʔζץ

2016年４月10日，いよいよ，「ԣװʪͷ౷߹ʫ
γϦʔζʯͷୈ̍ɼୈ̎ͱͯ͠ɼhʪͷ౷߹ʫ
ԿΛղܾ͢Δͷ͔』と『カワイイ文化とテクノ
ロジーのӅれた関係』が，東京電機大学出版局か
ら刊行される運びとなった。
「第６回横幹連合コンファレンス」活動報告で

も述べたように，横幹連合（特定ඇ営利活動法人
「横断型基幹科学技術研究団体連合」）とは，お
よそ40の工学系学会から構成される学会連合で，
に10年以上の歴史を持つ。社会情報学会も，文ط
理融合の理念から，設立当初より横幹連合に参加
している。また，社会情報学会副会長も務めさせ
ていただいている遠藤は，2013年から横幹連合
副会長を務めており，強い協力関係を結んでいる。

横幹連合がඪᒗする「横断型基幹科学技術」と
は，「論理を規ൣ原理とし，自然科学，人文・社
会科学，工学などを横断的に統合することを通し
て異分野の融合をଅし，それにより新しい社会的
価値の創出をもたらす基盤学術体系である。ʦ補
説明ʧたとえば，社会，人間，環境，生໋，経
営，組織マネジメントなどをѻうために生み出さ
れた，統計学，シミュレーション学，最適化手法，
情報学，設計学などの学術体系で」あり，「横幹
連合は，文理にまたがる43（設立時）の学会が，
自然科学とならぶ技術の基ૅである「基幹科学」
の発展と振興をめざして大同団結したもので，限
りなくタテに細分化されつつある科学技術の現実

の姿に対して，「横」の࣠の重要性をૌえそれを
強化するためのさまざまな活動を行う」ことを目
的としている（横幹公式サイト１）より）。

この理念は，社会情報学会のझ旨とも共໐しあ
うものである。

この目ඪをさらにメタレベルで表現するなら
ば，ʪ知の統合ʫということになるだろう。それ
は学術的な目ඪであるにとどまらず，環境問題や
自然災など，現代のॾ問題を解決するには，ʪ知
の統合ʫが必要不可欠である。このことを広く知っ
ていただくためにこのシリーズは企画された。以
下，その内容について؆単にご紹介する。

�　ୈ１ ʪhの౷߹ʫはԿΛղܾ͢Δの͔ʱ

このԣװʪͷ౷߹ʫγϦʔζͷୈ͕̍ɼhʪ
ͷ౷߹ʫԿΛղܾ͢Δͷ͔�ϞϊͱίτͷμΠ
φϛζϜʱである。

第１ということもあって，この巻では横幹連
合をこれまでݗ引してきた方々（歴代の会長・副
会長）が，横幹連合が目指すʪ知の統合ʫについ
ての想いを具体的に語っている。

内容は，次の通りである。
第１章 人工物観：吉川弘之（東大名༪教त）
第２章 コトつくりからシステム統合へ：村
英紀（東大名༪教त）
第３章 コトをଌる： 出口光一郎（東北大名༪
教त）
第４章 マネジメントとコトつくりの科学技術： 
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ླ久හ（筑波大名༪教त）
第５章 国際・学際・業際： 安岡ળ文（東大名
༪教त）
第６章 サービスイノベーション―システム
科学技術からのアプローチ： 舩橋ᆹ（北陸
先端科学技術大学院大学教त）
第７章 日本のモノづくりとそのメタ・システ
ム化―ガラパΰス化をえる新たなパラダイ
ム： �遠藤薫（学श院大学教त）

３　ୈ２ʰΧϫΠΠ文ԽͱςΫϊϩδʔの
Ӆれたؔʱ

この巻は，2014年の横幹シンポジウムのオー
ガナイズド・セッションから生まれたものである。
文理融合の面目躍といった内容であり，すでに
各方面から反響を得ている。

内容は以下の通りである。（�を付した登ஃ者は，
社会情報学会会員）。

第１章 なͥいま，「カワイイ」が人びとを引き
つけるのかʁ―「カワイイ」美学の歴史的系
ේとグローόル世界：�遠藤薫（学श院大学教त）
第２章 「かわいい」の系統的研究―工学から
のアプローチ： 大య子（ࣳӜ工業大学教त）

第３章 ֆ紙からອ画・アニメ・ライトノベ
ルまで―日常性の再構ஙのメディアとしての
日本型コンテンπ： �出口弘（東工大教त）
第４章 カワイイと地元経済―ローカル・キャ
ラクターの経済効果： �田中ल幸（東大教त）
第５章 かわいいとインタラクティブ・メディ
ア： 田博直（7R コンサルタント代表）
第６章 複製技術とՎう身体―子ども文化か
ら見た近代日本のメディア変容： 周東美材（東
大特任助教）

͚ͯにޙࠓ　４

このシリーズはいま創刊されたところである。
今後，さまざまなテーマで続々と刊行されていく。
現在すでに予定されているだけでも，『コトづく
りとώトづくり	仮
』，『データ・サイエンスで社
会を解く	仮
』，『ロϘットはトモダチかʁ 	仮
』
などが出番待ち中である。社会情報学会のみなさ
まにもさまざまなかたちでご協力いただきたいと
考えている。一度手にとっていただければ幸いで
ある。

注１） http://www.trafst.jp/aims.html

図１　ୈ１の表ࢴΠϝʔδ

図２　ୈ２の表ࢴΠϝʔδ
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 ム㸸 *㐲⸨⸅（学⩦㝔大学ᩍᤵ）
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第 3 ❶ ⤮⣬からₔ画࣭ア࣭࣓ࣛࢽト࣋ࣀル
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࣮ફঁ子େ学　　দ Լ ܚ ଠ
ઍࡀ科学技術େ学　　ྛ ɹ ߁ ߂

एखΧϯϑΝϨϯεใࠂ

はじめに

　2015年度のए手カンファレンスは「社会的問
題を解決する具体的なアプローチ SPA（Sensing-
Processing-Actuation）思考/指向による問題解決」
をテーマとして開催された。

社会のさまざまな規模・分野における問題を
解決するためには，その問題解決に必要とされ
るデータを用意（Sensing）し，データに基づ
いて具体的な解決手法を図るॲ理（Processing）
と， そ の ॲ 理 結 果 を 社 会 に 働 き か け る 動 作

（Actuation）という三つの要素全てをόランスよ
く検౼，実ફすることが必要である。こうした考
え方は文系・理系に関わらず社会情報学において
共通の認識として重要視される視点であろう。

今回，こうした問題意識を౿まえて，すでに各
分野において問題解決に向けて活動されている３
名の発表者にそれぞれの取り組みを事例として紹
介していただき，その取り組みが SPA に照らし
合わせてଥ当な状況にあるか，今後どのようなア
プローチをすべきか，それぞれの専門分野以外の
視点からも検౼し，社会にとってより良い解決の
ための具体的なアプローチとなるように議論を
行った。

ൃදऀ１　Ճ౻文ࢯʢใ・γεςϜ研究
ʣߏػ

最初の発表は加藤文ࢯ（情報・システム研究

機構）による「ウィキペディアタウン：市民によ
る地域情報化の一手法」である。市民による地域
情報化を推進するためのプラットフΥームとして
ウィキペディア及びウィキメディアを活用する手
法としてウィキペディアタウンを事例に取り上げ
ての報告であった。

ウィキペディアは୭もが編集可能なインター
ネット上のඦ科事యであり，地域に関する情報を
ウィキペディアに載せることは地域振興をଅ進し
たり，市民が学びの機会を得たりなど様々な効果
が期待できる。ウィキペディアタウンは2012年
のイギリス・ウΣールズのモンマスという街で始
まったプロジΣクトがᅘ矢とされており，その後
日本でも2013年２月に横浜にてインターナショ
ナルオープンデータデイの分科会として行ったの
をൽ切りに，二子ۄ川，京都，伊ಹなど全国各地
域へ広がってきている。こうした各地域での開催
状況は，ウィキペディアのアウトリーチページに
まとめられている。日本におけるウィキペディア
タウンは，モンマスの事例とはアプローチの仕方
が異なっており，街歩きとウィキペディア編集を
セットにしたワークショップ形式としてパッケー
ジ化されている。

ウィキペディアを編集するにあたっては，中立
的な観点で編集する等様々な約ଋ事がある。しか
し，参加者の多くはウィキペディアを編集したこ
とがなく，どう編集したら良いかわからないとい
う場合が多い。そのため，ワークショップとして
は二つの工夫をしている。一つ目は，ウィキペディ
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ア編集の経験者にレクチャーしてもらうこと，二
つ目は地元の図書館や資料館等に協力してもらう
ことである。

一つ目について，ウィキペディアタウンを開催
するとき，特に初回の地域のときには，なるべく
ウィキペディア編集者にレクチャーしてもらうよ
うにしている。ファシリテーターに編集者の知り
合いがいない場合も，OpenGLAM JAPANが介
している。OpenGLAM JAPANは芸術文化情報の
オープン化を推進する任意団体であり，ウィキペ
ディアタウンは目的に合致しているとして支ԉ対
象としている。

二つ目の地元の図書館や資料館については，
ウィキペディアの記事編集において重要な点とし
て，出యを明示することと，出యとして2次資料
を用いるというのがある。そのため，ファシリテー
ターが予め図書館司書に関連する事ฑについての
レファレンスをおئいしておき，関連資料をଗえ
ておいてもらうことを推している。

ウィキペディアに掲載されているコンテンπは
利用者にとって有ӹだが，プログラムでѻいқい
とは言いがたい。そこで，ウィキペディアからデー
タをந出して，構造化されたオープンデータと
して再公開するD#pediaというコミュニティプロ

ジΣクトが進められている。ウィキペディアをそ
のままうよりもプログラムからいやすくなっ
ており，アプリケーションから直接えるAPIを用
意することで，ウィキペディアの内容の利活用を
ଅ進する。こういうことが自由にできるのもウィ
キペディアがオープンなコンテンπであるから
で，市民が編集したものがまわりまわってオープ
ンデータとしても活用されるようになっている。

ൃදऀ２　Տٛࢯʢ౦ژใେ学ʣ

続いての発表はՏ野義広ࢯ（東京情報大学）に
よる「社会的՝題を解決するためのシステム開発
と実ફ研究」である。社会的՝題を解決するため
のシステム開発と実ફ研究について，人の՝題，
地域の՝題，組織の՝題に分けて，研究紹介を行っ
た。

例えば人の՝題について，７つのश׳に基づ
く自己実現支ԉシステム「Mentors」の開発が紹
介された。Mentorsは，第二領域時間管理システ
ム「Self-reqector 12」」，ミッション・ステートメ
ント（なりたい自分になるための宣言）共有シス
テム「Socializer 13」」の２つで構成される。Self-
reqectorとSocializerは，成長の連続体に対応し
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たシステムであり，それぞれ私的成功，公的成功
を支ԉするサブシステムとなる。Self-reqectorは，

「ґ存」から「自立」への౸達を目指し，学生の
主体的な行動選択を支ԉする。Socializerは，「自
立」から「૬ޓґ存」への౸達を目指し，Self-
reqectorの継続利用でந出されたミッション・ス
テートメントを他者と共有する。ミッション・ス
テートメントに共感できる他者とメンター・メン
ティーのࢣఋ関係を構ஙし，切᛭ୖຏしながら
公的成功を達成する。公的成功を達成するには，
Self-reqectorで登録されたミッション・ステート
メントや第二領域活動を共有し，メンター・メン
ティーとなり得る૬手を見つけることが不可欠で
ある。

また地域の՝題に対して，街のັ力を積し，
発৴していく8ebメディア「佐原ソーシャルラ
イブラリ」の開発・運用が紹介された。具体的には，
ຖ年夏と秋に開催される佐原の大ࡇにおいて山車
の位置情報を共有できる「佐原ϋンターズ」を開
発した。佐原ϋンターズでは，それぞれの利用者
がスマートフΥンから山車の位置を登録し，それ
を利用者全員と共有することで，山車位置のѲ
を行うシステムである。8ikipediaと同様に集合
知の考え方を採用しており，利用者が多いほど，
システムのਫ਼度が高まる。このシステムは，秋の
大ࡇと同時開催した合॓形式の短期集中型開発イ
ベント「佐原ϋッカソン」での成果物であること
が紹介された。

組織の՝題に対して，大手৯品スーパーのカス
ミでの事例が紹介された。カスミはソーシャルシ
フトを提এしたループス・コミュニケーションズ
と連携し，ソーシャルシフトの実ફに取り組んで
いる。例えば，Facebookを中心に情報の発৴と
共有を行っており，グループに投稿された各店ฮ
の取り組みに対して，社長を含め全社員が確認で
きるようになっている。階構造の深い組織にお
いて，組織のトップがパートやアルόイトの行動
や考え方にも目がಧく仕組みは重要である。加え

て，地域に根差した店ฮ運営も心掛けており，四
々のイベントをै業員の発案で開催し，積ંق
極的に地域の人々と交流を図っている。しかし
ながら，現状では，一部のै業員にはソーシャ
ルシフトをやらされている感じが残っているこ
と，Facebookのいにくさや߅感を感じるै
業員が૬当数存在することが確認された。そこで
Տ野研究室ではFacebookグループ活用支ԉアプ
リの開発し，Facebookのいにくさや߅感を
軽ݮした。具体的には，Facebookグループの各
投稿に対して，種別ຖのϋッシュタグを付与し，
Facebookグループ投稿の集計サイトを開発し，
Ӿཡ性・検索性の向上を図った。

ൃදऀ３　ాଜࢯ࠸ݡʢ/P0法ਓҏࣾதʣ

３つ目の発表は田村ݡ哉ࢯ（NPO法人伊能社
中）による「地域性を活かす教育コミュニティの
創造―Civic Tech と教育―」である。発表では，
地図を活用した初等教育における地域学शについ
て述べられた。この学शでは，生ెが地域での
フィールドワークにより収集した情報を地図上に
マッピングすることにより，学校周辺の地域՝題
のѲとその問題解決を図ろうとする取り組みを
通じて生ెの思考力育成を目指している。

しかしながら，実際に初等教育において地域学
शを実ફするためには，教材やカリキュラム，人
的リソースが不しており，教員だけでは対応が
難しい現状がある。その一方で，地域社会では行
政が主体となって行う地域情報化の取り組みのほ
か，シビックテックと呼ばれる市民が主体となっ
てICTを活用し地域のॾ問題を解決しようとする
取り組みが活発なところもあるため，この取り組
みでは，学校が行政，NPO，市民団体と協力して，
子供たちが地図を中核に情報を発৴・共有するフ
レームワークを構ஙし，その運用に必要となる体
制，機能等の検証を行っている。

ケーススタディとして挙げられた京都府福知山
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市の災・防災情報の発৴・共有では，地元の中
高生らがNPO，市民団体の協力を得ながら平成 
26年８月に発生した水に関する情報を周辺の
観察調査と市民へのインタビュー調査により収集
した。その後，フィールドワークによって集めた
情報をGoogle Earth上に集約することにより地
域の災アーカイブの制作を行った。この取り組
みを通じて，学श者自ら地域の防災に関する具体
的な問題点，今回はこの地域におけるポンプ場数
の不やආ難経路の検౼などを学शでき，さらに
学श者一人一人の防災意識を高められることが確
認された。

今後の取り組みとして，市民によるシビック
テックの取り組みを活発にするためのコミュニ
ティづくりと積極的なシビックテックの活用によ
る地域学शを通じて子どもたちの社会参画をଅす
環境構ஙを進める点が挙げられた。

एखΧϯϑΝϨϯεશମΛ௨じͯ

発表後のディスカッションでは，はじめに，各

発表者の取り組みがSPAに照らし合わせてどのよ
うな状況にあるか確認した。いずれも度合いの違
いがあったにせよ，όランスよくSとPとAを実現
している状況であった。その結果を౿まえて，各
発表者が目指す問題解決に向けて今後どのように
これらの取り組みを継続するかについて確認し
た。加藤ࢯはウィキペディアタウンではコミュニ
ティの有志にґ存するため，継続性については
ウィキペディアタウンでの取り組みの有用性を高
めてコミュニティの活性化を図る必要性について
述べた。Տ野ࢯは研究室での取り組みを通じた社
会情報へのアプローチであるため研究室内での引
き継ぎが重要である点を挙げた。田村ࢯはシビッ
クテックを実際の教育現場にどのように取り込み
教育効果を高められるかが必要となる点を挙げ
た。社会情報学におけるSPAモデルの適用には取
りѻおうとするコミュニティの支持が必要とな
り，そのためのインセンティブ，メリットをコミュ
ニティのメンόが共有できるようにする仕掛けが
必要であることが示唆された。
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 （目的）
第１　本学会誌は，社会情報学にかかわるॾ問題

の研究および応用をଅ進し，社会情報学の
確立と発展にد与するため，独創的な成果
を公表することをその主たる目的とする。

 （投稿者の資格）
第２　和文誌の投稿者は，単著の場合は学会員に

限る。共著の場合は，すべての著者が学会
員でなければならない。

 （投稿原稿）
第３　投稿原稿については，以下の通りとする。
 （１）投稿原稿の種類は，原著論文，研究，展望・

ノートとする。
 （２）投稿原稿は，オンラインにより, 投稿申込

書の他に, 原本ファイルと, 著者情報をআ
いた査読用原稿ファイルの合計２ファイル
を提出する。

 （３）投稿原稿作成にあたっては，社会情報学会
「社会情報学」執筆要領にैうこと。原著
論文以外の原稿についても，その記述方式
は，原則として執筆要領に準ずるものとす
る。

 （４）投稿原稿は，本会の主催，共催するシンポ
ジウム，講演会，研究会，分科会等で公表
したものが望ましい。

 （５）すでに，他学会等に投稿したものを投稿し
てはならない。当学会に投稿した投稿原稿
は，不採択の場合をআき，他学会等へ投稿
してはならない。

 （投稿手続き）
第４　投稿ر望者は，本学会ホームページ上の「投

稿申込書」に必要事項を記入の上，申し込

ࣾձใ学ձɹ「ࣾձใ学」ߘཁߝ

む。なお，投稿に関しては，ʦ学会誌編集
委員会ʧѼとする。

　オンラインによる投稿先：
　　本学会ホームページ上に掲載

 （投稿原稿の受付）
第５　原稿はਵ時，投稿できる。学会誌編集委員

会に౸着した原稿は，受付が行われた後，
査読の手続きがとられる。ただし，投稿原
稿の記述方式が執筆要領を逸している場
合は，投稿原稿を受け付けない。

 （投稿原稿の審査）
第６　投稿原稿の審査については，以下の通りと

する。
 （１）原著論文と研究は，複数の査読者によって

審査される。審査は投稿原稿受付後，可及
的速やかに行うものとする。審査の結果，
投稿原稿の内容修正を著者に要請すること
がある。その場合，再提出の期限は原則と
して１カ月以内とする。

 （２） 展望・ノートは，学会誌編集委員会がӾ読
し，必要に応じて著者に修正を求めた上で，
学会誌編集委員会で採൱を決定する。

 （投稿原稿の掲載）
第７　投稿原稿の掲載については，以下の通りと

する。
 （１）投稿原稿の掲載は，学会誌編集委員会が決

定する。
 （２）投稿原稿の受付日は，学会誌編集委員会が

当֘投稿原稿を受け付けた日とする。また，
受理日は，学会誌編集委員会が当֘投稿原
稿の採択を決定した日とする。
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 （受理された投稿原稿の版下の作成）
第８　投稿者は，受理された投稿原稿について，

所定の書式にて版下を作成し，提出するも
のとする。

 （受理された投稿原稿の校正）
第９　受理された投稿原稿の著者による校正は

和文誌については初校のみとし，英文誌に
ついては２回校正とする。なお，గ正ൣ囲
は原稿と異なるࣈ句のగ正のみに限定され
る。

 （原著論文等の別刷り）
第10 原著論文等の別刷り（50部単位）は，著

者のر望により作成する。その料金は，実
費とする。なお，別刷り料金の請求は，学
会誌編集委員会のґཔにより学会事務局が
行う。

 （著作権）
第11　著作権については，以下の通りとする。
 （１）掲載された原著論文等の著作権は，原則と

して本学会にؼଐする。特別な事情により
本学会にؼଐすることがࠔ難な場合には，
申し出により著者と本学会との間で協議の
上，ા置する。

 （２）著作権に関し問題が発生した場合は，著者
の責任においてॲ理する。

 （３）著作者人格権は，著者にؼଐする。著者が，
自分の原著論文等を複製，転載などの形で
利用することは自由である。転載の場合，

著者は，その旨本学会に書面をもって通知
し，掲載先には出యを明記すること。

 （要ߝの運用）
第12 この要ߝに定めのない事項については，学

会誌編集委員会の所ঠ事項にଐすることに
関しては，学会誌編集委員会が決するもの
とする。

 （要ߝの改正）
第13 この要ߝの改正は，学会誌編集委員会の議

を経て，学会誌編集委員長が行う。

付　則
この要ߝは，2012年４月１日より実施する。

付　則
この要ߝ（改正）は，2014年４月１日に遡及し
て施行する。

付　則
この要ߝ（改正）は，2014年７月１日より施行
する。

付　則
この要ߝ（改正）は，2014年９月１日より施行
する。

付　則
この要ߝ（改正）は，2015年２月20日に遡及し
て施行する。
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ࣾձใ学ձɹ「ࣾձใ学」ࣥචཁྖ

１．原稿言語は和文とする。
２．原稿の書式
 （１）原稿は横書きとする。
 （２）和文原稿では，新仮名ݣいと常用ࣈを用

い，平қな口語体で記す。句読点として，。
を用いる。

 （３）和文原稿では，刷り上がりイメージと同様
のフΥーマット（A ４判，１行22文38×ࣈ
行，２段組み，12ポイント）にて作成する。

３．分ྔ
 （１）原著論文，研究については，刷り上がり14

ページ（20000ࣈ程度，ただし図，表，注，
参考文ݙなどを含む）以内とする。

 （２）展望・ノートについては７ページ（10000
などݙ程度，ただし図，表，注，参考文ࣈ
を含む）以内とする。

４．原稿の体ࡋ
　投稿原稿のうち，原著論文，研究は，以下の体
によるものとし，展望・ノートについては，以ࡋ
下に準ずるものとする。
 （１）原稿の一ຕ目には，原稿のタイトル，著者

名，所ଐをいずれも日本語と英語でซ記ࢯ
し，また，著者連絡先ॅ所，電話番号，ファッ
クス番号，電子メール・アドレスを記す。
なお，原稿の一ຕ目は分ྔに含めない。

 （２）原稿の二ຕ目には，原稿のタイトル，要約
ならびにキーワードを記述する。要約は原
稿全体の内容をレビューしたもので，日本
語600ࣈ，英語250ワード程度とする。ま
た，キーワードは原稿全体の内容の特徴を
表す用語のことであって，日本語，英語と
も，その数は５つ程度とする。なお，原稿
の二ຕ目は分ྔに含めない。

 （３）原稿の本文は三ຕ目から開始し，それを１
ページとして，以下通し番号を付す。本文

後のँࣙ，注，参考文ݙ，付録，図表をこ
の順に続ける。各項目の書き出しにあたっ
ては用紙を改めること。なお，本文におい
て著者が特定できる記述はආける。

 （４）原稿本文は，ং論（はじめに，など），本論，
結論（結び，など）の順に記述する。本論
については，章，અ，項の区別を明確にし，
それぞれ「１」，「１．３」，「１．３．２」の
ように番号をつける。

 （５）人名は，原則として原語で表記する。ただ
し，広く知られているもの，また印ࣈがࠔ
難なものについては，この限りではない。

５．図・表（写真も含む）
 （１）図・表には，それぞれについて「図ʵ１」，

「表ʵ１」のように通し番号をつけ，また
表題をつける。

 （２）図・表は本文中の֘当箇所にຒめ込むこと
が望ましい。

 （３）図・表を本文中にຒめ込むのがࠔ難な場合
は，本文中にૠ入ر望箇所を明記し，図・
表は１ページに１個ずつ，ૠ入指定のある
ページ番号を付けて描き，原稿の最後にま
とめる。大きさの指定がある場合にはそれ
を明記する。

 （４）図・表の作成に用した資料・文ݙは必ず
明記する。

 （５）図・表は実際に印刷される大きさに配慮し
た内容・記述にする。

６．注
　注を用する場合は，一連番号を参考箇所ӈݞ
に小さく（１）（２）と書き，本文末尾に注ऍ文
をまとめる。
７．参考文ݙ
 （１）参考文ݙを適切に引用し，本研究の位置づ

けを明確にする。参考文ݙの引用は以下の



76

例にならい，著者の，発表年を書く。
　例：ླ（1986）はʜʜ，
　　　伊藤（1986a）によればʜʜ，
　　　 ʜʜ が 証 明 さ れ て い る（ ླ ・ 伊 藤，

1985）。
　　　Tanaka et al.（1983）は，ʜʜ。
 （２）本文中で参照した文ݙは，本文末尾に参考

文ݙ表としてまとめる。参考文ݙ表は，著
者のアルファベット順，年代順に記す。同
一著者の同一年代の文ݙは，引用順にa，b，
cʜʜを付して並べる。

　例：ླ一郎（1986a）「社会と情報」，『社会
情報』1，pp.14-23.

　　　ླ一郎（1986b）『情報論』社会書房，
240p.

　　　8inston，P.（1981）Social Planning 
and Information，Social Information 
Science  6，pp.116-125.

　　　:amada，S. et al.（1986）Intelligent 
#uilding，Academic Press，New :ork，
445p.

　　　山本太郎（1985）「社会情報に関する研究」，
『社会情報』2，pp.32-40.

　　　山本太郎・ླ 一郎（1985）『社会情報学』
社会書房，270p.

 （３）インターネット上に置かれた文ݙは，前各
号に準拠すると共に，参考文ݙの記述は，

著者名，発行年，タイトル，̧̡̪，訪問
日付の順に記述する。なお̧̡̪にはϋイ
フネーションを用いない。また，その文ݙ
のϋードコピーは著者の責任に置いて保管
するものとする。

　例：ླ一郎（1996）「社会と情報」，
　　　�http://www.abc.ac.jp/Social/abc.html�
　　　Accessed 1997, April 29
　　　8inston，P.（1981）Social Planning,
　　　�http://www.abc.edu/Social/abc.html�
　　　Accessed 1997, April 29
８．その他疑義のある場合は，通常広く認められ

ている書式を用する。
９．要領の改正
　この要領の改正は，学会誌編集委員会の議を経
て，学会誌編集委員長が行う。

付　則
この要領は，2012年４月１日より実施する。

付　則
この要領（改正）は，2014年９月21日より施行
する。

付　則
この要領（改正）は，2015年２月20日に遡及し
て施行する。
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